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要旨
我が国は地震多発国であり，これまで多くの地震が発生し被害を受けてきた。特に 1995
年兵庫県南部地震以降，各種土木構造物の耐震設計法が早急に見直され，鉄道や道路の盛
土においては耐震設計法が導入されるとともに，近年では既設盛土の耐震補強も進められ
るようになってきている。また，盛土は他の構造物にはない特徴として，降雨を受けるこ
とで飽和度の上昇や地下水位が形成され，崩壊に至ることがある。近年は梅雨や台風に加
えてゲリラ豪雨と呼ばれる短時間の豪雨も増えており，降雨に対する盛土の設計法が整備
され，既設盛土に対しても降雨耐力を高める取組みがなされるようになってきている。
このような背景の中で 2004年新潟県中越地震では，山岳部の鉄道や道路などの盛土をは
じめとする土構造物に多くの被害が発生した。この地震では，直前の台風による降雨の影
響により盛土内の飽和度が上昇した状態で地震を受けたことにより，盛土に大きな被害が
生じたことが指摘されており，盛土が破壊に至るメカニズムの解明ならびに対策工の検討
が求められている。
本研究では，様々な研究手段の中から数値解析手法によって降雨や浸透水の影響を受け
る盛土の耐震性評価手法を構築することを目的とする。盛土は降雨や浸透水の影響を受け
ることで，地震前の盛土の強度低下と，地震中の有効応力の減少の両者の影響を受ける。
これらの考慮できる手法として，地盤を土骨格・間隙水・間隙空気からなる多孔質体とし
て定式化した三相系多孔質体理論に基づく解析手法が開発され，数値解析に活用されてい
る。しかしながら，現状では完全な三相状態を考慮しない手法を用いているものがあるこ
とや，不飽和土は飽和土と比較すると高い強度・剛性を示すが飽和土と同じ構成式を用い
ているものが多いこと，実験や実被害事例との比較検討が十分ではないこと，地震被害の
ない盛土への適用がないなどの課題がある。
本研究ではこれらの課題の解決に資することができるよう，比較的簡便な不飽和土の繰
返し載荷に対する構成式を構築し，三相系多孔質体理論に基づく解析手法への導入を図っ
た。次に，不飽和土の繰返し三軸試験を系統的に実施し，構築した構成式の妥当性の検証
を行った。また，様々な条件下で，降雨散水や浸透水を与えた模型盛土の振動台実験とそ
の解析を行うことで，解析手法の妥当性の検証を行うとともに，盛土が崩壊に至るメカニ
ズムの解明を試みた。解析では，より簡易な解析手法との比較検討や，地震ではなく降雨
のみで崩壊に至る盛土への適用についても検討を行った。最後に，2004年新潟県中越地震
で崩壊に至った盛土を対象とした被災の再現解析を行い，地震直前の降雨が盛土の地震被
害に及ぼす影響について考察を行った。
以上のような検討から，構築した解析手法は降雨や浸透水の影響を受ける盛土の地震時
挙動を評価する上で妥当であることを検証し，降雨や浸透水の影響を受ける盛土が被災に
至るメカニズムを説明可能であることを示した。
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1第1章 序章
1.1 研究の背景
我が国は地震多発国であり，これまでに幾多にもおよぶ地震が発生し，多くの被害を受
けてきた。特に，1995年兵庫県南部地震では，様々な構造物が被害を受け，多くの人命が
失われた。大都市での直下地震を受け，都市の地震対策についてハード・ソフトの両面か
ら様々な問題が我々につきつけられた。この地震から 20年近くの年月が経過した現在，各
種構造物の設計基準には耐震設計の概念が取り込まれ，大きく生まれ変わっている。その
妥当性は，その後も発生する地震に対して，改定された設計基準に基づいて設計された構
造物がほとんど被害を受けていない事実によって証明されている。
これまでにも地震被害が発生する度に，各種構造物の設計基準は見直しがなされている。
しかしながら，その多くは経験的な拠り所に頼る部分が多く，見直しが行われた設計基準
において十分な耐震性の確保がなされているわけではなかった。そのような中で，1995年
兵庫県南部地震以降，各種土木構造物の耐震設計法が早急に見直されたのは，地震被害が
甚大であったことは勿論ではあるが，それ以外にも各種構造物を対象とした実験技術や数
値解析技術が進展し，構造物の破壊現象の解明が飛躍的に進捗を遂げたことが一因として
挙げられる。また，土木学会（1995，1996）を中心に，レベル 1地震動・レベル 2地震動
の 2つの地震に対する二段階設計法を採り入れようとする動きが高まったことも一因とし
て考えらえる。
これまでのり面勾配や使用材料，締固めに関する施工管理基準値などを規定した仕様設
計が主体的であった土構造物にも，少しずつではあるが設計計算手法が導入されるように
なってきた。また，鉄道や道路などの線状構造物では，橋梁や高架橋・トンネルなど異種構
造物と同じ尺度での評価が必要なこと，新工法を容易に導入できること，ライフサイクル
コストの概念の導入などが嘱望されるようになってきた。このような背景のもとで，2007
年に発刊された鉄道構造物等設計標準・同解説　土構造物（鉄道総合技術研究所，2007）
では，はじめて土構造物に性能照査型の設計体系が導入されている。耐震設計については，
例えば盛土ではレベル 1地震動に対しては円弧すべり破壊や支持地盤に液状化が生じない
ことを確認する，レベル 2地震動に対しては地震後の盛土の沈下量が許容沈下量以下に収
まることを照査することとしている。
この設計標準では地震時以外にも各状態に対して土構造物の性能を照査することとして
いるが，他の構造物にはない特徴として，降雨時に対する設計法が取り込まれている。土
構造物は降雨を受けることで飽和度の上昇や地下水位が形成され，崩壊に至るようなこと
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もある。このことから，降雨時を考慮した土構造物の安定照査を行うことが盛り込まれて
いる。近年は梅雨や台風に加えて，ゲリラ豪雨と呼ばれる短時間の豪雨も増えており，降
雨に対する盛土の設計はますます重要視されるようになってきている。
もう一つの動きとして，冒頭に述べた 1995年兵庫県南部地震は，各種既設構造物の補
強が積極的に進められるきっかけともなった。例えば，鉄道の分野では RCラーメン高架
橋や橋梁，開削トンネルの補強が義務化され（運輸省通達鉄技第 116号鉄施第 201別紙 1，
1995），着実な進捗を遂げた。土構造物に対する耐震補強を義務化するものはなかったが，
主要な道路や鉄道の土構造物については来るべき地震に備え，耐震補強を事業者が自主的
に進めているものもある（例えば，日本道路協会，2006；松田，2005；荒鹿ら，2006）。ま
た，こられを推進するための耐震診断や対策工の設計に係るマニュアル類も整備されるよ
うになってきている（例えば，日本道路協会，2006）。
一方，降雨に対しては地震とは異なり，降雨量に対する規制値を設けるソフト対策によっ
て利用者の安全を確保することができるものの，度重なる規制となれば利用者の利便性が
損なわれる。このため降雨耐力を引き上げる自主的な対策が進められており，例えば鉄道
の分野では線区全体で運転規制値を引き上げるための盛土の補強選定フローを作成し，実
際に補強が行われている（例えば，狭田ら，2000）。首都圏直下地震，東海・東南海・南海
地震の発生がうたわれ，またゲリラ豪雨に代表されるような豪雨が頻繁に発生している状
況を踏まえると，今後も盛土の耐震・耐降雨対策は加速化するものと考えれられる。
このように，鉄道や道路の土構造物においては，新設・既設を問わず耐震性・耐降雨性に
優れたものとしていく気運が高まっている。このような背景の中で，2004年に発生した新
潟県中越地震では，山岳部の鉄道や道路などの盛土をはじめとする土構造物に多くの被害
が発生した。この地震においては，直前の台風による降雨の影響によって盛土内の飽和度
が上昇し，強度が低下した状態で地震を受けたことにより，盛土に大きな被害が生じたこ
とが指摘されている（地盤工学会，2007a；舘山・加藤，2005；森島ら，2005;国土交通省
国土技術政策総合研究所・独立行政法人土木研究所，2006）。2004年新潟県中越地震より
も前に発生した大規模な地震における盛土の被害の特徴としては，盛土体のすべり破壊や
のり面へのクラックの発生，盛土体の揺すり込み沈下，軟弱地盤の揺すり込み沈下や砂質
土地盤の液状化に伴う盛土の沈下などが主体的であり（例えば，鉄道省，1927；土木学会，
1926；建設省土木研究所；1998），降雨や浸透水に起因した盛土の被災形態はあまり見ら
れなかった。また，その後も 2007年能登半島地震（能登有料道路復旧工法検討会，2007；
地盤工学会，2007b）や 2009年静岡県駿河湾の地震（中日本高速道路，2009）においても
道路盛土を中心に同様の被害が発生している。
盛土の設計では地震時・降雨時を考慮するもののそれぞれの状態を個別に扱うこととし
ており，また既設盛土の補強についても地震対策・降雨対策の目的を明確にした上で実施
されている。しかしながら，上述の盛土の被害は降雨と地震の両者に起因した複合災害で
あり，両者を考慮した盛土が破壊に至るメカニズムの解明ならびに対策工の検討が急務と
なっており，様々な検討が進められている（例えば，地盤工学会，2009）。
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1.2 研究の目的
本研究では，様々な研究手段の中から数値解析手法によって，降雨や浸透水の影響を受け
る盛土の地震応答解析手法を構築することを目的とする。数値解析では模型実験や室内土
質試験とは異なり，設計対象とする構造物，あるいは既設の実構造物の安定や変形を，数値
解析モデルによりモデル化し，解析を行うことで評価することができることから，現行の
簡易な設計手法や評価手法の代替となり得ることも期待できる。そのためには，本研究で
対象とする降雨散水や浸透水の影響を受ける盛土の地震時挙動を，数値解析モデルによっ
て適切に記述できる必要がある。
地盤工学の分野において，土中の水に関わる地震時の挙動を扱う問題として代表的なも
のの中に地盤の液状化がある。地盤の液状化に関する数値解析的な研究手法としては，こ
れまで有限要素法に基づいた動的有効応力解析手法が実績を挙げている（例えば，土木学
会，2003）。有効応力解析手法では，土を土骨格と間隙水から成る二相混合体として取り
扱い（Biot, 1962），両者の質量保存則・運動量保存則を連成して解くことで，地盤内で過
剰間隙水圧が上昇し，有効応力が喪失することによって地盤に変形が生じる現象を表現す
ることができる。
一方，本研究で対象とする地震直前の降雨散水や，恒常的に浸透水の影響を受けている
盛土に地震被害が生じる要因を考えてみると，主として以下の 2つの因子が挙げられるで
あろう。
1. 　地下水位の形成や飽和度の上昇によって，乾燥状態にある盛土と比べて強度や剛性
が低下し，小さな地震力を受ける場合でも盛土に変形が生じやすくなる。（地震が発
生する前の状態）
2. 　地震力を受けることで，不飽和状態であっても飽和度の高い領域では，繰返し載荷
によって平均有効応力が低下し，場合によっては液状化に至る。（地震発生中の土の
挙動）
この現象に対する動的有効応力解析手法によるアプローチでの研究事例もいくつかある
（詳細は，2.6節で示す）。しかしながら，有効応力解析手法は，土の間隙が水で満たされた
状態を取り扱ったものである。降雨や浸透水の影響を受ける盛土では地下水位以浅の不飽
和土の領域が多く存在するが，その間隙は水と空気が混在した状態となっており，有効応
力解析手法ではこの状態を考慮することはできない。また，不飽和土の領域では，間隙に
占める水の割合を表す飽和度が空間的な分布を示している。言い換えると，飽和度と対に
なるサクション（間隙空気と間隙水圧の差分）が空間的に分布していることとなる。近年
の不飽和土の力学に関する研究によれば，飽和度やサクションの大きさによって，土の強
度・変形特性が変化することが解明されてきているが，有効応力解析手法では不飽和土部
分での飽和度やサクションの大きさの変化を考慮することができないため，盛土の強度・
変形特性については地震前の空間的な強弱や地震中の変化を考慮することができない。
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上記の両者の影響を考慮できる手法として，地盤を土骨格・間隙水・間隙空気からなる
多孔質体として定式化した三相系多孔質体理論に基づく解析手法が開発されており，近年
数値解析に活用されるようになってきている。しかしながら，二相混合体理論に基づく定
式化と比較すると三相系多孔質体理論に基づく定式化は煩雑となるため，現状では完全な
三相状態を考慮しない手法を用いているものがあることや，不飽和土は飽和土と比較する
と高い強度・剛性を示すものの飽和土と同じ構成式を土骨格の応力～ひずみ関係の表現に
用いているものが多いこと，実験や実被害事例との比較検討が十分にはなされていないこ
と，更には地震被害のなかった盛土への適用がなされていないなどの課題がある。
そこで本研究では，これらの課題の解決に資する数値解析手法を構築し，降雨や浸透水
の影響を受ける盛土の地震時挙動の評価を行うことを目的とする。具体的には，まず土骨
格・間隙水・間隙空気からなる完全な三相状態を考慮できる，三相系多孔質体理論に基づ
く動的解析手法（Uzuoka and Borja, 2012）を導入する。次に，繰返し載荷に対する不飽和
土の強度・変形特性を比較的少ないパラメータ数で記述できる繰返し弾塑性構成モデルを
構築し，解析手法への導入を図る。構築した構成モデルにおいては，既往の繰返し弾塑性
構成モデルでは事例が少ない，サクションの効果を内部変数に含むものとした。
提案した手法の妥当性は以下の手順で検証する。まず，不飽和土の精緻な繰返し三軸試
験を系統的に行って，要素試験レベルでの挙動を，提案する構成モデルを用いて表現でき
ることを確認する。モデルの妥当性の検証は，異なる地盤材料，繰返し載荷前の異なるサ
クションの大きさに対してモデルが実験の挙動を記述できるか詳細に検討することで行う。
次に，降雨や浸透水を与えた状態で模型盛土の加振実験を行い，そのシミュレーション
を通して構築した数値解析手法の妥当性の検証を行う。解析では，盛土が崩壊に至るケー
スだけでなく小さな入力加速度では盛土が変形に至らないことへの再現性の確認や，異な
る水位や飽和度の分布状況であっても手法が実験を説明できることを検証するために，対
象を幅広く設定して解析手法の適用性の検討を詳細に行う。また，降雨で崩壊に至る実験
を対象とした解析も行い，地震動ではなく降雨での崩壊に対しても手法が適用可能である
か検討する。これらの一連の解析では手法の妥当性を検証することを目的とするが，解析
により得られた物理量の空間的・時間的な変化を分析することで，盛土が破壊に至るメカ
ニズムについて考察を行う。
最後に，実際の被災事例を対象とした解析を行い，解析手法が盛土の被災状況を再現で
きるかを検証するとともに，地震直前の降雨が盛土の地震時挙動に与える影響について考
察を行う。
1.3 本論文の構成
本論文の構成を以下に示す。
第 2章　既往の研究と本研究の位置づけ　本研究が対象としている降雨や浸透水の影響を
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受ける盛土の地震時挙動に関する既往の研究を整理し，これらの研究と本研究の関係につ
いて述べる。研究の手段に応じて，以下のように分類して整理する。
2.2節　実際の地震による被災事例を扱っている研究
2.3節　振動台での加振により降雨や浸透水を与えた模型盛土の挙動を扱っている研究
2.4節　要素試験により不飽和土の動力学特性を扱っている研究
2.5節　不飽和土の有効応力と繰返し載荷に対する構成式を扱っている研究
2.6節　盛土の動的挙動を数値解析的に扱っている研究
第 3章　三相系多孔質体理論に基づく不飽和土の動的解析手法と構成式　解析に用いる不
飽和土の動力学特性を記述する構成式と，三相系多孔質体理論に基づく支配方程式とその
空間離散化・時間離散化について述べる。
3.2節では，不飽和土の動力学特性を記述する構成式を提案する。簡易な繰返し弾塑性構
成式をベースに，盛土の変形予測を行うために 10 2オーダーレベルのひずみの発現を記述
でき，また不飽和土の繰返し載荷時に見られるような骨格応力の低下の緩慢さを記述でき
るように改良を行っている。
3.3節では，解析に用いる三相系多孔質体理論に基づく支配方程式の定式化を示す。
3.4節では，支配方程式の空間離散化，ならびに時間離散化と，支配方程式の線形化につ
いて示す。
第 4章　不飽和土の繰返し三軸試験の解析　第 3章で示した不飽和土の構成式の妥当性の
検証を行うために，不飽和土の繰返し三軸試験を実施し，その解析を行った。広い範囲に
渡る構成式の適用性を確認するために，試験は繰返し載荷前のサクションを変えて多数実
施し，載荷振幅も大きな範囲まで取っている。具体的には，以下の事例に対して解析を行っ
ている
4.3節　稲城砂の不飽和繰返し三軸試験の解析
4.4節　新潟県中越地震での被災盛土材料の不飽和繰返し三軸試験の解析
4.5節　不飽和土の三軸圧縮試験の解析
第 5章　降雨や浸透水の影響を受ける水平地盤上の盛土の地震応答解析　第 3章で示した
不飽和土の構成式を組み込んだ三相系多孔質体理論に基づく解析手法を用いて，降雨や浸
透水の影響を受ける盛土の地震応答解析を行う。本章では，水平地盤上の盛土の模型振動
台実験を実施するとともに，その解析を行い，構築した手法の妥当性の検証と盛土の破壊
メカニズムの考察，更にはより簡便な二相解析などの解析手法との比較検討を行う。また，
併せて降雨散水によって崩壊に至る盛土の解析も実施し，解析手法の地震時以外への適用
性も検討する。
5.2節　浸透水ならびに降雨散水を与えた水平地盤上の盛土の振動台実験の解析
5.3節　三相系多孔質体理論に基づく解析手法の有用性の検討
5.4節　降雨散水による模型盛土の浸透崩壊実験の解析
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第 6章　降雨の影響を受ける傾斜地盤上の盛土の地震応答解析　 2004年新潟県中越地震で
多く見られた，傾斜地盤上の盛土が降雨を受けることで地震被害に至る要因の解明を目的
とした解析を行う。傾斜地盤上に構築した模型盛土に降雨散水を与えた後に加振を行う実
験とその解析を行い，構築した手法の妥当性を検証するとともに，盛土内での水位線が地
震応答に与える影響について考察を行う。また，実際の被災事例を対象とした解析を行い，
解析手法によって実際の被害を説明できるか検証するとともに，地震直前の降雨が盛土の
被害に与えた影響について考察を行う。
6.2節　降雨散水を与えた傾斜地盤上の盛土の振動台実験の解析
6.3節　新潟県中越地震における鉄道盛土の被災事例の解析
第 7章　結論　本研究で得られた知見をまとめ，今後の研究課題を述べる。
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2.1 概要
本章では，本研究が対象としている降雨散水や浸透水の影響を受ける盛土の地震時挙動
に関する既往の研究を整理するとともに，これらの研究と本研究の関係について述べる。
ここでは，研究の手段に応じて，以下のように分類して整理する。
2.2節　実際の地震による盛土の被災を扱っている研究
2.3節　振動台での加振により降雨や浸透水を与えた模型盛土の挙動を扱っている研究
2.4節　要素試験により不飽和土の力学特性を扱っている研究
2.5節　不飽和土の有効応力と繰返し載荷に対する構成式を扱っている研究
2.6節　盛土の動的挙動を数値解析的に扱っている研究
2.2 地震による盛土の被災を扱っている研究
これまでに発生した地震によって鉄道・道路などの数多くの盛土に被害が生じている。
この中で降雨散水や浸透水の影響が地震被害の主体的な要因となっていると言われるもの
は，1968年十勝沖地震，1993年釧路沖地震，2004年新潟県中越地震，2007年能登半島地
震，2009年静岡県駿河湾の地震などが挙げられる。以下では，この中から事例を対象とし
た研究事例を数例取り上げて整理する。なお，実際の被災箇所から採取した試料の三軸試
験などの室内土質試験の実施や，被災事例を対象とした解析については，当該の節にて触
れることとする。
2.2.1 1968年十勝沖地震
1968年十勝沖地震では，青森県を中心に道路・鉄道の盛土が甚大な被害を受けた（青森
県，1969；建設省土木研究所，1971）。青森県東部では，地震発生前の 3日間に 100mm以
上，場所によっては 200mm以上の降雨があり，地震直前の降雨が盛土の被害を拡大したこ
とに大きく繋がっているとされている。鉄道では，複線化工事完成間近の東北線の盛土に
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大きな被害が生じたが，特に腹付け線増された盛土にも被害があったことが特徴的であっ
た。道路でも多くの被害があり，被災 23カ所での盛土材料の室内土質試験が実施されてい
る。材料は大半が火山灰質砂質土が主体であり，乾燥密度が 0.7～1.3g=cm3であった。締固
め密度比は 60～80%と低いものが多かったとされている。
中村・栗山（1997）は，この地震と 1994年三陸はるか地震でも被害を受けた東北線八戸
貨物・陸中市川間（648k260m）の高さ 11.5mの盛土を対象に，地下水位観測を行っている。
著者らは両地震に対して地震応答解析により盛土のり肩での最大加速度の評価を行ってい
るが，十勝沖地震での 325galに対して三陸はるか沖地震では 678galと倍の大きさとなって
いる。十勝沖地震は 1968年 5月 18日の発生，三陸はるか沖地震は 1994年 12月 28日の発
生であり時期が異なること，三陸はるか沖地震では地震前の降水量は 15mm程度の積雪の
みであったが，十勝沖地震では前述のように多くの降水量があったことを踏まえると，地
震規模の小さな十勝沖地震でも盛土が崩壊に至った一因として，降雨に伴う地下水位の上
昇の影響が考えられる。このことに着目し，豊水期と渇水期の地下水位の観測が実施され
ている。豊水期と渇水期の地下水の流れを図–2.1に示す。これらの図から，地下水の流れ
は青森方から東京方に向かった流れと，648k300m付近での下り線側から上り線側への流
れが卓越している点では両時期で同一であるが，地下水位自体の値に着目すると豊水期の
方が高い水位を示していることがわかる。また，この調査では降水量と地下水位の変動の
間に高い相関性があることも示されている。十勝沖地震での盛土の被災形態は盛土の表層
崩壊であり，この地下水位の考察を踏まえると地震直前の降雨によって盛土の飽和度が高
まり，表層でのせん断強度がかなり低下した状態で地震動を受けたとしている。
2.2.2 2004年新潟県中越地震
2004年新潟県中越地震では，河岸段丘沿いの盛土や，山間部の盛土に多くの被害が生じ
た（例えば，地盤工学会，2007a；国土交通省国土技術政策総合研究所・独立行政法人土木
研究所，2006；舘山・加藤，2005；森島ら，2005）。これは，震源域が中山間地域であった
ことに加えて，地震発生 3日前の台風の通過に伴う降雨によって盛土が多くの水分を含ん
でいたことに起因していると言われている。道路分野では，関越自動車道の小出 IC～小千
谷 ICにおける盛土の被災について，地形や盛土構造物の形状と被災の大小の関連性につい
て整理しているが，片切片盛区間や，地山の勾配が 1:3～1:10の領域で被害が集中している
としている。
二瓶（2005）は，この地震直前の降雨量に着目した解析を行っている。表–2.1に，長岡，
栃尾および小出における地震発生直前の日降水量（2004年 10月 20日）と 2日降水量（10
月 20，21日）を示す。表中には，全観測期間（N = 29年）における順位 Aと，順位 Aを
解析対象期間 Nで除した発生確率 Bが示されている。日降水量は長岡，小出，栃尾の順で
第 7位，第 27位，第 29位，2日降水量は長岡，栃尾，小出の順で第 17位，第 29位，第 40
位となっている。2日降水量よりも日降水量の方が大きな順位となっており，短い時間に
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(a)豊水期
(b)渇水期
図–2.1 地下水位等高線図（中村・栗山，1997）
降雨が集中していることが伺える。また，発生確率の観点では，日降水量は 1.1～4.1年に
1回起こる程度，2日降水量としては 1.0～1.7年に 1回起こる程度であるとしている。
また二瓶は，中越地震直前の降水量を次式に示す先行降雨指数（API; Antecedent Precip-
itation Index）（水村，1985）の評価を行っている。
API =
TmaxX
T=0
bTPT (2.1)
ここに，PTは現在から T 日前の日降水量であり，Tmax日までの降雨量を考慮している。ま
た，bTは係数であり，以下のように与えられる。
bT = KT (2.2)
ここに，Kは減水係数と呼ばれる経験係数で，0.85～0.98の範囲の値を用いればよいとさ
れている。この減水係数 Kを 1未満としているのは，APIを求める対象日に近い降水ほど
その影響が強く反映され，直前の降雨量が大きいほど APIは大きく算定されることとなっ
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表–2.1 新潟県中越地震発生直後の降雨状況（二瓶, 2005）
降水量［mm］ 順位 A 発生確率 B
長岡 102 第 7位 4.1
日降水量 栃尾 92 第 29位 2.4
小出 79 第 27位 1.1
長岡 115 第 17位 1.7
2日降水量 栃尾 106 第 29位 1.0
小出 96 第 40位 1.1
ている。APIは通常，土壌の乾燥状況や洪水発生の指標などとして用いられており，洪水
時の初期流量と良好な相関関係があることが知られている（水村，1985）。
長岡における日降水量と先行降雨指数APIの算定結果を図–2.2に示す。この図では，1976
年から 2004年新潟県中越地震発生までを対象とし，K = 0:95，Tmax = 30として計算がな
されている。図中には，地震発生当時の API（222mm）示されているが，全期間の平均値
である 106mmと比べて大幅に上回る値となっている。また，地震発生日の APIを上回る
日数は，1年あたりに換算すると約 24日であり大きな値である。長岡以外では小出で約 27
日，栃尾で約 38日であり，この超過日数を年間日数（365日）に換算すると 6.5～10.5%の
割合で出現することが示されている。地震災害と密接に関係している土壌水分量や地下水
位が先行降雨状況の影響を強く受けることを考慮すると，地震と降雨がほぼ同時期に発生
する複合災害の発生の可能性は少なくはないものと考えられるとしている。
図–2.2 先行降雨指数の算定結果（二瓶，2005）
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2.2.3 本研究の位置づけ
盛土の地震被害に降雨や浸透水が影響したという状況は，作用としての降雨量，崩土の
含水状態や粒度特性，地下水位などを手掛かりとして，その可能性が推察されることとな
る。しかしながら，これはあくまで可能性であるため，さらなる地盤調査や解析などの検
討による裏付けが必要となる。原位置試験や不攪乱試料を用いた室内土質試験を実施して
盛土の成因を正確に把握するとともに，サイト近傍での地震・降雨の記録が取得できるよ
うな場合には，数値解析により詳細に被災のメカニズムを検討することが可能になる。
6.3節では，解析条件が比較的整っている被災事例を対象として，提案する数値解析法に
より手法の検証を行うとともに，盛土の崩壊メカニズムの解明と，盛土の被害に及ぼす先
行降雨の影響について考察を行う。
2.3 振動台での加振による盛土の挙動を扱っている研究
盛土の耐震性の評価や対策工の効果を確認する目的で，これまでに 1G場や遠心場での
模型振動台実験が数多く実施されているが，降雨や浸透水の影響を受ける盛土を対象とし
た事例は少ない。
模型振動台実験で降雨や浸透水の影響を考慮する手法としては，大きく分けると以下の
3つが挙げられる。
1. 　模型構築時の含水比を調整する方法
2. 　加振前に盛土の背面等から浸透水を与える方法
3. 　加振前に実際の降雨を模擬して盛土の上方から散水を行う方法
以下では，それぞれの実験事例に分類して整理する。
2.3.1 含水比調整した盛土の加振を扱った研究
この方法は，最も容易に盛土の地震応答に及ぼす含水の影響を考慮できる手法である。例
えば土井ら（2010）は乾燥密度を一定とし，含水比を変えて構築した模型盛土の加振を行
う遠心場での振動台実験を行っている。その結果の一例として，ケースごとの盛土の初期
含水比と加振終了時の盛土天端の鉛直変位の比較を表–2.2に示す。この結果から，盛土の
含水比が大きくなると加振終了時の変形量が大きくなっていることがわかる。また，図–2.3
には，間隙水圧の時刻歴を示す。この図から盛土の含水比が大きいほど盛土内での間隙水
圧の上昇量が大きいことがわかる。
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表–2.2 盛土の初期含水比と加振後の変位量の関係（土井ら（2010）を修正）
Case1 Case2 Case3 Case4
初期含水比 12:6% 13:7% 17:5% 18:0%
天端の沈下量 3:2mm － 105:3mm 750:0mm
図–2.3 間隙水圧の時刻歴（土井ら，2010）
2.3.2 背面から浸透水を与えた後に盛土の加振を行った研究
この方法は，浸透水による盛土の崩壊実験を行う時の手法と振動台実験を組み合わせた
手法である。例えばMatsuoら（2002）は，盛土や斜面を対象に遠心模型実験によって地震
時の流動的な崩壊を対象とした遠心場での振動台実験を行っている。この実験では，傾斜
地盤上に盛土を構築し，背面から浸透水を与えた後に加振を行っている。図–2.4に模型盛
土の諸元を示す。この図では，基盤が 35度となっているが，この形状以外に、傾斜角が 5
度および 15度の緩傾斜基盤上での実験も行っている。実験では，盛土の密度や水位位置を
変え，数多くの加振ケースを対象としている。図–2.5に実験結果の一例として，傾斜基盤
が 35度で締固め密度比がDc = 78%，92%のケースの加振終了時の盛土の変形状況を示す。
実験からは，盛土の密度が低いほど，また傾斜基盤の角度が大きいほど，盛土に変形が生
じやすくなっていることが確認されている。
また，永田ら（2008）は同様に背面から浸透水を与え加振を行う 1G場での振動台実験を
行っている。模型地盤材料には東北珪砂 6号と藤森粘土を 1：1の割合で混合した人工中間
図–2.4 遠心模型実験のモデルの概要（Matsuoら，2002）
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(a) Test A1（Dc = 78%）　 　 (b) Test A6（Dc = 92%）
図–2.5 加振終了時の盛土の変形状況（Matsuoら，2002）
土を使用しているが，細粒分含有率が 50%近くあることに特徴がある。Matsuoら（2002）
の実験と同様に，水位の違いによって盛土の変形状態が変わることが実験において確認さ
れている。また，盛土の変位と間隙水圧の経時変化を比較すると，変位が増加を開始する
までに間隙水圧が上昇している。前述のMatsuoらの実験には見られない挙動を示すことが
確認されている。
中村ら（2010）は，盛土と支持地盤からなる模型に対して，盛土・支持地盤それぞれの
含水状態を変化させた遠心場の振動台実験を行っている。この実験では，盛土への降雨散
水の影響を，一端盛土を水浸させ，その後水位を低下させることで模擬している。これま
での研究事例と同様に，盛土が乾燥状態の場合と比べて，不飽和状態の盛土には大きな変
形が生じている。また，盛土内の加速度応答についても着目しており，盛土体が不飽和状
態である場合に，あるいは支持地盤が飽和している場合において加速度応答が低下するこ
とが確認されている。
2.3.3 降雨散水を与えて盛土の加振を行った研究
実際に降雨散水を与えて盛土の振動台実験を実施した事例はかなり少ない。これは，降
雨散水を行って加振を行う実験が実験装置の制約上，容易に実施できないことに起因して
いるものと考えれられる。一井（2005）は，盛土に降雨散水を与えた後に加振を行う 1G場
での実験を実施し，降雨を与えない盛土の加振実験と比較を行うことで，降雨散水の影響
を受けた盛土の耐震性について検討を行っている。実験で構築した模型盛土と降雨散水に
用いた装置を図–2.6に示す。降雨散水は (b)に示す簡易的な散水装置を用いており，装置の
制約上から時間雨量 95mm=hの降雨を断続的に与えることとしている。加振には 1999年台
湾集集地震での観測波形と，5Hz20波の正弦波を用いている。一例として，盛土天端の鉛
直変位の時刻歴の比較を図–2.7に示す。これらの図から，降雨散水を与えた盛土は降雨の
影響がない盛土と比べて大きく変形しており，降雨によって盛土の耐震性が低下すること
がわかる。
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(a)模型盛土全景　 　 (b)散水装置
図–2.6 模型盛土の全景と散水装置（一井，2005）
図–2.7 盛土天端の鉛直変位の時刻歴（一井，2005）
2.3.4 本研究の位置づけ
模型実験は実際の盛土の条件を単純化したものであるが，盛土が地震時においてどのよ
うに挙動するのかをリアルタイムに記録できる利点がある。また，模型盛土については，そ
の形状や材料特性が明確であることから，数値解析手法を検証する上で，被災事例と同様
に貴重なデータとなる。
本研究では，上記の分類 2と 3に相当する実験として，降雨散水や浸透水を与えた盛土
の模型振動台実験を行っている。特に古い鉄道や道路の盛土での使用材料の実態を考慮し
て，盛土材料には細粒分を含む砂（ここでは稲城砂）を用いた。また，2004年新潟県中越
地震では，山岳部の傾斜地盤上の盛土に被害が多く生じたことを考慮して，水平地盤上の
盛土だでけなく傾斜地盤上の盛土を模擬した実験も行った。実験には，鉄道総合技術研究
所で所有する振動台を使用したが，本装置の上空には散水装置が設けられており，降雨散
水を行った後に模型盛土を加振することができる。実験では，間隙水圧計や土壌水分計な
どによって飽和土の領域だけでなく不飽和土の領域においても盛土の挙動の計測を精緻に
行った。また，加振は加速度振幅を段階的に大きくし，盛土の変形の有無による加速度や
間隙水圧等の挙動の違いを把握するように努めた。
これらの実験に対して，第 3章で提案する構成式と，これを組み込んだ三相系多孔質体
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理論に基づく動的解析手法の妥当性の検証を第 5章および第 6章で行っている。
2.4 要素試験により不飽和土の動力学特性を扱っている研究
不飽和土の繰返しせん断および液状化特性に関する既往の研究については，着眼点の異
なる 2つのアプローチがある。
1. 　飽和度の低下に伴う液状化抵抗の増大に着目したアプローチ
2. 　繰返し載荷を受ける不飽和土の液状化発生に着目したアプローチ
以下では，それぞれについて主だった研究事例を示した後に，本研究の位置づけについて
述べる。
2.4.1 不飽和土の液状化抵抗の増大に着目した研究
この研究アプローチは，土の飽和度が低下することで液状化が生じにくくなることから，
飽和度をどの程度下げることで液状化強度比が上昇するかという液状化抵抗に主眼を置いた
ものである。Rocker（1968）やSherifら（1977）による研究にはじまり，Yoshimiら（1989）
や Tokimatuら（1990），Tsukamotoら（2002）など多くの研究がある。
例えば，Tsukamotoら（2002）は，豊浦砂を用いて相対密度 Dr = 30～70%の範囲で供
試体を作成し，B値を変えて P波速度 Vpおよび S波速度 Vsの測定を行うとともに，繰返
し非排水三軸試験によって液状化強度を求めている。一例として，相対密度 Dr = 40%の
B値と Vpおよび Vsの関係，ならびに繰返し非排水三軸試験から得られた両振幅軸ひずみ
が 5%に到達するときの繰返し回数と応力比の関係を図–2.8に示す。B値が 0～1の範囲で
は Vsは変わらないものの Vpは大きく変化しており，供試体の含水状態で P波の伝播速度
が大きく変わること，また，B値が低下することで，液状化強度が大きく増加することが
示されている。
また，Okamuraら（2005；2006；2009）は，SCP改良地盤において施工時の圧縮空気が
30年経過した後も残留していること，残留空気の圧縮性が改良地盤の液状化抵抗の増加に
寄与することに着眼し，不飽和砂や不飽和シルトに対してサクションや体積変化が把握可
能な繰返し三軸試験装置を用いて液状化試験を実施している。一例として，飽和度が 90%
以上のサクションが作用しない「飽和供試体」と，サクションが作用する「不飽和供試体」
について，両振幅軸ひずみが 5%に到達するときの繰返し回数と応力比の関係を図–2.9に
示す。飽和度 100%の供試体と比べて飽和度が小さな供試体では液状化強度が増加するが，
液状化強度の増加はサクションがゼロである飽和供試体と比べて，サクションが作用する
不飽和供試体の方が著しい。その要因は，サクションの効果が液状化強度の増加に寄与す
るためとしている。
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(a) B値と Vpおよび Vsの関係　 　 (b)液状化強度曲線
図–2.8 B値に対する Vpおよび Vsの関係と液状化強度（Tsukamotoら，2002）
(a)液状強度曲線（サクションなし）　 　 (b)液状化強度曲線（サクションあり）
図–2.9 繰返し回数と応力比の関係（Okamura and Noguchi，2009）
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2.4.2 不飽和土の液状化発生に着目した研究
一方の後者は，載荷条件によっては，不飽和土であっても有効応力がゼロに至り液状化
が生じることから，不飽和土が液状化に至る機構に着目したものである。
風間ら（2006） は，2003年三陸南地震の際に崩壊した造成盛土斜面の流動性崩壊を解
明することを目的として，不飽和状態の火山灰質土に対し間隙空気の挙動を考慮した繰返
し三軸試験を実施している。この研究では，繰返し載荷前の水分状態（飽和度，初期サク
ション）を変えて系統的に試験を実施している。繰返し載荷は，ひずみ制御で載荷ととも
に軸ひずみ振幅を増加させる正弦波を用いて行っている。試験結果の一例として，初期飽
和度が 75:2%および 54:4%の供試体の応力～ひずみ関係と応力経路（平均有効応力と軸差
応力の関係）を図–2.10に示す。初期飽和度が 54:4%の供試体では，繰返し載荷の進行と
ともに軸差応力は増加し，平均有効応力の減少も少なく，繰返しせん断の途中で減少が停
止している。一方，初期飽和度が 75:2%の供試体では，繰返し載荷の進行とともに軸差応
力が低下し，応力経路が原点に到達しており液状化に至っている。系統的な試験を行うこ
とによって，繰返し載荷前のサクションが空気侵入値以上である場合には，不飽和状態で
あっても繰返し載荷によって有効応力が失われ，飽和土の液状化現象と同様の挙動を示す
としている。
図–2.10 不飽和繰返し三軸試験の結果（風間ら，2006）
また，Unnoら（2006）は，風間らと同じ方法でより保水性の低い土（豊浦砂）を対象と
した系統的な繰返し三軸試験を実施している。風間らの火山灰質土を用いた試験と比べる
と，繰返し載荷前の飽和度が低い場合には液状化に至りにくいが，高い飽和度であれば液
状化に至ることが確認できる。
Toyota and Takada（2009）は，2004年新潟県中越地震の際に崩壊した斜面から採取した
試料を用いて不飽和状態で繰返しせん断試験を実施し，飽和供試体と不飽和供試体の繰返
しせん断変形挙動の差について検討し，液状化強度に対する地盤の水分状態の影響につい
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て検討している。
Nishimura（2012）は非塑性のシルトを対象に不飽和状態での繰返し三軸試験を実施して
いる。この試験では，微細多孔質膜を使った加圧膜法（Nishimuraら，2012）により行っ
ている特徴がある。試験は 3ケース行っており，各ケースでの手順を示したフロー図を，
図–2.11に示す。供試体を作成して試験機に設置した後，CASE1では供試体を見かけ飽和
化，CASE2ではその後サクションを載荷，CASE3では更にその後見かけ飽和化（サクショ
ンはゼロではあるが，飽和度は 100%に到達していない）を行って，それぞれ非排気・非排
水条件で繰返し三軸試験を行っている。一例として，同じ見かけ飽和状態ではあるが，サク
ションの載荷履歴の有無に違いがあるCASE1とCASE3について，間隙水圧と平均有効応
力の時刻歴を図–2.12に示す。繰返し載荷前のサクションが 20kPaあったCASE2では，繰
返し載荷によってサクションが完全には低下せず，間隙水圧の上昇も小さく載荷途中で頭
打ちとなったが，CASE1・CASE3の両ケースでは過剰間隙水圧が大きく上昇し，平均有効
応力がゼロになっている。ただし，サクションの載荷履歴があるCASE3では，載荷履歴の
ない CASE1 と比べると間隙水圧が上昇し，平均有効応力が低下するのに必要な繰返し回
数が多くなっている特徴がある。
図–2.11 不飽和繰返し三軸試験の手順（Nishimura，2012）
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(a) CASE1　 　 (b) CASE3
図–2.12 過剰間隙水圧と平均有効応力の時刻歴（Nishimura，2012）
2.4.3 本研究の位置づけ
本研究では，降雨や浸透水の影響を受けた盛土の地震時挙動を解析的に表現することを
目的としており，飽和度やサクションの大きさに応じた土の動力学特性を解明するととも
に，その挙動を記述できることのできる構成モデルを構築する。前述の 1・2に分類された
既往の研究からは，飽和土に比べると不飽和土では繰返し載荷に対する抵抗は上昇するが，
飽和度が高い（サクションの大きさが小さい）場合には不飽和土であっても繰返し載荷で
液状化に至ることが示唆される。
本研究では，第 3章で不飽和土の繰返し載荷時の挙動を表現できる比較的簡便な弾塑性
構成式の提案を行うが，提案した構成式の挙動を詳細検討するため，検証対象として，稲
城砂と 2004年新潟県中越地震での被災盛土材料を使った不飽和状態での繰返し三軸試験を
実施している。その方法は，Nishimura（2012）の実験手順にならい，所定の密度で作成し
た供試体を一度飽和化し，その後脱水，吸水の過程を経て繰返し三軸試験を実施している。
これは，降雨によって盛土の初期状態が湿潤化することを要素試験でも再現することに主
眼を置いたためである。また，繰返し載荷は多くの初期状態に対して実施し，モデルが複
数の初期状態においても実験挙動を記述できることを確認することとする。
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2.5 不飽和土の有効応力と繰返し載荷に対する構成式を扱って
いる研究
飽和土の力学挙動を記述するために，Terzaghi（1943）は次式に示す有効応力を定義し
ている。
0 =    pwI (2.3)
ここに，0は有効応力テンソル，は全応力テンソル，pwは間隙水圧である。この有効応
力を用いることで，飽和土の圧縮およびせん断変形挙動を統一的に説明することができる。
Biot（1962）は，多孔質体理論に基づいて土骨格と間隙水から水から成る二相混合体と
して定式化しており，この中で Terzaghiの有効応力が用いられている。この有効応力と土
の変形に関わるひずみを結びつけた弾塑性構成式などでモデル化し，有限要素法などを用
いた境界値問題として，多次元応力状態での軟弱地盤の圧密・せん断変形や，動的問題へ
拡張した際には地盤の液状化に伴う地盤や構造物の変形問題など，土中の間隙水に起因す
る地盤の変形問題を解析することができる。
一方，不飽和土においては近年までこのような発展から取り残されている感がある。こ
れは，不飽和土では基底応力（  paI，paは間隙空気圧）とサクション（pc = pa   pw）の
2つの応力変数を用いており，不飽和土の有効応力の定義が定められていないことに起因
すると考えられる。しかしながら，不飽和土の有効応力を定義し，また不飽和土の応力と
変形の関係を記述できる構成式を構築し，多次元の境界値問題への適用も見られるように
なってきている。
以下では，飽和度の有効応力に対応した不飽和土の有効応力に関する研究について示すと
ともに，不飽和土の繰返し載荷に対する変形挙動を記述する構成式を扱った研究例を示す。
2.5.1 不飽和土の有効応力に関する研究
式 (2.3)との同一の役割を果たすことを期待して，Bishop（1960）は，不飽和土の有効応
力として以下の式を提案した。
0 =    paI + (pa   pw)I (2.4)
ここに，はBishopの有効応力のパラメータと呼ばれ，サクションあるいは飽和度の関数
である。は 0から 1の値を取り， = 0が完全乾燥， = 1が完全飽和に相当する値であ
る。 = 1を用いると，式 (2.4)は式 (2.3)の飽和土の有効応力の式に帰着する。
しかし，この定義では，不飽和土特有の力学的挙動である浸水時のサクションによる体
積減少，すなわちコラプス現象を表現できないことを Jennings and Burland（1962）は指摘
した。これは，式 (2.4)において，基底応力を一定としたまま，サクションを減少させると，
有効応力は負の値となり，不飽和土は常に膨張を示すこととなり，サクションが減少する
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過程での体積圧縮を表現できないことになる。また，例えば飽和度が小さく間隙水が土粒
子同士の接触点の周りでメニスカスを形成している場合には，サクションは接触点に対し
て垂直な力だけを生むが，基底応力は接触点では垂直とせん断の両方の力を生む。このよ
うな性質の異なる応力を式 (2.4)のように一つの式とするのは正しくないと，Jennings and
Burland（1962）や Burland（1965）は指摘している。
このため，単一の有効応力で不飽和土の挙動を表現することには限界があり，基底応力
とサクションを 2つの独立な応力変数とする考えが，応力のつりあい条件を吟味すること
によって提唱された（例えば，Coleman, 1962；Fredlund and Morgenstern, 1977）。単一の応
力変数よりも，2つの応力変数の方が自由度が高く，浸潤コラプス挙動が表現できた。ま
た,2つの応力変数を採り入れた弾塑性モデルに関する研究事例もある（例えば，Alonsoら，
1990）。
一方で，より飽和度が高い場合には，水は部分的に間隙を満たしており，このような場
合には有効応力を定義することが望ましいともされている。このような背景を踏まえ，例
えばKohgoら（1993）は，サクションの効果が有効拘束圧の増加による効果とみなせると
き，この有効拘束圧が有効応力であると定義している。具体的には，多数の実験結果を参
考にして，不飽和土の有効応力を次式にように領域を分けて定義している。
飽和封入状態
0 =    paI + (pa   pw)I (s  se) (2.5)
懸垂水不飽和，毛管水不飽和
0 =    paI +
 
se   sc   se
s + ae
s
!
I (s  se) (2.6)
ここに，seは空気侵入値であり，sおよび scはそれぞれ有効サクションおよび限界サク
ションと呼ばれる。式 (2.6)の右辺第 2項は，サクションが上昇するとともに，その有効応
力変化に対する寄与が次第に小さくなるという非線形効果を与えている。
また，サクションは粒子間力であるから構成式中で考えるほうが自然であるとし，多相
混合体理論に基づいて有効応力を定義する研究例もある。近年では多相混合体理論の観点
から，応力変数として骨格応力（Skeleton stress）が用いられているものもある（例えば，
Jommi，2000；Gallipoliら，2003；Okaら，2006；加藤ら，2009）。骨格応力は式 (2.4)の
Bishopの有効応力パラメータを飽和度とすることで得られる。
2.5.2 不飽和土の繰返し載荷に対する構成式を扱った研究
不飽和土の降伏応力の増加や塑性変形に対する抵抗を考慮するために，サクションや飽和
度などの変数を構成式に取り込んだ研究例がいくつかある。不飽和土の繰返し載荷に対す
る構成式としては，向後・林田（2007），Khalili（2008）ら，Liu and Muraleetharan（2012），
Okaら (2006）によって示されている。
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向後・林田（2007）は，ジャンプ硬化則下負荷面モデルと呼ばれる不飽和弾塑性モデル
を提案している。このモデルでは，繰返し載荷中の降伏曲面は，載荷方向が反転した時の
み反転が生じた応力点へジャンプするという特徴を有しており，繰返しせん断における応
力経路のヒステリシスを再現できるモデルとなっている。サクションによる降伏応力の増
加と塑性変形への影響は，次式により定量化している（向後ら，2002）。
Ic =  3exp
 
B   pv
A
!
(2.7)
A =
(   )
2:3 (1 + e0) (2.8)
B =
(   )
2:3 (1 + e0) ln
  p00  

 0    

(1 + e0) (2.9)
ここに，Icは降伏応力，および  は不飽和土の載荷時の e－ log ( p0)曲線の傾きと切
片，は除荷時の e－ log ( p0)曲線の傾き，0および  0はそれぞれ および  の初期値
である。
Okaら（2006）は，粘土の繰返し弾粘塑性構成式に，不飽和土のサクションの効果を次
式のように導入している。
0mb = 
0
exp
 
1 + e0
    v
p
! "
S IE + S I exp
(
 sd
 
 P
C
i
PC
!)#
(2.10)
この式は，過圧密境界曲面の大きさを規定する0
mbへのサクションの効果の導入を表して
いる。0
mbiは飽和土に対する0mbの初期値，vpが塑性体積ひずみである。右辺の [ ]で表さ
れた部分がサクションによる過圧密境界曲面の拡大を表しており，S IEは全サクション解放
後の強度低減率， S Iは初期サクション作用時の強度増加率（ S IE + S I = 1:0）， sdは強度変
化速度を調節するパラメータ， PCi は初期サクション，P
Cは現在のサクションである。こ
れ以外に，静的降伏関数についても同様の修正がなされている。また，不飽和土を対象と
した砂の繰返し弾塑性構成式では，0
mb以外に塑性剛性の大きさを表すパラメータ Bに対
しても同様の修正が行われている（例えば，加藤，2011）。
2.5.3 本研究の位置づけ
本研究では降雨や浸透水の影響を受ける盛土の地震時挙動を数値解析により解明するこ
とを目的としている。降雨や浸透水の影響を受ける盛土は，盛土内で飽和度やサクション
が広い範囲にわたり分布し，また飽和土と不飽和土が混在した状態となっている。解析に
より盛土の挙動を適切に評価するためには，飽和土と不飽和土で同一の変数を用い，土の
応力と変形を記述する構成式も飽和土と不飽和土で統一的に取り扱えることが望ましい。
本研究では，土骨格・間隙水・間隙空気の各相での平均化応力（部分応力）を考え，全応
力から平均間隙圧を引いたものを土骨格に作用する有効応力とし，これを骨格応力と呼ぶ
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こととした（例えば，Jommi，2000；Gallipoliら，2003；Okaら，2006；加藤ら，2009）。
この骨格応力に基づき，3.3節では三相系多孔質体の支配方程式の定式化を行っている。
また，繰返し載荷に対する構成式にはサクションや飽和度の変数を導入することし，飽
和土の構成式に基づいて新たに発展則を導入することが考えられるが，解析で必要となる
パラメータは増える傾向にあり，設計実務への適用を考えると望ましくはない。そこで本
研究では，必要となるパラメータ数が著しく増加しないよう，少ないパラメータで不飽和
土の特徴的な挙動を記述できる発展則を導入することとする。また，繰返し載荷時の盛土
の変形を表現できるためには 10 2程度のひずみレベルまでの土の非線形挙動を記述できる
必要があることから本研究では簡易な繰返し弾塑性構成式をベースに，このひずみレベル
までの挙動を記述できるよう構成式の改良を行う。
また，2.5.2で述べた不飽和土の繰返し載荷に対するモデルは，精巧なものが多いが，そ
の妥当性について十分に検証がなされているものは少ない。そこで，複数の種類の土に対
して，また広い飽和度・サクションの領域を対象とした不飽和土の繰返し三軸試験を行い，
この試験結果を用いて構成式の検証を行うこととする。
また，本研究では提案する手法が降雨時の盛土の崩壊挙動をも予測できることを研究目
的の一つとしているが，この場合には動力学挙動ではなく，静的な力学挙動に対する構成
式の妥当性を検証しておく必要がある。このため，提案する構成式が不飽和状態での単調
載荷試験の挙動も表現できることを確認することとする。
2.6 数値解析に基づく研究
近年まで，盛土は高さに応じたのり面勾配，使用材料，施工管理基準値等を定められた
仕様に基づいて構築されており，盛土に対して設計を行うような場面はなかった。ところ
が，より合理的な盛土の構築や，RC構造物など他の構造物と等価な指標での設計が求めら
れるようになり，盛土においても設計計算を行う機会が増加し，各企業体の技術基準にも
盛土の設計が盛り込まれるようになってきた（例えば，鉄道総合技術研究所，2007）。ま
た，既設盛土に対しても診断や必要に応じた補強が求められる場面が増えてきている（例
えば，日本道路協会，2006）。このような背景を受け，地震時における盛土の変形量予測が
必要とされようになってきている。
地盤工学会（2007c）では，地震時の盛土の変形量の予測手法として，以下の 2種類の手
法について盛土の変形量の一斉解析を行っており，手法の違いについて検討を行っている。
1. 　円弧すべり法による極限つり合い法に基づく方法（Newmark法）
2. 　有限要素法による方法
本研究で研究の対象とする降雨や浸透水を受けた場合においても，上述の手法を用いた盛
土の変形量の評価やその適用例がいくつか示されている。以下では，それぞれの手法に分
類し，降雨や浸透水の影響を受けた場合の研究事例を整理する。
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2.6.1 Newmark法を用いた研究
Newmark法（Newmark，1965）とは，盛土の地震時の破壊形態がすべり面を伴った剛体
変形であると仮定し，すべり土塊が剛体であり，すべり面における応力～ひずみ関係が剛
塑性であるとして，地震時のすべり土塊の滑動変位量を算定する手法である。
Newmark法の概念図を図–2.13に示す。これらは，すべり面を円弧とした例であり，(a)
に示すようにすべり土塊を多数のスライスに分割し，スライスごとの滑動力と抵抗力を用
いてモーメントのつり合いを考える。
(a)すべり土塊に作用する力　 　 (b)滑動変位算定モデル
図–2.13 Newmark法の概要（舘山ら，1998）
このとき，円弧すべり土塊に対する運動方程式は次式で表される。
 J ¨ + MDW + MDKh   MRW   MRKh   MRC   MRT = 0 (2.11)
ここに，Jは慣性モーメント，はすべり土塊の回転角である。また，MDWは自重による
滑動モーメント，MRWは自重による抵抗モーメント，MRCは粘着力による抵抗モーメント，
MRTは補強工による抵抗モーメント，MDKhは地震慣性力による滑動モーメント，MRKhは
地震慣性力による抵抗モーメントである。
Newmark法ではまず，土塊がすべり始める震度（降伏震度）Kyとその時のすべり面の半
径 Rを求める。降伏震度 Kyは滑動モーメントと抵抗モーメントが等しくなるときの Khで
あり，次式によって算定される。
Ky =
MRW + MRC + MRT   MRW
MDK + MRK
(2.12)
ここに，MDKは地震慣性力の基準滑動モーメント，MRKは地震慣性力の基準抵抗モーメン
トである。また，円弧中心に対する土塊の運動方程式は，角運動量保存則により回転角に
対して次式が得られる。
¨ =
1
J

Kh   Ky

(MDK + MRK) (2.13)
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図–2.13の (b)は，土塊の滑動変位量算定を行うためのモデル図を示している。式 (2.13)に
対して，入力地震動の降伏震度を超過する成分を対象に線形加速度法を用いて角加速度を
2回積分すると，土塊の回転角 が求められる。次に，回転角 にすべり面に対する円弧半
径 Rを乗じることで，滑動変位量を算定することができる。
本手法をベースとして，降雨や浸透水を受ける盛土に対してもいくつか適用がある。大
川ら（2007）は，背面から浸透水を与えた盛土の振動台実験を対象に，Newmark法を用い
た計算を行っている。計算においては飽和土の三軸圧縮試験から得られた内部摩擦角 と
粘着力 cを一律に用いており，初期サクションや飽和度の影響等は考慮していない。盛土
の密度が大きい場合や，水位が低い場合は，実験での盛土の変位量をNewmark法によって
再現できるが，盛土の密度が小さい場合や水位が高い場合には適用が難しいとしている。
松丸ら（2014）は盛土の飽和度分布に応じて粘着力を低減する手法をNewmark法に組み
込み，浸透水の影響を受けた盛土の模型振動台実験のシミュレーション計算を通じて手法
の妥当性を検証している。図–2.14には計算で想定した飽和度区分と内部摩擦角 と粘着力
cの値，および加振ケース・加速度ごとの算定された変位量を示す。水位線と飽和度に応じ
た粘着力を設定することで，盛土の滑動変位量を適切に評価できている。一方，浸透水を
与える前の状態に対応した飽和度分布では降伏震度が実験よりも大きく算定され，実験の
盛土の変形量を再現できないとしている。また，計算では水位線形成の影響と飽和度上昇
の影響の 2つの要因が考えられたが，飽和度の上昇に伴う粘着力の変化が変形量算定に対
しては支配的であるとしている。
(a)飽和度ごとの c・の設定　 　 (b)算定された滑動変位量
図–2.14 飽和度による粘着力の低減を考慮したNewmark法（松丸ら，2014）
また，松丸ら（2006），石塚ら（2006），堀井ら（2006）は 2004新潟県中越地震での鉄
道盛土の被災シミュレーションを行っている。この計算では，地震による盛土の被災要因
を，地震直前の先行降雨の影響と山岳地形による地震動の増大の 2つに区分し，前者の影
響は飽和・不飽和浸透流解析により，後者の影響は盛土材料の非線形性を考慮した地震応
答解析によって評価し，それぞれの影響を Newmark法に取り込むことで地震に伴う盛土
の変形量を算定している。図–2.15には飽和・不飽和浸透流解析によって得られた飽和度
分布，地震応答解析による加速度応答の分布およびNewmark法でのすべり面位置を示す。
Newmark法によって得られた滑動変位量は 1.69mと大きな変位量であり，地震により盛土
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が崩壊に至ったことを表現できているとしている。また，比較として水位線を考慮しない
計算も行っており，この場合の変位量は 0.61mとかなり小さなものとなっている。
(a)浸透流解析での飽和度分布　 　 (b)加速度応答
(c)すべり面位置
図–2.15 降雨と加速度応答を加味したNewmark法（松丸ら，2006；石塚ら，2006；堀井
ら，2006）
上記の計算では，地震前の水位や飽和度分布を考慮しているが，一方で加振中に生じる
過剰間隙水圧上昇を考慮した計算も提案されている。鳥居（2008）は，加振中に生じる過
剰間隙水圧比を地震動のスペクトル強度 S I値を用いて算定し，これをNewmark法に取り
込むことで降伏震度を低下させる手法を提案している。この手法を 1995年兵庫県南部地震
での被災盛土のシミュレーションに適用した際の，降伏震度の経時変化と算定された滑動
変位量を図–2.16に示す。過剰間隙水圧の発生によって降伏震度は 0.21から 0.03へと大き
く低下している。また提案法（修正ニューマーク法）により算定された変位量は 37cmであ
るが，過剰間隙水圧の上昇を考慮しない計算（修正 Fellenius法（FN法），Bishop法（BN
法））や，初期から降伏震度が低下した状態（BN’法）と比べて実態に近い変位量（21cm）
が算定されており，妥当な手法であることが検証されている。
Duttineら（2013），矢崎ら（2013）は，Newmark法において地震中に生じる間隙水圧の
上昇量を累積損傷度理論によって求め，間隙水圧上昇後の強度特性を用いて盛土の変形量
を算定する手法を提案しており，通常のNewmark法では表現できないような大変形を再現
できるとしている。
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(a)降伏震度
(b)変位（過剰間隙水圧なし）　 　 (c)変位（過剰間隙水圧あり）
図–2.16 過剰間隙水圧比を考慮したNewmark法での降伏震度と滑動変位量（鳥居，2008）
2.6.2 有限要素法を用いた研究
有限要素法よる方法では，非線形時刻歴地震応答解析により地震に伴う盛土の変形量を
算定する。ただし，その計算の種類は多岐に渡っており，ここでは以下の 3つに区分して
整理を行う。
1. 　全応力解析手法に基づく方法
2. 　液状化解析等で用いられる二相系多孔質体理論に基づく解析手法による方法
3. 　三相系多孔質体理論に基づく解析手法による方法
1について，例えば秦ら（2010）は，一井（2005）の降雨散水を与えた盛土の振動台実
験を対象として，全応力解析によって加振前の降雨履歴の有無による盛土の変形量の違い
を評価している。この解析では，盛土材料の粘着力 cを盛土の含水比の大きさに応じて低
減した値を用いている。図–2.17には解析で設定する含水比分布と飽和度と粘着力の関係を
示す。図–2.18に解析により得られた降雨の有無による変位の違いを示す。この結果から，
含水比に応じた粘着力を設定することで，降雨履歴の有無による盛土の変位量の違いを適
切に評価できている。また，降雨の影響により，サクションの低下等に起因する粘着量の
低下と，重量増加に伴う慣性力の増加のうち，どちらが盛土の変形量増加に主体的な影響
を及ぼしているかを分析するためのパラメトリックスタディーを実施している。その結果
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によれば，サクションの低下に起因した粘着力の減少によって盛土の変形量が増加すると
しており，松丸ら（2014）のNewmark法による計算と同様の傾向を示している。
(a)含水比分布（降雨あり）　 　 (b)設定した飽和度と粘着力の関係
図–2.17 設定した含水比分布と飽和度と粘着力の関係（秦ら，2007a）
(a)降雨なし　 　 (b)降雨あり
図–2.18 実験と解析の変位時刻歴の比較（秦ら，2010）
また，秦ら（2009）は 2.2.1で述べた 1968年十勝沖地震で被災した鉄道盛土（東北線
648k300m）を対象に，同様の手法を用いて被災シミュレーションを行っている。このシ
ミュレーションでは，地震直前の降雨履歴を与えた飽和・不飽和浸透流解析を行った後に，
飽和度に応じた粘着力の設定を行った状態で地震応答解析を実施している。計算では比較
のために，ほぼ無被害であった 1994年三陸はるか沖地震の際の飽和・不飽和浸透流解析
と地震応答解析を合わせて行っている。浸透流解析によって三陸はるか沖地震の直前と比
べて十勝沖地震の直前の飽和度の上昇が大きいことが示されており，また地震応答解析を
行った後の盛土の変形状況が，三陸はるか沖地震ではほぼ無被害であったのに対して，十
勝沖地震では盛土に大きな変形が生じており，実態に即しているとしている。
2は，これまで液状化解析等で用いられてきた解析手法を盛土の変形量算定に活用した
事例である。例えば，松丸ら（2007）は，2次元の動的有効応力解析によって，浸透水を
与えた盛土の振動台実験のシミュレーションを行っており，実験で見られた間隙水圧の上
昇や加速度応答の減少，盛土の変形量をある程度再現できるとしている。
Uzuokaら（2005）は，2003年宮城県北部地震で発生した盛土崩壊における前震・本震
の影響を，2次元動的有効応力解析により評価している。この地震では前震があった 7時
間後に本震があり，その震動終了後数分してから盛土が崩壊したという証言がある。また，
崩壊土砂が多量の水分を含んでいた。解析ではこれらの前震・本震の両者を考慮して実施
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している。図–2.19に，本震の直前と本震後 15分後の過剰間隙水圧比（Epwpr）の分布を
示す。前震によって盛土の飽和層上部において比較的高い過剰間隙水圧比となっているが，
その後の本震により盛土飽和層の全域で高い過剰間隙水圧比となっており，飽和層で液状
化が発生した可能性が高いとしている。また，崩壊面のすべり安全率の時刻歴を図–2.20に
示す。前震によって安全率は低下するが，その後間隙水圧が低下することによって安全率
は幾分か回復傾向を示している。本震によりさらにすべり安全率が低下し，地震後に安全
率は最少となっており，実際の崩壊が地震後に発生したことを裏付けるとしている。また，
前震を考慮することで，本震時の安全率の低下量が若干大きくなるとしている。
(a)本震直前　 　 (b)本震後 15分経過時
図–2.19 過剰間隙水圧比の分布（Uzuokaら，2005）
(a)前震時　 　 (b)本震時
図–2.20 崩壊面に沿った安全率の時刻歴（Uzuokaら，2005）
また，対象は自然斜面の地すべりであるが，秦ら（2007）は 2次元の動的有効応力解析
により 2004年新潟県中越地震での地すべりの被災シミュレーションを行っている。解析の
結果，地震動の影響により斜面の安定が低下し，さらに間隙水圧の上昇に起因してすべり
面付近の剛性が著しく低下したことにより大規模な崩壊を伴う地すべりが発生したとして
いる。
これら 2の手法では水位線以下に位置する飽和した部分の間隙水圧上昇に伴う有効応力
の減少を考慮した解析を行うことができるが，水位線より上方の不飽和土の挙動までは考
慮することができない。そこで近年，3として不飽和土の間隙空気の自由度も考慮した解
析手法が提案されており，適用される場面もいくつかある。
土井ら（2012），肥後ら（2012）は背面から浸透水を与えた盛土に加振を行う遠心模型振
動台実験を対象としたシミュレーションを行っている。この解析では，空気圧を常に大気
圧と仮定し非常に大きな空気の圧縮性を仮定した簡易的三相解析手法に基づいており，構
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成式には飽和土と同一の砂の繰返し弾塑性モデルを用いている。解析は無対策ケースと盛
土のり尻に排水工を施したケースを対象に行われている。解析により得られた変位の比較
を表–2.3に，盛土のり尻での塑性せん断ひずみの分布を図–2.21に示す。実験と解析の変位
の比較に着目すると，排水工の有無に関わらず解析では実験の盛土の各部位の変形量を再
現できている。また，排水工有りのケースでは，排水工無しのケースと異なり，盛土のり
尻下部での蓄積塑性偏差ひずみ pが増加しておらず，このことにより盛土の変形量の増加
が抑制されているとしている。
表–2.3 実験と解析の変位比較（肥後ら，2012）
実験結果 解析結果
排水工 無し 有り 無し 有り
法尻水平 -0.213 -0.131 -0.151 -0.098
法尻鉛直 0.024 0.004 0.025 -0.002
天端鉛直 -0.380 -0.184 -0.288 -0.192
図–2.21 加振後の蓄積塑性偏差ひずみ pの分布（肥後ら，2012）
加藤ら（2011）は，上述の同一手法により，2007年能登半島地震で被災した道路盛土を
対象とした被災シミュレーションを行っている。この解析では，初期水位を複数変えた設
定を行って浸透流解析を行い，それぞれに対して地震応答解析を行っている。解析により，
実際の調査結果に近い最も高い水位の場合に盛土が円弧すべり状の破壊に至ることが示さ
れ，実態の即した被災形態となるとしている。
対象は降雨や浸透水の影響を受ける盛土ではないが，簡易な三相解析ではなく，完全な
三相状態を考慮して定式化を行い，解析を行っている事例もある。Ravichandran（2009）は
土骨格（s）・間隙水（l）・間隙空気（g）の変位を未知数とする us－ ul－ ug formulationによ
る定式化を行い，遠心場での不飽和状態の盛土の振動台実験の解析を行っている。この解
析では，不飽和土の構成モデルを用いている。提案する解析手法によって，実験により得
られた盛土の変形挙動を再現できるとしている。さらに，完全三相系と，間隙水と間隙空
気の相対加速度を無視した定式化（us－ pl－ pg formulation）や，間隙水と間隙空気の相対
加速度・速度を無視した定式化（u formulation）との比較検討を行っている（Ravichandran
and Muraleetharan, 2009）。定式化の違いによる加振終了時の盛土の変形図の比較を図–2.22
に示す。定式化の違いによって，盛土の変形は大きく異なるとしている。
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図–2.22 盛土の変形図（(a)初期状態，(b) us－ ul－ ug formulation，(c) u formulation，(d)
us－ pl－ pg formulation）（Ravichandran and Muraleetharan, 2009）
同様に，Khoei and Mohammadnejad（2011）は地震で被災したアースダムとロックフィ
ルダムを対象として，三相系定式化と間隙空気の流れを無視した二相系定式化の違いを議
論している。いずれの例題に対しても，間隙空気を考慮しない二相解析ではダムの変形量
が小さく評価され，予測精度は十分でないとしている。
2.6.3 本研究の位置づけ
降雨や浸透水を受ける盛土は，1.2節に示したように，地震発生前の強度低下，地震中の
有効応力の減少が要因となって被害が生じていることが考えられる。上記で整理した各研
究手法では，これらの影響を考慮した盛土の変形量を評価する手法が提案されている。し
かしながら，三相系多孔質体理論に基づく解析手法を除くと，いずれかのみの影響しか考
慮できないものや，複数の解析手法を組み合わせる必要があるものもある。
一方，三相系多孔質体理論に基づく解析手法では，地震前の強度低下，ならびに地震中の
有効応力の減少の両者を一貫した解析手法で考慮することができる。そこで，本研究では
その一貫性に着目し，上記の解析手法の分類のうち，有限要素法に基づく解析手法で，不
飽和土の間隙水・間隙空気の自由度も考慮した土骨格・間隙水・間隙空気からなる三相系
多孔質体理論に基づく解析手法により，降雨散水や浸透水の影響を受ける盛土の地震時挙
動の解明を行う。
三相状態を考慮した解析手法を使った既往の研究事例はいくつか見られたが，現状では
簡易な三相解析手法を用いているものがあることや，構成式に不飽和土の変数を含まない
モデルを用いているものが多い。また，盛土の変形量照査への適用を考えた場合には，手
法が盛土の崩壊を再現できることはもとより，ある条件下ではほとんど被害が生じないこ
とを表現できることが，手法の妥当性検証においては重要になる。現状の解析では，検証
対象となる実験や実被害事例との比較が十分ではないこと，地震被害のない盛土への適用
がないなどの課題も見られる。
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これらを踏まえ，実験や被災事例を対象として，三相系多孔質体理論に基づく詳細な解
析手法において構成式での不飽和土の変数を含むモデルを用い，降雨や浸透水の影響を受
けた盛土の地震時挙動の解析を行う。5.2節～5.4節ならびに 6.2節の模型振動台実験を対
象とした解析では，複数の加振ケースに対しての盛土の変形の有無の評価，変形量の比較
以外にも加速度応答や間隙水圧の比較を行い，手法の幅広い適用性を検証する。また，従
来からの二相解析などの簡易な多相解析との比較検討を行うことで，用いる手法の優位性
を検証する。さらに，降雨散水を受けることで崩壊に至る盛土の解析も試みることで，地
震時以外への手法の適用性も検討する。
Newmark法のような簡易な計算手法では，アウトプットは盛土の滑動変位量だけである
が，有限要素法による時刻歴応答解析では，各節点で変位以外にも加速度応答や間隙水圧・
間隙空気圧などの諸量が算定される。また，要素で応力やひずみといった諸量の算定され，
これらを相互に比較することで盛土が崩壊に至るメカニズムを考察することが重要となる。
しかしながら，既往の研究では，これらのメカニズムの解明が十分に行われているものは
少ない。そこで，上述の様々な解析の中では，手法の妥当性の検証だけではなく，要素の
応力経路や応力～ひずみ関係の挙動から，盛土が降雨浸透や降雨後の地震で崩壊に至るメ
カニズムについて考察を行う。
これらの十分な確認を行ったうえで，6.3節で実際の被害シミュレーションへの手法の適
用を行い，解析手法の妥当性の検証を行うとともに，盛土に被害が生じたメカニズムにつ
いて考察を行う。
2.7 まとめ
本章では，本研究が対象としている降雨や浸透水の影響を受ける盛土の地震時挙動に関
する既往の研究を整理し，これらの研究と本研究の関係を述べた。
2.2節では，実際の地震による被災事例を扱っている既往の研究を整理した。作用となる
地震直前の降雨状況，盛土内の地下水位の測定などを手掛かりに，地震被害に対する降雨
や浸透水の影響が考えられることが示唆された。しかしながら，被災事例を対象とした場
合には，地震後の状況のみが情報として得られる。盛土が地震発生からどのタイミングで，
どのように変形したのかなど被災のメカニズムを明らかにするには，地盤調査や解析的な
検討が必要になる。本研究では，第 6章において，解析条件が比較的整っている被災事例
を対象として，提案する数値解析手法を適用し，被災のメカニズムについて考察する。
2.3節では，降雨や浸透水の影響を与えた模型盛土の加振実験を扱っている既往の研究を
整理した。1G場，遠心場での模型振動台実験により，盛土の地震時の変形挙動を忠実に再
現できるようになってきている。この中で，降雨や浸透水の影響について着目した研究事
例は，主に 3つの方法があることを示した。いずれの方法においても，降雨や浸透水の影
響を受ける盛土はその耐震性が低下することが示されている。
模型実験では，盛土の形状や材料特性が明確であることから，数値解析手法を検証する
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上で，被災事例と同様に貴重なデータとなる。本研究では，第 5章および第 6章において，
条件が比較的単純な盛土の模型実験を対象として，提案する数値解析手法を適用する。そ
こで，背面から浸透水を与える方法と，実際の降雨を模擬した散水を与える方法を使った
振動台実験を行い，検証に資することとした。特に，既往の実験と比べると変位・加速度・
間隙水圧などの精緻な計測を行い，また加速度振幅を増加させる段階的な加振を行ってい
る。模型実験のシミュレーションを通じて，提案する数値解析手法が盛土の変形の有無と定
量的な変形評価が可能であることを検証するとともに，盛土の破壊メカニズムを考察する。
2.4節では，要素試験により不飽和土の力学特性を扱っている既往の研究を整理した。飽
和土と比べて不飽和土では液状化に対する抵抗が上昇するという観点からの研究アプロー
チと，不飽和土であっても繰返し載荷により液状化に至る機構に着目した研究アプローチ
があった。本研究では，数値解析手法の精度向上を目的として，不飽和土の繰返し載荷に
対する構成式を構築するが，モデルはこの両者の特徴を記述できる必要がある。そこで，
構成式の妥当性の検証に資することができるよう，不飽和状態での繰返し三軸試験を系統
的に実施した。降雨や浸透水の影響を受けた後に盛土に地震被害が生じる場面を考えると，
この挙動は不飽和土の水分特性曲線上では吸水過程を辿ると考えられる。そこで，三軸試
験の実施に際しては，飽和化した供試体を，その後脱水し，更に吸水を経て繰返し三軸試
験を実施している。
2.5節では，不飽和土の有効応力の定義と，不飽和土の動力学特性を記述する構成式を
扱っている既往の研究を整理した。不飽和土では基底応力とサクションの 2つの応力変数
を扱っているため，飽和土の有効応力の考え方をそのまま適用することは難しい状況にあ
る。その中で，Bishopの有効応力の定義を端に発し，湿潤時のコラプスを記述できない問
題点を踏まえた新たな定義に関する研究例を示した。本研究では，多相混合体理論に基づ
いて各相の分応力を定義し，応力変数として骨格応力を用いることとする。
また，降伏応力の増加ならびに塑性変形に対する不飽和土の抵抗の増加を考慮した不飽
和土の繰返し載荷を記述できる構成式に関する研究例を示した。既往の研究ではモデルパ
ラメータが増加する傾向にあり構成式が煩雑化していることを踏まえ，本研究では最低限
のパラメータで不飽和土の特徴的な挙動を記述できるようなモデル化を行う。そして，要
素試験のシミュレーションによって，異なる材料，サクションの大きさが異なる領域での
構成式の挙動を十分に検証する。
2.6節では，降雨や浸透水の影響を受ける盛土の地震時挙動について解析的に扱っている
既往の研究を整理した。Newmark法による簡易な変形予測と，有限要素法に基づく時刻歴
非線形動的解析法に基づく手法に区分し，さらに有限要素法に基づく解析手法では，全応
力解析手法に基づく方法，有効応力解析法による方法，三相系多孔質体理論に基づく解析
手法による方法に区分して整理した。いずれの手法においても，地震前の降雨や浸透水の
影響による，(1)地震前の盛土の強度低下，(2)地震中の有効応力の減少，を考慮できる手
法が提案されている。ただし，三相系多孔質体理論に基づく解析手法を除くと，いずれの
手法においても (1)・(2)のいずれかのみの考慮しかできないものや，複数の解析手法を組
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み合わせる必要がある。
一方，三相系多孔質体理論に基づく解析手法は，これら両者の影響を同一の解析手法で
考慮することができる。このため，本研究ではこの手法を用いて降雨や浸透水の影響を受
ける盛土の地震時挙動の解析を行う。この解析手法を使った既往の研究事例はいくつかあ
るものの，現状では簡易な三相解析手法を用いているものがあることや，構成式に不飽和
土の変数を含まないモデルを用いてものが多いこと，検証対象となる実験や実被害事例と
の比較が十分ではないこと，地震被害のない盛土への適用がないなどの課題も見られる。
そこで，本研究ではこれらの課題の解決に資することができるよう，簡易な不飽和土の
構成式を構築し，これを間隙水・間隙空気の両者を考慮した三相解析手法に導入する。そ
して，様々な実験や被害事例を対象とした解析を行うことで，手法の幅広い適用性の検討
と，盛土の破壊メカニズムの考察を行う。
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3.1 概要
本章では，不飽和土の動力学特性を記述できる比較的関便な繰返し弾塑性構成式を提案
するとともに，この構成式を組み込んだ三相系の不飽和多孔質体を対象とした動的解析手
法を示す。
3.2節では，繰返し載荷に対する不飽和土の構成式を提案する。構成式は，モデルパラ
メータが少ない簡易な弾塑性構成式に基づき構築を行うが，ベースとする構成式では地震
時の盛土の変形に見られるような 10 2オーダーのひずみ量を表現することができない。そ
こで，繰返し載荷の過程で発生する塑性せん断ひずみ量に応じて，せん断剛性を低減する
手法を示す。また，不飽和土の液状化抵抗の増大を土質に応じて調整できるように，塑性
体積ひずみの増加がサクションの大きさに応じて緩慢化する発展則を導入する。
3.3節では，解析に用いる支配方程式を示す。本研究では，Uzuoka and Borja（2012）に
より誘導された，不飽和土の三相系多孔質体を対象とした混合体のつりあい式と 2つの間
隙流体の質量・運動量保存式を支配方程式とした。これらの式では，土骨格の変位 us，間
隙水圧 pw，間隙空気圧 paを未知数として扱っている。
3.4節では，支配方程式の離散化を示す。空間離散化には混合型の有限要素法を用いた。
また，時間離散化には地震応答解析のような動的問題にはNewmarkの時間積分法を用い，
浸透流計算を行う際には差分法を用いる。また，離散化された弱形式は非線形・連立方程
式となっているため，本研究では線形化を行って，Newton-Rapson法を用いて各ステップ
ごとに繰返し計算を行うこととする。
なお，本研究では全て微小ひずみ理論に基づく解析手法を示す。
3.2 サクションを考慮した土骨格の繰返し弾塑性構成式
本節では，不飽和土の比較的簡便な繰返し弾塑性構成式の提案を行う。土骨格の構成式
には簡易な繰返し弾塑性構成式をベースに，不飽和土の繰返し載荷時に見られるような骨
格応力の低下の緩慢さを記述できるように改良を加えた。また，繰返し載荷に伴って生じ
る 10 2オーダーのひずみの発生を記述できるように，せん断剛性を低減する手法を導入し
た。以下では，その概要を示す。
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なお，応力とひずみの符号は引張を正とする。
3.2.1 基本となる関数
ここでは，弾塑性構成式で基本となる降伏関数，発展則，塑性ポテンシャル関数，流動
則および弾性関係を示す。また，繰返し載荷に伴うひずみの進展を表現するための塑性剛
性の低減と，不飽和土のサクションの大きさに応じた流動則の記述を示す。
■応力とひずみ
応力について次式のような諸量を定義する。
p0 =
1
3
0 : I =
1
3tr
0
q =
r
3
2
ksk s = 0   p0I
 =
s
p0
(3.1)
ここに，p0は平均骨格応力，qは相当応力，sは偏差応力テンソル，は応力比テンソルで
ある。ひずみについては微小変形を仮定して，次式のような速度型の加算分解を用いる。
˙ = ˙e + ˙p (3.2)
ここに，˙はひずみ速度テンソル，˙eは弾性ひずみ速度テンソル，˙pは塑性ひずみ速度テ
ンソルである。また，弾性ひずみについて次式のような諸量を定義する。
˙ev = ˙
e : I
˙ed =
r
2
3ke˙
ek e˙e = ˙e   13 ˙
e
v I (3.3)
ここに，˙evは弾性体積ひずみ速度，˙edは弾性相当ひずみ速度，e˙
eは弾性偏差ひずみテンソ
ルである。また，塑性ひずみについて次式のような諸量を定義する。
˙
p
v = ˙
p : I
˙
p
d =
r
2
3ke˙
pk e˙p = ˙p   13 ˙
p
v I (3.4)
ここに，˙pv は塑性体積ひずみ速度，˙pd は塑性相当ひずみ速度，e˙
pは塑性偏差ひずみテンソ
ルである。
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■降伏関数
移動硬化則のみを考慮して降伏関数 f = 0を次式のように表す。
f =
r
3
2
k   k   k =
r
3
2
kk   k = 0 (3.5)
ここに，は降伏曲面の中心を表す応力比テンソルであり背応力（back stress）テンソルで
ある。kkは弾塑性状態において降伏曲面の中心から現在の応力状態を結ぶ長さを表してお
り，kはその弾性域の大きさを表す定数である。
■非線形移動硬化則
背応力 の発展則には，ここでは次式のように ˙が 自身の関数である非線形移動硬化
則（Armstrong and Frederick, 1966）を用いる。
˙ = a
 
2
3be˙
p   ˙pd
!
(3.6)
ここに，aおよび bは材料定数である。ここで，繰返し載荷に伴ったひずみの増加を表現す
るために，移動硬化パラメータ aを，各繰返し載荷ごとにリセットされる塑性相当ひずみ

p(n)
d に応じて次式のようなロジスティック関数により低減させる（古田，2003）。
a = a0   (a0   a1)
1 + (a0   a1)exp

 C f p(n)d
 (3.7)
ここに，a1は aの下限値であり，C f は材料パラメータである。
■塑性ポテンシャル関数
塑性ポテンシャル関数として，ダイレイタンシー特性を考慮してCam-Clayモデル（Schofield
and Wroth, 1968）と同様な関数形である次式を用いる。
g =
r
3
2
k   k + M ln  p0=p0a = 0 (3.8)
ここに，Mは限界状態における応力比を表す材料定数である。p0aは k   k = 0となると
きの p0の値である。
■一般化した非関連流動則
降伏関数とは異なる塑性ポテンシャル関数を用いた非関連流動則には，より一般的に塑性
ひずみ速度表現するため，硬化係数に 4階の当方テンソル ˙を用いて，次式のように表す。
˙p = ˙
@g
@
(3.9)
38 第 3章 三相系多孔質体理論に基づく不飽和土の動的解析手法と構成式
ここに， ˙は以下のように表す。
˙ = ˙1i jkl + ˙2(ik jl + il jk) (3.10)
ここに，˙1，˙2は応力やひずみの状態に依存する状態変数であり，ijはクロネッカーのデ
ルタである。式 (3.9)，式 (3.10)から，塑性偏差ひずみ速度テンソル e˙pおよび塑性体積ひず
み速度 ˙pv は次式で得られる。
e˙p = 2˙2
@g
@s
= ˙
@g
@s
(3.11)
˙
p
v =

2˙2 + 3˙1
 @g
@p0
= D˙
@g
@p0
(3.12)
ここに，˙はスカラーの硬化係数，Dはダイレイタンシー係数（例えば，Okaら，1999）で
あり，それぞれ以下のように表される。
˙ = 2˙2 (3.13)
D =
3˙1
2˙2
+ 1 (3.14)
ここで，不飽和土のサクション pcの大きさに応じて塑性体積ひずみ速度の大きさが変化す
るよう，ダイレイタンシー係数 Dを次式のように記述することとする。
D = D1 + (D0   D1) exp

 pc=pc
ref

(pc > 0)
D = D0 (pc  0)
(3.15)
ここに，D0は Dの初期値を表すダイレイタンシー係数，D1は Dの下限値を表すダイレイ
タンシー係数， pc
refは Dの低減量を調整するパラメータである。式 (3.15)は不飽和土にお
いて，サクション pcの大きさが大きいほど塑性体積ひずみが生じにくいことを表す。
さて，塑性ポテンシャル関数の応力テンソルに対する勾配は次式で得られる。
@g
@0
=
@g
@s
:
@s
@0
+ D
@g
@p0
@p0
@0
=
@g
@s
:
 
I   13 I 
 I
!
+ D
@g
@p0
1
3 I
=
@g
@s
+
D
3
@g
@p0
I (3.16)
右辺の各項は式 (3.9)より以下のように得られる。
@g
@s
=
r
3
2
1
p0
   
k   k =
r
3
2
1
p0
 (3.17)
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@g
@p0
=
1
p0
0BBBBB@M  
r
3
2
(   ) : 
k   k
1CCCCCA = 1p0
0BBBBB@M  
r
3
2
 : 
1CCCCCA (3.18)
また，式 (3.4)，式 (3.16)および式 (3.17)より塑性偏差ひずみ速度テンソルは次式で得ら
れる。
e˙p
0
= ˙
@g
@s
= ˙
r
3
2
1
p0
 (3.19)
同様に，式 (3.4)，式 (3.16)および式 (3.18)より塑性体積ひずみ速度は次式で得られる。
˙
p
v = D˙
1
p0
0BBBBB@M  
r
3
2
 : 
1CCCCCA (3.20)
式 (3.4)および式 (3.19)より相当塑性ひずみ速度は次式で得られる。
˙
p
d = ˙
1
kp0k (3.21)
以上，式 (3.6)に式 (3.19)および式 (3.21)を代入すれば次式が得られ，背応力の発展則は塑
性乗数によって表すことができる。
˙ = a˙
0BBBBB@r23b 1p0    k 1p0k
1CCCCCA = a˙p0
0BBBBB@r23b    p0kp0k
1CCCCCA (3.22)
■弾性関係
弾性関係には弾性定数の拘束圧依存性を考慮して，次式のような速度型の亜弾性構成式
を用いる。
˙0 = cˆe p0 : ˙e
=
(
 
 
K   23G

!
(I 
 I)   2G I s
)
p0 : ˙e (3.23)
ここに，Kは無次元化体積弾性係数，Gは無次元化せん断弾性係数である。応力の弾性
ひずみに対する接線係数（弾性係数テンソル）は次式で得られる
ce =
@0
@e
= cˆe p0 + (cˆe : ˙e) 
 @p
0
@e
(3.24)
3.2.2 陰的応力積分と整合接線係数
支配方程式が満足されている一つ前の計算時間ステップでの諸量と現在の計算時間ステッ
プにおける繰返し計算過程のひずみ増分を用いて，離散的かつ陰的に応力積分を行う。降
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伏関数 f が正の値となる場合に，次式で表される 3つの式を満足するように，現在の計算
時間ステップでの応力0，背応力 0および塑性乗数 を決定する。
r1 = 
0   0(tr) +  c¯e @g
@0
= r1(0; ; )
r2 =    n    = r2(0; ; )
r3 = f = r3(0; ) (3.25)
ここに，rは残差ベクトル，0(tr)は試行応力，は塑性乗数，nは一つ前の計算時間ス
テップでの背応力，は の増分である。試行応力は次式により算定する。
0(tr) = 0n + 
0 = 0n + c¯
e : e(tr) (3.26)
ここに，e(tr)は試行ひずみ増分であり，当該繰返し計算ステップにおけるひずみ増分であ
る。この式を次式で示すNewton-Raphson法により解き，現在の計算時間ステップでの応力
0，背応力 および塑性乗数 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[R]fxg =  fr(k)g (3.27)
0 = 0(k) + 0
 = (k) + 
 = (k) + 
fxg = fx(k)g + fxg (3.28)
ここに，は繰返し計算ステップ (k)における増分，[R]は係数マトリックス，fxgは未知数
ベクトルを示している。二次元平面ひずみでは，マトリックス [R]は 9  9の成分を持つ。
マトリックスの各成分については，付録Aに示す。
また，支配方程式を満足する一つ前の計算時間ステップでの応力から，現在の応力に至
る整合接線係数 cepを，陰的応力積分で用いた関係式に基づいて算定する。
cep =
@0
@e(tr)
(3.29)
ここに，e(tr)は試行弾性ひずみである。
また，サクションの変化に対する整合接線係数 cepcを次式により算定する。
cepc =
@0
@pc
(3.30)
これらの整合接線係数の具体形は付録 Bに示す。
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3.3 多孔質体理論に基づく支配方程式
本節では，土骨格と間隙水および間隙空気からなる 3相系の不飽和多孔質体を対象とし
て，多孔質体理論（deBoer, 2000; Schrefler, 2002）に基づき，土骨格の変位 us・間隙水圧
pw・間隙空気圧 paを未知数とした基礎式（混合体のつりあい式と 2つの間隙流体の質量・
運動量保存式，u  pw   pa定式化）を示す（Uzuoka and Borja, 2012）。なお，表記に関して，
相を示す添え字は上付き （s;w; a）とし，sは土骨格，wは間隙水，aは間隙空気を表す。
定式化に際しては，以下について仮定する。
1. 温度変化を無視する。
2. 土粒子自体は非圧縮とする。
3. 固体と流体の間の質量交換はない。
4. 間隙流体の土骨格に対する相対加速度は土骨格の加速度に対して十分小さい。
5. 間隙流体の土骨格に対する移流項は土骨格の加速度に対して十分小さい。
また，以下では全て微小ひずみ理論に基づく解析手法を示す。
3.3.1 体積比と密度
各相の体積比 nを用いて，部分密度 を次式のように表す。部分密度は各相において
コントロールボリューム内で平均化された密度を表す。
s = nssR = (1   n)sR (3.31)
w = nwwR = nswwR (3.32)
a = naaR = nsaaR = n(1   sw)aR (3.33)
ここに，sR，wRおよび aRはそれぞれ土粒子骨格，間隙水および間隙空気の実質密度で
あり，ns，nwおよび naは土粒子骨格，間隙水および間隙空気の体積比である。また，nは
間隙率，swは飽和度，saは間隙に対する空気の体積比である。以上より，多孔質体の密度
は，部分密度の重ね合わせとして次式のように表される。
 = s + w + a = (1   n)sR + n

swwR + saaR

(3.34)
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3.3.2 多孔質体の応力
各層の平均化応力は次式により表される。
s = 0   (1   n)(sw pw + sa pa)I = 0   (1   n)pf I (3.35)
w =  nsw pwI (3.36)
a =  nsa paI (3.37)
ここで，s，wおよびaはそれぞれ土粒子骨格，間隙水および間隙空気の平均化応力テ
ンソルであり，pw，pa，pfはそれぞれ間隙水圧，間隙空気圧，平均間隙圧であり，符号は圧
縮が正とする。また，0は有効応力テンソルであるが，本研究では不飽和土の有効応力を
骨格応力と呼ぶこととし，0は骨格応力テンソルとなる（例えば，Jommi，2000；Gallipoli
ら，2003；Okaら，2006；加藤ら，2009）。
全応力テンソルは各相の応力の重ね合わせとして，次式のように表すことができる。
 = s + w + a = 0   paI + sw(pa   pw)I
( 0) = ( )   paI + sw(pa   pw)I (3.38)
ここで，(pa   pw)はサクション（capillary pressure，以降で pcと記述する），( )  paIは
基底応力（net stress）である。この式では，飽和度 swが次式に示すBishop（1960）の有効
応力式のパラメータ に相当している。
( 0) = ( )   paI + (pa   pw)I (3.39)
3.3.3 運動の記述
全ての相の位置ベクトル xは同一とし xで表されるものとし，各相は相互作用を介して
独立に運動するものとする。微小変形理論の枠組みの中で，相の物質速度 vは次式のよ
うに表される。
v =
@x
@t
(3.40)
各相の加速度は，土骨格に関する物質時間導関数を用いて記述する。の土骨格に対す
る物質時間導関数を Ds=Dtで表すとすると，土骨格の加速度 asは次式で表される。
as =
Dsvs
Dt
=
@vs
@t
+ (grad vs)vs (3.41)
ここに，vsは土骨格の速度である。
一方，ある関数 f に対して，相と異なる 相に対する 相の物質時間導関数は，次式
のようになる。
D f 
Dt
=
D f 
Dt
+ grad f   v (3.42)
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ここで，vは 相に対する 相の相対速度（Hassanizadeh，1980）であり，次式のように
表される。
v = v   v (3.43)
これらを考慮すると，間隙水の加速度 awは次式のようになる。
aw =
Dwvw
Dt
= as +
Dsvws
Dt
+ fgrad (vs + vws)gvws (3.44)
ここに，vwsは土骨格に対する間隙水の相対速度である。同様に，間隙空気の加速度 aaは
次式のように表される。
aa = as +
Dsvas
Dt
+ fgrad (vs + vas)gvas (3.45)
3.3.4 つりあい式と相互作用力
相の質量保存則は次式のように表すことができる。
D
Dt
+ div v = m (3.46)
ここに，mは 相と他の相の質量交換を表す。固体と流体の間での質量交換がないものと
すると，ms = 0となる。このとき，質量交換は間隙水と間隙空気の間でなされることとな
るから，mw + ma = 0と表される。
次に，相の運動量保存則は次式で表される。
a + mv = div + b + pˆ (3.47)
ここに，bは 相の物体力ベクトル，pˆは 相の相互作用力ベクトルである。相互作用力
ベクトル pˆは各相の総和について，3=1 pˆ = 0を満足する。熱力学的考察に基づくと，
相（間隙流体のみを対象）の相互作用力は次式のように表される（例えば，de Boer，2000；
Schrefler，2002；Hassanizadeh，1980；Hassanizadeh，1990）。
pˆ = pgrad n   nvs (3.48)
ここで，は材料パラメータ（2階のテンソル）である。各相について，相互作用力の総
和がゼロとなる条件を考慮すると，相互作用力は具体的に次式のように表される。
pˆs =   pˆw   pˆa (3.49)
pˆw = pwgrad (nsw)   wnswvws (3.50)
pˆa = pagrad (nsa)   ansavas (3.51)
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さらに，透水係数テンソル kwsおよび透気係数テンソル kasを用いると，は次式のよう
に表される。
w = nwwRg(kws) 1 = ns
wwRg
kws I (3.52)
a = naaRg(kas) 1 = ns
aaRg
kas I (3.53)
ここに，gは重力加速度である，kwsおよび kasはスカラーの透水係数および透気係数である。
3.3.5 間隙水・間隙空気の構成式と水分特性曲線
間隙水の圧縮性は，仮定 1を考慮すると次式によって表される。
DswR
Dt
=
wR
Kw
Ds pw
Dt
(3.54)
ここに，Kwは間隙水の体積弾性係数である。同様に，間隙空気の圧縮性は，次式のように
表される。
DsaR
Dt
=
1
aR ¯R
Ds pa
Dt
(3.55)
ここに，Maはモル質量， ¯Rは比気体定数である。飽和度 swの土骨格の配置における物質
時間導関数は次式のように表される。
Dssw
Dt
=
@sw
@pc
Ds pc
Dt
= c
Ds pc
Dt
= c
Ds(pa   pw)
Dt
(3.56)
ここに，cは図–3.1に示すようなサクション pc 飽和度 sw関係から得られる比水分容量で
ある。また，間隙に対する空気の体積比 saについても同様に，次式のように表される。
Dssa
Dt
=  D
ssw
Dt
=  cD
s(pa   pw)
Dt
(3.57)
0 1
図–3.1 比水分容量 cの定義
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サクション pcは間隙空気圧と間隙水圧の差として表されるため，解析によって飽和領域とな
る箇所ではサクションは負の値となる。ところが，浸透解析でよく用いられるvan Genuchten
モデル（van Genuchten, 1980）ではサクションは非負の値として扱われており，飽和-不飽
和の変化する領域で比水分容量の連続性を保つことができない。そこで本論文では，水分
特性曲線の連続性を確保することを目的としてロジスティック関数モデル（LGモデル）（杉
井・宇野，1995;竹下・杉井, 2006）を用いる。このモデルでは，有効飽和度 swe とサクショ
ン pcの関係を次式で表す。
swe =
n
1 + exp

alg pc + blg
o clg (3.58)
swe =
sw   swr
sws   swr (3.59)
ここに，sws は最大飽和度， swr は残留飽和度（最小飽和度）である。水分特性曲線式中の
alg，blgおよび clgは LGモデルのパラメータである。
また，透水係数 kwsおよび透気係数 kasは有効飽和度に従って次式のように表されるもの
とする。
kws = kwss (swe )k (3.60)
kas = kass (1   swe )k (3.61)
ここに，kwss は飽和透水係数，kwss は乾燥透気係数であり，kと kはパラメータである。
3.3.6 支配方程式
以上をもとに，仮定 1，2および 3を用いて，土骨格の変位，間隙水および間隙空気の土
骨格に対する相対変位，間隙水圧および間隙空気圧を未知数とした定式化を示す。
運動量保存の式 (3.47)について，三相それぞれ両辺を足し合わせ，式 (3.34)および式 (3.38)
を考慮すると混合体に対する運動量保存則が次式のように得られる。
sas + waw + aaa = div + b (3.62)
ただし，物体力は bs = bw = ba = bとした。次に，加速度に関する式 (3.44)と式 (3.45)を代
入し，整理すると次式のようになる。
as + w
Dsvws
Dt
+

grad (vs + vws)	 vws + aDsvas
Dt
+

grad (vs + vas)	 vas
= div + b (3.63)
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次に，間隙水の運動量保存則の式 (3.47)に間隙水の加速度の式 (3.44)を代入すると次式
のようになる。
w
"
as +
Dsvws
Dt
+

grad (vs + vws)	 vws# = divw + wb + pˆw (3.64)
さらに，間隙水の密度の式 (3.32)，間隙水の平均化応力の式 (3.36)，間隙水の相互作用力
の式 (3.50)および透水係数テンソルの式 (3.52)を代入し整理すると，次式のようになる。
nswwR
h
as +
Dsvws
Dt
+

grad (vs + vws)	 vwsi
=  nswgrad pw + nswwRb   ns
wwRg
kws ns
wvws (3.65)
同様に間隙空気について，運動量保存則の式 (3.47)に間隙空気の加速度の式 (3.45)を代
入し，さらに間隙空気の密度の式 (3.33)，間隙空気の平均化応力の式 (3.37)，間隙空気の相
互作用力の式 (3.51)および透気係数テンソルの式 (3.53)を代入し整理すると，次式が得ら
れる。
nsaaR
h
as +
Dsvas
Dt
+

grad (vs + vas)	 vasi
=  nsagrad pa + nsaaRb   ns
aaRg
kas ns
avas (3.66)
次に，土骨格の質量保存則 (3.46)に式 (3.31)を代入し，土骨格の質量交換 ˆsを無視する
と（仮定 3），次式が得られる。
sR
Ds(1   n)
Dt
+ (1   n) D
ssR
Dt
+ (1   n)sRdiv vs = 0 (3.67)
また，同様に間隙水の質量保存則 (3.46)に密度の式 (3.32)を代入し，式 (3.42)を考慮する
と，次式が得られる。
swwR
Dsn
Dt
+ nwR
Dssw
Dt
+ nsw
DswR
Dt
+nswwRdiv vs + div (nswwRvws) = 0 (3.68)
式 (3.67)swwR=sR+式 (3.68)より，nの物質時間導関数を消去すると次式が得られる。
(1   n)swwR
sR
DssR
Dt
+ nsw
DswR
Dt
+ nwR
Dssw
Dt
+ swwRdiv vs + div (nswwRvws) = 0 (3.69)
さらに，土粒子自体は非圧縮であることを考慮し（仮定 2），間隙水の構成式 (3.54)，そし
て飽和度に関する式 (3.56)を代入すると，式 (3.69)は次式のようになる。 
nswwR
Kw
  nwRc
!
Ds pw
Dt
+ nwRc
Ds pa
Dt
+ swwRdiv vs + div (nswwRvws) = 0 (3.70)
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同様に間隙空気の質量保存則 (3.46)についても，式 (3.67)を用い，仮定 2と式 (3.33)を
考慮すると次式が得られる。
nsa
 ¯R
Ds pa
Dt
  naRcD
s(pa   pw)
Dt
+ saaRdiv vs + div (nsaaRvas) = 0(
nsa
 ¯R
  naRc
)
Ds pa
Dt
+ naRc
Ds pw
Dt
+ saaRdiv vs + div (nsaaRvas) = 0 (3.71)
以上，式 (3.63)，式 (3.65)，式 (3.66)，式 (3.70)および式 (3.71)が us，uws，uas，pwおよび
paを未知数とする支配方程式である。
以下では，さらに仮定 4および仮定 5を加え，us，pw，paを未知数とする支配方程式を
誘導する。
まず，混合体のつりあい式である式 (3.63)について，左辺第 2項および第 3項が十分小
さいものとみなすと，次式が得られる。
as = div + b (3.72)
次に，間隙水および間隙空気のつりあい式である式 (3.65)および式 (3.66)からは，一般化
したDarcy則が次式のように得られる。
nswvws =
kws
wRg
n
 grad pw + wR(bw   as)
o
(3.73)
nsavas =
kas
aRg
n
 grad pa + aR(ba   as)
o
(3.74)
式 (3.73)を式 (3.70)に代入すると，間隙水の質量・運動量保存式が次式のように得られる。 
nswwR
Kw
  nwRc
!
Ds pw
Dt
+ nwRc
Ds pa
Dt
+ swwRdiv vs
+ div
(
kws
g
( grad pw + wRbw   wRas)
)
= 0 (3.75)
同様に，式 (3.74)を式 (3.71)に代入すると，間隙空気の質量・運動量保存式が次式のよう
に得られる。 (
nsa
 ¯R
  naRc
)
Ds pa
Dt
+ naRc
Ds pw
Dt
+ saaRdiv vs
+ div
(
kas
g
( grad pa + aRba   aRas)
)
= 0 (3.76)
以上，式 (3.72)，式 (3.75)および式 (3.76)が us，pwおよび paを未知数とする支配方程式
である。
48 第 3章 三相系多孔質体理論に基づく不飽和土の動的解析手法と構成式
3.4 数値解析手法
本節では，支配方程式である式 (3.72)，式 (3.75)および式 (3.76)の空間離散化ならびに時
間離散化を示す。空間離散化には混合型の有限要素法を，時間離散化にはNewmarkの時間
積分法ならびに差分法を適用する。上記の支配方程式と境界条件から誘導した弱形式は非
線形・連立方程式となっているため，式 (3.72)，式 (3.75)および式 (3.76)に対応する弱形式
を as，pw，paについて線形化し，各計算時間ステップにおいてNewton-Raphson法を適用
する。
3.4.1 弱形式
境界 @Bsを有する全体領域 Bsに対して，境界条件は次式のように与えられる。
us = u¯s on @Bsu (3.77)
n = (0   pf I)n = ¯t on @Bst (3.78)
pw = p¯w on @Bswp (3.79)
nswwRvws  n = qw  n = q¯w on @Bswq (3.80)
pa = p¯a on @Bsap (3.81)
nsaaRvas  n = qa  n = q¯a on @Bsaq (3.82)
ここに，u¯sは @Bsuにおける既知の土骨格の変位ベクトル，p¯wおよび p¯aはそれぞれ @Bswpお
よび @Bsapにおける既知の間隙水圧および間隙空気圧である。また，¯tは @Bst における既知
の表面力ベクトル，q¯wおよび q¯aはそれぞれ @Bswqおよび @Bsaqにおける既知の間隙水および
間隙空気のMass fluxを境界面法線方向に投影した単位面積当たりのスカラー量である。ま
た，各境界には次式の関係が成り立つ。
@B =@Bsu [ @Bst = @Bswp [ @Bswq = @Bsap [ @Bsaq
@Bsu \ @Bst = @Bswp \ @Bswq = @Bsap \ @Bsaq = 0 (3.83)
以下では，これらの条件に基づいて支配方程式である式 (3.72)，式 (3.75)および式 (3.76)の
空間離散化を行う。
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■混合体のつりあい式
次式の条件を満たす任意の重み関数 vsを考える。
vs = 0 on @Bsu (3.84)
式 (3.72)に vsを乗じ，領域で積分したスカラー量 wsv を 0として整理すると次式が得ら
れる。
wsv =
Z
Bs
(vs  as   vs  b)dv  
Z
@Bst
vs  (0   pf I)nda
+
Z
Bs
grad vs : (0   pf I)dv = 0 (3.85)
また，同様に骨格応力テンソルの自然境界条件式 (3.78)に vsを乗じ，境界上で積分したス
カラー量 wsaを 0とすると次式が得られる。
wsa =
Z
@Bst
vs 
n
(0   pf I)n  ¯t
o
da = 0 (3.86)
式 (3.85)と式 (3.86)の両辺をそれぞれ加えて整理すると，つりあい式の弱形式が得られる。
ws =wsv + w
s
a
=
Z
Bs
vs  asdv +
Z
Bs
ds : 0dv  
Z
Bs
pfdiv vsdv
 
Z
Bs
vs  bdv  
Z
@Bst
vs  ¯tda = 0 (3.87)
■間隙水の質量・運動量保存式
次式の条件を満たす任意の重み関数 pwを考える。
pw = 0 on @Bswp (3.88)
式 (3.75)に pwを乗じ，領域で積分したスカラー量 wwv を 0として整理すると次式が得ら
れる。
wwv =
Z
Bs
pw
  
nswwR
Kw
  nwRc
!
Ds pw
Dt
+ nwRc
Ds pa
Dt
+ swwRdiv vs

dv
 
Z
Bs
grad pw 
(
kws
g
( grad pw + wRb   wRas)
)
dv +
Z
@Bswq
pwqw  nda = 0 (3.89)
また，同様に間隙水の自然境界条件式 (3.80)に pwを乗じ，境界上で積分したスカラー量
wwa を 0とすると次式が得られる。
wwa =
Z
@Bswq
pw (qw  n  q¯w) da = 0 (3.90)
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式 (3.89)と式 (3.90)の両辺をそれぞれ差し引くと，間隙水の質量・運動量保存式の弱形式
が次式のように得られる。
ww =wwv   wwa
=
Z
Bs
pw
 
nswwR
Kw
  nwRc
!
Ds pw
Dt
dv +
Z
Bs
pwnwRc
Ds pa
Dt
dv
+
Z
Bs
pwswwRdiv vsdv  
Z
Bs
grad pw 
(
kws
g
( grad pw + wRbw   wRas)
)
dv
+
Z
@Bswq
pwq¯wda = 0 (3.91)
■間隙空気の質量・運動量保存式
次式の条件を満たす任意の重み関数 paを考える。
pa = 0 on @Bsap (3.92)
式 (3.76)に paを乗じ，領域で積分したスカラー量 wavを 0として整理すると次式が得ら
れる。
wav =
Z
Bs
pa
  
nsa
 ¯R
  naRc
!
Ds pa
Dt
+ naRc
Ds pw
Dt
+ saaRdiv vs

dv　
　  
Z
Bs
grad pa 
(
kas
g
( grad pa + aRb   aRas)
)
dv +
Z
@Bsaq
paqa  nda = 0 (3.93)
また，同様に間隙空気の自然境界条件式 (3.82)に paを乗じ，境界上で積分したスカラー
量 wsaを 0とすると次式が得られる。
waa =
Z
@Bsaq
pa (qa  n  q¯a) da = 0 (3.94)
式 (3.93)と式 (3.94)の両辺をそれぞれ差し引くと，間隙空気の質量・運動量保存式の弱形
式が次式のように得られる。
wa =wav   waa
=
Z
Bs
pa
 
nsa
 ¯R
  naRc
!
Ds pa
Dt
dv +
Z
Bs
panaRc
Ds pw
Dt
dv
+
Z
Bs
pasaaRdiv vsdv  
Z
Bs
grad pa 
(
kas
g
( grad pa + aRb   aRas)
)
dv
+
Z
@Bsaq
paq¯ada = 0 (3.95)
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3.4.2 有限要素
土骨格の変位と間隙水圧および間隙空気圧を未知数とする本手法では，次元の異なる複数
の未知数を扱うこととなるため，いわゆる混合型の有限要素法となる。混合型の有限要素法
では，非圧縮に近い場合（例えば非排水条件下の飽和土）に volume lockingが生じて，解析
精度が低下（間隙水圧が空間的に振動）することが知られている。この問題を避けるための
有限要素の条件として，LBB条件（Ladyzhenskaja-Babuska-Brezzi条件，例えばZienkiewicz
and Taylor，1991；Hughes，2000；久田・野口，1995）があるが，本手法ではこの条件を満
足するため，図–3.2に示すように土骨格の変位には二次の形状関数（8節点要素）を用い，
間隙水圧および間隙空気圧には双一次の形状関数（4節点要素）を用いる。
1
5 2
6
3
7
4
8 x
y
(x1, y1) Displacement of soil skeleton
Pore water and air pressure
図–3.2 8節点要素
要素内の土骨格の変位 usは次式のように近似される。
us =
8X
a=1
Nsausa (3.96)
ここに，Nsaは要素内節点 aにおける土骨格の変位に対する形状関数，usaは要素内節点 aに
おける土骨格の変位である。また，要素内の速度および加速度についても同様に次式で近
似する。
vs =
8X
a=1
Nsavsa (3.97)
as =
8X
a=1
Nsaasa (3.98)
次に，要素内の間隙水圧は pwは次式のように近似される。
pw =
4X
a=1
Nfa pwa (3.99)
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ここに，Nfaは要素内節点 aにおける間隙水圧に対する形状関数，pwa は要素内節点 aにおけ
る間隙水圧である。さらに，要素内節点 aにおける間隙水圧の物質時間導関数（土骨格が
基準） p˙wa および p¨wa についても同様の形状関数で近似する。同様に，要素の間隙空気圧は
paは次式のように近似される。
pa =
4X
a=1
Nfa paa (3.100)
ここに，Nfaは要素内節点 aにおける間隙空気圧に対する形状関数（間隙水圧の形状関数と
同一），paaは要素内節点 aにおける間隙空気圧である。さらに，要素内節点 aにおける間
隙空気圧の物質時間導関数（土骨格が基準）p˙aaおよび p¨aaについても同様の形状関数で近似
する。
なお，有限要素にはアイソパラメトリック要素を用い，Gauss-Legendreの数値積分を適
用する。8節点要素では 9つの積分点を，4節点要素では 4つの積分点を用いることとする。
3.4.3 時間積分
ここでは，動的問題と，浸透解析時などの準静的問題を対象とした時間離散化を示す。
■動的問題
動的問題では，時間積分手法としてNewmarkの時間積分法を用いる。まず，土骨格の変
形に対してNewmarkの時間積分法を用いると次式が得られる。
us =ust + t v
s
t +
1
2
t2(1   2) ast + t2 as (3.101)
vs =vst + (1   )t ast + t as (3.102)
ここに，添え字 tは以前の時刻を表しており，添え字 tが付記された変数は現時点では既知
の値である。また，tは時間増分，および はパラメータである。
同様に，間隙水圧と間隙空気圧についても以下の式が得られる。
pw =pwt + t p˙
w
t +
1
2
t2(1   2) p¨wt + t2 p¨w (3.103)
p˙w =p˙wt + (1   )t p¨wt + t p¨w (3.104)
pa =pat + t p˙
a
t +
1
2
t2(1   2) p¨at + t2 p¨a (3.105)
p˙a =p˙at + (1   )t p¨at + t p¨a (3.106)
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■準静的問題
浸透流計算などの加速度を無視した準静的問題においては次式の差分法を用いる。パラ
メータ  = 0であれば前進差分， = 1であれば後退差分となる。土骨格の変形に対して差
分法を用いると次式が得られる。
us =ust + (1   )t vst + t vs (3.107)
ここに，添え字 tは以前の時刻を表しており，添え字 tが付記された変数は現時点では既知
の値である。
同様に，間隙水圧と間隙空気圧についても以下の式が得られる。
pw =pwt + (1   )t p˙wt + t p˙w (3.108)
pa =pat + (1   )t p˙at + t p˙a (3.109)
3.4.4 Newton   Rapshon法
先の弱形式（式 (3.87)，(3.91)および (3.95)）は ws，wwおよび wa を含む非線形・連
立方程式となっている。
ws(as; p¨w; p¨a) = 0
ww(as; p¨w; p¨a) = 0
wa(as; p¨w; p¨a) = 0 (3.110)
そこで，ws，wwおよび waを，Newton-Raphson法を用いて二階微分値である as，p¨w，p¨a
について線形化し，繰返し計算を行う。線形化された方程式は次式のようになる。
Dws[as] + Dws[p¨w] + Dws[ p¨a] =  wsk
Dww[as] + Dww[ p¨w] + Dww[ p¨a] =  wwk
Dwa[as] + Dwa[p¨w] + Dwa[ p¨a] =  wak (3.111)
ここで，as， p¨wおよび  p¨aは全て繰返し計算ステップ k + 1での変化量である。右辺の
wsk，wwk，w
a
kは一つ前の繰返し計算ステップ kでの値である。D[]はの に対する
方向微分である。線形化された弱形式の詳細は，付録Cに示す。繰返し計算ステップ k + 1
での解は次式のように求める。
ask+1 = a
s
k + a
s
p¨wk+1 = p¨
w
k +  p¨
w
p¨ak+1 = p¨
a
k +  p¨
a (3.112)
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残差 wsk，wwk および w
a
kのノルム（二乗和の平方根）が許容値を下回った時点で繰返し計
算を終了する。各時間ステップにおいては，得られた収束値と時間積分（前述の式 (3.101)
～式 (3.106)）を用いて当該時間ステップでの積分値（土骨格の変位・圧力など）を算定す
る。この繰返し計算は計算時間ステップ毎に実施することとなる。
一方，準静的問題では，弱形式は一階微分値である vs， p˙wおよび p˙aについて線形
化を行い，積分値（土骨格の変位・圧力など）は式 (3.107)～式 (3.109)を用いて算定する。
3.5 まとめ
本節では，不飽和土の動力学特性を記述できる比較的関便な繰返し弾塑性構成式を提案
するとともに，この構成式を組み込んだ三相系の不飽和多孔質体を対象とした動的解析手
法を示した。
3.2節では，繰返し載荷に対する不飽和土の構成式を提案した。構成式は，せん断による
降伏のみを考慮した相当応力比一定型の降伏関数，非線形移動硬化則，非関連流動則およ
びCam-clay型の塑性ポテンシャルを用いた簡易な構成式に基づき，繰返し載荷の過程で発
生する塑性せん断ひずみ量に応じてせん断剛性を低減する手法を導入した。また，不飽和
土の液状化抵抗の増大を表現するために，塑性体積ひずみの増加がサクションの大きさに
応じて緩慢化する発展則を導入した。数値計算の中では，支配方程式が満足されている一
つ前の計算時間ステップでの諸量と現在の計算時間ステップにおける繰返し計算過程のひ
ずみ増分を用いて，離散的かつ陰的に応力積分を行う方法を示した。
3.3節では，Uzuoka and Borja（2012）により誘導された不飽和土の三相系多孔質体を対
象とした，混合体のつりあい式と 2つの間隙流体の質量・運動量保存式からなる支配方程
式を示した。これらの式では，土骨格の変位 us，間隙水圧 pw，間隙空気圧 paを未知数と
して扱っている。
3.4節では，支配方程式の離散化を示す。空間離散化には混合型の有限要素法を用いた。
また，時間離散化にはNewmarkの 法を用い，浸透流計算を行う際には差分法を用いてい
る。また，離散化された弱形式は非線形・連立方程式となっているため，本研究では線形
化を行って，Newton-Rapson法を用いて各ステップごとに繰返し計算を行う方法を示した。
次章以降では，提案した構成式ならび構成式を組み込んだ解析手法を用いて，室内土質
試験や模型実験，実被害事例の解析を行う。第 4章では，不飽和土の繰返し三軸試験を行う
とともに，提案した構成式を用いた解析を行うことで，構成式の妥当性の検証を行う。第
5章および第 6章では，様々な条件下で浸透水や降雨散水を与えた盛土の模型振動台実験
を行い，実験の解析を行うことで，解析手法の妥当性の検証を行うとともに，盛土の破壊
メカニズムについて考察を行う。また，実際の盛土の被災事例を対象とした解析を行うこ
とで，盛土が被災に至る要因について考察を行う。
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第4章 不飽和土の繰返し三軸試験の解析
4.1 概要
本章では，非排気・非排水条件で，不飽和土の繰返し三軸試験を実施するともに，前章
で提案した構成式を用いて繰返し三軸試験のシミュレーションを行い，実験結果との比較
から提案した構成式の妥当性の検証を行う。
4.2節では，不飽和繰返し三軸試験のシミュレーションを行う際の支配方程式を示す。以
降で示す解析対象とした実験では，ひずみ制御での載荷を行ったことから，軸ひずみを与
えることで他の諸量（骨格応力や間隙水圧，間隙空気圧）を求めることのできる定式化を
示す。
三軸試験とそのシミュレーションは，2つの試料を用いて行っている。4.3節は，稲城砂
を使った試験である（木口ら，2013a）。この材料は，第 5章で示す盛土の模型振動台実験
で使用した材料と同一であり，模型盛土と同一の密度で供試体の作成を行った。
一方，4.4節は，2004年新潟県中越地震の際に被災した鉄道盛土での材料を使った試験
である。供試体の作成には攪乱試料を試験室で再構成し，試験を実施している。それぞれ
の節では，両材料を用いた試験の概要と，シミュレーションの条件および実験・解析結果
の比較について示す。
なお，繰返し載荷試験以外にも排気・排水条件下での三軸圧縮試験（単調載荷試験）も
行っている。4.5節では，稲城砂を使って排気・排水条件下での不飽和三軸圧縮試験（木口
ら，2013b）を対象に，提案した構成式を用いてそのシミュレーションを行い，三軸圧縮試
験への構成式の適用性を検証した。
4.2 不飽和繰返し三軸試験シミュレーションの支配方程式
非排気・非排水条件における三軸試験のシミュレーションでは，前章で示した有限要素
法による解析手法を使って解くことができるが，与える変位や荷重条件などが複雑となる。
そこで本研究では，海野ら（2013）が提案した三軸試験シミュレーションの支配方程式を
用いて解析を行うこととし，以下ではその概要を示す。なお，三軸供試体の軸方向を z軸，
側方の 2成分をそれぞれ x，y軸とする。
まず，側方全応力一定の条件下で式 (3.38)の物質時間微分をとり，式 (3.56)を用いると
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次式が得られる。
˙0x = p˙
w (sw   cpw + cpa) + p˙a (sa + cpw   cpa) = ˙0y
˙0z = ˙
0
z p˙
w (sw   cpw + cpa) + p˙a (sa + cpw   cpa) (4.1)
また，各相の質量保存則 (3.46)に，式 (3.31)～式 (3.33)，式 (3.54)～式 (3.57)を代入し，非
排気・非排水条件を仮定すると次式が得られる。
n
 
sw
Kw
  c
!
p˙w + ncp˙a + sw˙v = 0
n
 
sa
Ka
  c
!
p˙a + ncp˙w + sa˙v = 0 (4.2)
ここで，˙vは土骨格の体積ひずみ速度である。さらに，土骨格の速度型の構成式は三軸状
態では次式で与えられる。 8>>>>><>>>>>:
˙0x
˙0y
˙0z
9>>>>>=>>>>>; =
2666666666664
D11 D12 D13
D21 D22 D23
D31 D32 D33
3777777777775
8>>>>><>>>>>:
˙0x
˙0y
˙0z
9>>>>>=>>>>>; (4.3)
ここに，Dijは接線係数マトリックスである。式 (4.1)に式 (4.3)を代入し，式 (4.2)とまと
めると次式が得られる。26666666666666666664
nsw
Kw   nc nc 2sw 0
nc ns
a
Ka   nc 2sa 0
sw   cpw + cpa sa + cpw   cpa  D11   D12 0
sw   cpw + cpa sa + cpw   cpa  D31   D32 1
37777777777777777775
8>>>>>>>><>>>>>>>>:
p˙w
p˙a
˙0x
˙0z
9>>>>>>>>=>>>>>>>>;
=
8>>>>>>>><>>>>>>>>:
 sw˙0z
 sa˙0z
 D13˙0z
 D33˙0z
9>>>>>>>>=>>>>>>>>;
(4.4)
ここに，˙0x = ˙0yとしている。これより，入力変数である軸ひずみ速度 ˙0z を与えることで，
未知数である土骨格の側方ひずみ速度 ˙0x，軸方向の応力の時間変化率 ˙0z，間隙水圧の時間
変化率 p˙w，間隙空気圧の時間変化率 p˙wが算定できる。
4.3 稲城砂の不飽和繰返し三軸試験の解析
4.3.1 実験の概要
試験に用いた不飽和三軸試験装置を図–4.1に示す。試験は，微細多孔質膜を用いた加圧
膜法（Nishimuraら，2012）により実施した。試験機の構成は，多孔質膜用ペデスタル，二
重セル式三軸セル，圧力計，排水量ならびに体積変化測定用の差圧計，間隙水圧制御用EP・
コンバム，二重管ビュレット等からなる。ペデスタルに装着した微細多孔質膜の空気侵入
値は 250kPaであった。間隙水圧計，間隙空気圧計およびセル圧計は，供試体下部の高さに
合わせ三軸室の外部に設置した。排水量の変化に伴う間隙水圧の変動は，二重管ビュレッ
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ト内に負圧を与えることにより水位変動分の水圧を制御した。負圧は，EPとコンバムによ
り与え，後の実験条件で示すが，間隙水圧が常に 0kPaを保つようにパソコンで自動制御
した。
図–4.1 試験に用いた不飽和三軸試験装置
試験には稲城砂を用いた。その物理特性は，土粒子の比重Gs = 2:723，50％粒径 D50 =
0:134mm，均等係数 Uc = 9:29，細粒分含有率 Fc = 23:6%である。図–4.2に試験に用い
た稲城砂の粒径加積曲線を示す。また，突固めによる締固め試験（A-c法）では最大乾燥
密度 dmax = 1:517g=cm3，最適含水比 wopt = 21:6%であった。供試体は，乾燥密度が d =
1:108g=cm3，含水比が 13%程度となるように，直径 5cm，高さ 10cmのモールド内で 5層
に分けて締固めにより作成した。この材料・密度は，次章以降で解析対象とする浸透水や
降雨散水を与えた盛土の振動台実験での使用材料・密度と同一である。なお，この密度で
作成した飽和土の三軸圧縮試験（CD試験）を行ったところ，内部摩擦角 d = 29:7度，粘
着力 cd = 0kPaが得られている。
試験ケースと繰返し載荷直前の間隙空気圧・間隙水圧・サクションの値を表–4.1に示す。
また，供試体作成から繰返し載荷を行うまでの手順のイメージ図を図–4.3に示す。繰返し
三軸試験とその解析は 3ケース行った。以下ではその手順を図–4.3の試験ステップ図に沿っ
て示す。Case1では，まず (1)水頭差 60cm程度を与えて供試体に通水を行って見かけ上飽
和とした上で，(2)排気・排水条件のもとで間隙水圧はゼロのまま間隙空気圧を増加させる
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図–4.2 稲城砂の粒径加積曲線
ことでサクションを 20kPa載荷し，その後 (4)非排気・非排水条件に切り替えた上で繰返し
載荷を行った。図–4.3の試験ステップ図では，(3)吸水過程は行っていないケースになる。
なお，この載荷時には繰返し載荷直前に排気・排水条件から非排気・非排水条件に切り替
えた際に，間隙水圧が 5kPa上昇し，空気圧が 18kPaと若干小さくなっていたため，繰返し
載荷直前の実際のサクションは 13kPaであった。
Case2・3ではCase1と同様の手順で，(1)供試体を飽和後，(2)間隙水圧はゼロのまま間
隙空気圧を上昇させることで 20kPaのサクションを載荷し，(3)空気圧を低下させることで
Case2では 5kPa，Case3では 1:5kPaのサクションに低下し，その後 (4)繰返し載荷を行っ
た。なお，この間の排水・吸水過程においては，基底応力を net = 25kPaと一定に保って
いる。
表–4.1 試験ケースと繰返し載荷直前の間隙空気圧・間隙水圧・サクションの値
ケース 間隙空気圧 間隙水圧 サクション
Case1 18kPa 5kPa 13kPa
Case2 5kPa 0kPa 5kPa
Case3 1:5kPa 0kPa 1:5kPa
図–4.3 供試体作成から繰返し載荷までの手順
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繰返し載荷は，非排気・非排水条件下，変位制御により行った。与えた軸ひずみの時刻
歴を図–4.4に示す。載荷は軸ひずみ片振幅 0.1，0.2，0.5，1.0，1.5および 2.0%の三角波を
各 11波与えており，周波数は 0:001Hzとした。
図–4.4 繰返し三軸試験に用いた入力波形
4.3.2 解析条件
解析に用いた土骨格の構成式の各パラメータを表–4.2に示す。表中のパラメータのうち，
無次元化せん断弾性係数・体積弾性係数や限界状態の応力比は，飽和土を対象とした三軸
圧縮試験（CD試験）や動的変形特性試験の結果をもとに設定し，ダイレイタンシー係数
D1と pcref除いた残りのパラメータ（移動硬化パラメータ，ダイレイタンシー係数，弾性域
の大きさ）については構成式が飽和状態での繰返し三軸試験の応力～ひずみ関係や有効応
力経路を再現できるように設定した。これらのパラメータを使って，飽和土を対象とした
応力制御条件（繰返し載荷応力比 R = 0:186）での繰返し非排水三軸試験のシミュレーショ
ンの結果（応力～ひずみ関係と応力経路（平均有効応力と軸差応力の関係））を図–4.5に示
す。この結果から，繰返しせん断に伴う有効応力の減少と増加，および軸ひずみの増加な
ど基本的な挙動については，設定したパラメータによって飽和状態での繰返し非排水三軸
試験結果を再現できることがわかる。また，ダイレイタンシー係数 D1と pcrefは 4.3.3で述
べる実験結果に整合するよう試行錯誤で定めた。
次に，水分特性曲線および間隙水・間隙空気に関するパラメータを表–4.3に，実験とモ
デルの水分特性曲線の比較図を図–4.6に示す。図–4.3に示すように，実験では脱水過程・
吸水過程の順でサクションの載荷・除荷を行った上で繰返し載荷を行うことから，設定す
る水分特性曲線は主として吸水曲線にフィッテイングできるようにパラメータを定めた。た
だし，低サクション域では十分に飽和度が回復しないとの報告もある（西村・古関，2012）
ことから，ここでは低サクション域では吸水曲線ではなく脱水曲線のスタート点を指向す
るように定めた。
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表–4.2 土骨格の構成式パラメータ
無次元せん断弾性係数 Ge 467:0
無次元体積弾性係数 Ke 1012:0
移動硬化パラメータ a0 1300:0
移動硬化パラメータ a1 20:0
移動硬化パラメータ Cf 5500:0
移動硬化パラメータ b 1:187
限界状態の応力比 Mm 1:187
ダイレイタンシ―係数 D0 0:25
ダイレイタンシ―係数 D1 0:05
ダイレイタンシ―係数 pc
refkPa 0:6
弾性域の大きさ k 0:05
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図–4.5 繰返し非排水三軸試験のシミュレーション結果
表–4.3 水分特性曲線，間隙水・間隙空気のパラメータ
LGモデルのパラメータ alg，blg，clg 2:2， 2:7，0:16
間隙水の実質密度 wR0s (t=m3) 1:0
間隙空気の実質密度 aR0s (t=m3) 1:23  10 3
間隙水の体積弾性係数 Kw(kN=m2) 1:0  106
気体定数 Ma=(R)(m=s) 1:21  10 5
最大飽和度 sws 0:985
残留飽和度 swr 0:170
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図–4.6 設定した水分特性曲線
解析ではCase1～3のシミュレーションを行うが，ダイレイタンシー係数D1と pcrefを考慮
せず一定とする，すなわち飽和土と同一のパラメータを用いた解析と，D1と pcrefを考慮す
ることでサクションに応じてダイレイタンシー係数Dを変化させる解析の 2種類を行った。
4.3.3 解析結果および考察
実験結果を図–4.7に，用いた構成式においてサクションに関するパラメータを用いない
場合（すなわち，飽和土と同一のパラメータを用いた場合）の解析結果を図–4.8 に示す。
結果は，間隙空気圧・間隙水圧・体積ひずみの経時変化，および各ケースの応力経路（平均
骨格応力と軸差応力の関係）として示す。なお，体積ひずみの符号は圧縮を正としている。
実験では，いずれのケースにおいても繰返し載荷の進行に伴って (a)・(b)に示す間隙水
圧・間隙空気圧の上昇が見られるが，Case3の初期サクションが 1.5kPaのケース以外では，
(d)・(e)に示すように平均骨格応力の減少は繰返し載荷の途中で停止しており，いわゆる液
状化状態には至っていない。このような挙動は砂質土を対象とした同じひずみ制御条件下
での不飽和土の繰返し三軸試験（例えば，風間ら，2006；Unnoら，2006）や，応力制御条
件での試験（例えば，渡邊ら，2008）でも見られており，繰返し載荷前のサクションの大
きさによって挙動が大きく変わることがわかる。
ところが，飽和土と同一のパラメータを使ってこの実験のシミュレーションを行った場
合には，図–4.8(d)・(e)に示すように載荷前のサクションが 5kPa・13kPaの場合においても
平均骨格応力がゼロとなっており，(a)・(b)に示す間隙空気圧・間隙水圧の上昇量も実験に
比べて大きくなっている。また，初期サクションが 1:3kPaの場合には，(d)に示すように
実験・解析ともに繰返し載荷中に平均骨格応力がゼロとはなるものの，ゼロとなる時間は
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(c)体積ひずみの時刻歴　 　 (d)応力経路（Case1）
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図–4.7 実験結果
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図–4.8 解析結果（構成式でのサクションの効果考慮なし）
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(a)・(b)の間隙空気圧や間隙水圧の経時変化から判断する限りでは，解析は実験と比べてか
なり早い。
一方，提案した構成式において，ダイレイタンシー係数Dをサクション pcの大きさによ
り調整したケースの解析結果を図–4.9に示す。このケースでは，繰返し載荷前のサクショ
ンが 5kPaならびに 13kPaの場合には，(e)・(f)に示すように繰返し載荷終了時の平均骨格応
力がゼロとはならず，実験と同程度の平均骨格応力が残留している。このため，(a)・(b)に
示す間隙空気圧・間隙水圧の繰返し載荷中の上昇も抑えられており，実験と同程度の値と
なっている。これらの結果から，提案した構成式は実験に則した結果を表現しており，妥
当な挙動を示していると考えられる。
ただし，これらの解析結果は図–4.7に示した実験結果と比較すると，(d)～(f)の応力経
路図に示す軸差応力の大きさが完全には整合していない。具体的には，繰返し載荷前のサ
クションが 1:5kPaの場合には，実験と比べて大きな軸差応力となっており，サクションが
13kPaの場合には実験よりも小さな軸差応力となっている。すなわち，繰返し載荷前のサク
ションの大きさに対して発揮される軸差応力の変化が実験よりも小さくなっている。また，
(c)に示す体積ひずみは実験と比べて解析の方が小さい。これらの精度を向上させるために
は，例えば剛性についてもサクション pcの大きさによって変化する形態とする（例えば，
加藤，2011）ことや，サクションではなく例えば飽和度を内部関数とすることなど，構成
式に関する更なる検討が必要であると考えられる。
4.4 新潟県中越地震での被災盛土材料の不飽和繰返し三軸試験
の解析
4.4.1 実験の概要
試験には，2004年新潟県中越地震で被災した上越線 220k300m付近の盛土材料を用いた。
ただし，直接被災盛土の材料の採取はできず，代わりに当該の盛土に隣接する切土区間で
採取した地山材料を用いた。
両材料はその観察から材料が類似していることが確認された。そこで，粒度試験を実施
し，粒度分布の比較を行った。図–4.10に粒度分布の比較図を示す。この結果から，両材料
の粒度分布はその曲線形状がほぼ同一であり，両者は同じ材料であるものと判断すること
ができる。当該の盛土は，隣接する地山を切土した際の発生材料を使用して構築されたも
のと想定される。このことを踏まえ，この試験で使用する材料については隣接する切土で
採取した材料を用いることとする。以降では，この材料を「地山材料」と記述する。
現地で採取した地山材料には粗礫が含まれていたため，2mm篩いを通過したものを試験
には使用した。その物理特性は，土粒子の比重Gs = 2:629，50%粒径 D50 = 0:134mm，均
等係数Uc = 11:65，細粒分含有率 Fc = 23:3%である。図–4.11に試験に用いた 2mm篩い通
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(e)応力経路（Case2）　 　 (f)応力経路（Case3）
図–4.9 解析結果（構成式でのサクションの効果考慮あり）
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図–4.10 崩積土と切土材料の粒度分布の比較
過後の地山材料の粒径加積曲線を示す。また，突固めによる締固め試験（A-c法）では最
大乾燥密度 dmax = 1:482g=cm3，最適含水比 wopt = 19:0%であった。
供試体の密度は，地震直後に採取した崩積土を使って行った飽和三軸試験の結果（松丸
ら，2006）を再現できるように，施行錯誤で乾燥密度が d = 1:29g=cm3，含水比が 16%程
度となるように，直径 5cm，高さ 10cmのモールド内で 5層に分けて締固めにより作成し
た。飽和土の三軸圧縮試験（CD試験）をから得られた内部摩擦角 d = 32:3度，粘着力
cd = 4:9kPaであった。また，この密度での透水性について確認をするために，室内で定水
位法による飽和透水試験を行ったが，透水係数は k = 7:61 10 6m=sであり，被災直後に崩
積土を対象として実施した飽和透水試験から得られた透水係数（k = 1:00  10 5m=s）と同
等の値になることを確認している。以上限られた試験ではあるが，地山材料を使って構築
した供試体は，力学・水理学的知見に基づく考察から，盛土の状態を再現できているもの
と考えられる。
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図–4.11 試験に用いた切土材料（2mm篩い通過）の粒度分布
試験ケースと繰返し載荷直前の間隙空気圧・間隙水圧・サクションの値を表–4.1に示す。
繰返し三軸試験とその解析は 3ケース行った。以下では，各ケースのサクションの制御を
4.4 新潟県中越地震での被災盛土材料の不飽和繰返し三軸試験の解析 67
図–4.3の試験ステップ図に沿って述べる。
Case1では，(1)水頭差 60cm程度を与えて供試体に通水を行って見かけ上飽和とした上
で，(2)間隙空気圧を増加させることでサクションを 20kPa載荷し，その後 (4)繰返し載荷
を行った。この載荷時には前節の稲城砂を用いた実験と同様に，繰返し載荷直前に間隙水
圧が 7kPa上昇し，空気圧が 21kPaとなっていたため，繰返し載荷直前の実際のサクション
は 14kPaであった。
Case2ではCase1と同様の手順で，(1)供試体を飽和後，(2)間隙空気圧を増加させること
で 20kPaのサクションの載荷を行い，次に (3)間隙空気圧を減少することでサクションを
4kPaに低下し，その後 (4)繰返し載荷を行った。Case3では，(1)供試体を飽和した後はこ
の状態のままとし，(4)繰返し載荷を行った。繰返し載荷前には 0:3kPaのサクションが残
存していた。この試験では，(2)脱水過程以降の基底応力をnet = 98kPaとした。
表–4.4 試験ケースと繰返し載荷直前の間隙空気圧・間隙水圧・サクションの値
ケース 間隙空気圧 間隙水圧 サクション
Case1 21kPa 7kPa 14kPa
Case2 4kPa 0kPa 4kPa
Case3 0:3kPa 0kPa 0:3kPa
繰返し載荷は，前節の稲城砂を対象とした試験と同様に，非排気・非排水条件下，変位
制御により行った。与えた軸ひずみの時刻歴は前節と同様に図–4.4に示す波形である。
4.4.2 解析条件
解析に用いた土骨格の構成式の各パラメータを表–4.5に示す。表中のパラメータの決定
法は前節の稲城砂の場合と同様であり，無次元化せん断弾性係数・体積弾性係数や限界状
態の応力比は，飽和土を対象とした三軸圧縮試験（CD試験）や動的変形特性試験の結果
をもとに設定し，ダイレイタンシー係数D1と pcref除いた残りのパラメータ（移動硬化パラ
メータ，ダイレイタンシー係数，弾性域の大きさ）については構成式が飽和状態での繰返
し三軸試験の応力～ひずみ関係や有効応力経路を再現できるように設定した。
また，ダイレイタンシー係数D1と pcrefは本ケースでは用いずに，サクションの大きさに
関わらず D0の一定値とした。その妥当性は以降で述べる試験結果にて考察する。
次に，水分特性曲線および間隙水・間隙空気に関するパラメータを表–4.6に，実験とモ
デルの水分特性曲線の比較図を図–4.12に示す。前節の解析と同様に，設定する水分特性曲
線は主として吸水曲線にフィッテイングできることと，低サクション域では脱水曲線のス
タート点を指向するようにパラメータを定めた。
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表–4.5 土骨格の構成式パラメータ
無次元せん断弾性係数 Ge 622:0
無次元体積弾性係数 Ke 1349:0
移動硬化パラメータ a0 1500:0
移動硬化パラメータ a1 30:0
移動硬化パラメータ Cf 5000:0
移動硬化パラメータ b 1:331
限界状態の応力比 Mm 1:331
ダイレイタンシ―係数 D0 0:05
ダイレイタンシ―係数 D1 –
ダイレイタンシ―係数 pc
ref –
弾性域の大きさ k 0:05
表–4.6 水分特性曲線，間隙水・間隙空気のパラメータ
LGモデルのパラメータ alg，blg，clg 10:0， 2:0，0:02
間隙水の実質密度 wR0s (t=m3) 1:0
間隙空気の実質密度 aR0s (t=m3) 1:23  10 3
間隙水の体積弾性係数 Kw(kN=m2) 1:0  106
気体定数 Ma=(R)(m=s) 1:21  10 5
最大飽和度 sws 0:962
残留飽和度 swr 0:265
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図–4.12 設定した水分特性曲線
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4.4.3 解析結果および考察
実験結果を図–4.13に，解析結果を図–4.14 に示す。前節の稲城砂の試験結果と同様に，
間隙空気圧・間隙水圧・体積ひずみの経時変化，および各ケースの応力経路（平均骨格応
力と軸差応力の関係）として示す。なお，体積ひずみの符号は圧縮を正としている。
実験では，いずれのケースにおいても繰返し載荷の進行に伴って (a)・(b)に示すように間
隙水圧・間隙空気圧の上昇が見られるが，(d)～(f)の応力経路図が示すように，Case3の初
期サクションが 0:5kPaのケース以外では，平均骨格応力がゼロとなるいわゆる液状化状態
には至っていない。また，(a)・(b)に示す間隙空気圧・間隙水圧の上昇量は，Case3と比べ
てCase1・2では上昇量がかなり小さくなっており，液状化に至るケースとそうでないケー
スで挙動が大きく異なっている。
図–4.14に示した解析結果では，実験で得られた間隙空気圧・水圧の上昇量や平均骨格応
力の減少量を，いずれのケースにおいても適切に再現できていることがわかる。
この地山材料を使った試験のシミュレーションでは，不飽和土の繰返し載荷に対するサ
クションの効果を考慮するためのダイレイタンシー係数は考慮しておらず，一定値として
いる。4.3節での稲城砂を使った試験のシミュレーションも踏まえると，繰返し載荷に対す
るサクションの効果は材料によって大きく異なることが示唆される。解析においてはその
効果を適切に考慮する必要があるが，本研究で提案したモデルでは材料に応じた繰返し載
荷に対するサクションの効果を，簡易にかつ適切に取り込むことができていると考えれら
れる。
なお，稲城砂を使った実験のシミュレーションと同様に，地山材料を用いた試験でも図–
4.13の実験結果と図–4.14解析結果を比べると，(c)の体積ひずみが過小評価されており，モ
デルが体積ひずみの発生量を適切に評価できることが今後の課題である。
4.5 不飽和土の単調載荷試験の解析
4.3節および 4.4節までの解析で，不飽和土の繰返し載荷に対して提案した構成式の妥当
性を検証することができた。提案する構成式は降雨や浸透水を受けることで不飽和状態に
ある盛土の地震時挙動を評価することに適用することを考えているが，前段となる降雨や
浸透水を受けている状態への解析手法の適用も想定し，本節では不飽和土の三軸圧縮試験
（単調載荷）を実施するとともに，提案した構成式を用いた解析を行った。
4.5.1 実験の概要
試験には，4.3節で繰返し載荷を行った稲城砂を用い，作成する供試体の密度や含水比は
4.3節の実験と同様とした。
試験ケースと繰返し載荷直前の間隙空気圧・間隙水圧・サクションの値を表–4.7に示す。
以下では各ケースの載荷を行うまでの手順を図–4.3の試験ステップ図に沿って示す。Case1
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図–4.13 実験結果
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図–4.14 解析結果
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では，(1)水頭差 60cm程度を与えて供試体に通水を行って見かけ上飽和とした上で，(2)排
気・排水条件のもとで間隙水圧はゼロのまま間隙空気圧を増加させることでサクションを
20kPa載荷し，その後 (4)排気・排水条件のままで側圧一定条件でせん断（単調載荷）を行
う。Case2・3では Case1と同様の手順で，(2)の 20kPaの載荷の後に，(3)空気圧を低下さ
せることでCase2では 5kPa，Case3では 2kPaのサクションに低下し，その後 (4)繰返し載
荷を行った。なお，排水・吸水過程における基底応力を net = 25kPaと一定とし，単調載
荷での軸ひずみ速度は 0:05%=minとした。また，通常の飽和三軸試験も行い，Case0とし
て結果を示すこととする。
表–4.7 試験ケースと繰返し載荷直前の間隙空気圧・間隙水圧・サクションの値
ケース 間隙空気圧 間隙水圧 サクション
Case1 20kPa 0kPa 20kPa
Case2 5kPa 0kPa 5kPa
Case3 2kPa 0kPa 2kPa
4.5.2 解析条件
解析に用いた土骨格の構成式の各パラメータや，水分特性曲線および間隙水・間隙空気
に関するパラメータは，表–4.2・表–4.3に示す値とした。
本解析では，排気・排水条件を仮定しており，式 (4.4)を用いることはできない。そこで，
本研究では実際に 1要素からなる有限要素モデルを作成し，排気・排水条件を設定し，上
下・軸対象条件のもとでひずみ制御による鉛直載荷を行った。
4.5.3 解析結果および考察
実験結果を図–4.15に，解析結果を図–4.16に示す。結果は，軸ひずみと軸差応力の関係，
および軸ひずみと体積ひずみの関係として示す。
実験では，載荷前のサクションが大きいほど，同じ軸差ひずみに対して発揮される強度
は大きくなり，また発生する体積ひずみは小さくなっている。また，その差は低サクショ
ン領域で顕著なものとなっている。このような挙動は，例えば小高ら（2008）が行った排
気・排水条件下でのDLクレーを用いた三軸圧縮試験においても見られている。
この挙動を提案した構成式を用いて解析すると，まず (a)の軸ひずみと軸差応力の関係
については，載荷前のサクションが大きいほど大きな軸差応力が発揮される点については，
解析は実験と整合している。しかし，解析では実験と比較すると，主に以下の 2点につい
て違いが見られた。まず，載荷初期の小さな軸差ひずみの領域で生じる軸差応力が，実験
と比較すると大きな値となっている。もう一点は，実験では特に低サクション領域で発揮
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される軸差応力の大きさに違いが見られたが，解析ではこのような違いはあまり見られな
いことである。このような違いが生じる要因としては，構成式で用いる降伏関数内の背応
力 の発展則である非線形移動硬化則の影響が考えられる。前者の載荷初期の軸差応力の
記述については，本研究の主眼は不飽和土の繰返し載荷の挙動をモデルで適切に表現でき
ることにあるため，この精度を低下させないで単調載荷の軸ひずみと軸差応力の関係を適
切に記述できる関数を構築する必要があると思われる。また，後者の低サクション域で生
じる軸差応力の違いを適切に記述するためには，非線形移動硬化則の塑性剛性 aについて，
サクションの大きさに応じて変化する発展則を導入することなどが課題として考えられる。
一方，(b)の軸ひずみと体積ひずみの関係に着目すると，解析で得られた体積ひずみは実
験と同程度の大きさであるが，サクションの大きさに関わらず一定値となっている。すな
わち，解析はサクションが大きな領域で，実験と比較すると体積ひずみを大きく評価して
いることになる。提案した構成式では一般化した非関連流動則を用いるためにダイレイタ
ンシー Dを導入しており，このダイレイタンシー係数 Dにサクション pcの大きさに依存
させる発展則を用いている。この解析では，サクション pcの大きさに応じてダイレイタン
シー係数Dが 0:05～0:25の範囲で変化するようなパラメータの設定を行っているが，生じ
る体積ひずみの大きさは高々0:1%の範囲でしか変わらなかった。そこで，極端な例として，
ダイレイタンシー係数 Dを 0:01～1の範囲で変化するような設定としたパラメトリックス
タディーを行った。その結果，体積ひずみは Dの大きさに応じて変化する幅は 1%と小さ
なものであり，提案モデルによって生じる体積ひずみをサクションの大きさに応じて適切
に表現することは困難であるものと考えられる。
例えば，鈴木ら（2006）はOka（2006）らの不飽和土を考慮した弾粘塑性構成式を用い
てDLクレーの排気・排水条件下の三軸圧縮試験のシミュレーションを行っているが，サ
クションの大きさに応じて軸差応力・体積ひずみを適切に評価できている。この構成式で
は過圧密境界曲面の大きさや圧密降伏応力の大きさなど複数のパラメータにサクションの
大きさに依存する発展則を導入している。以上の考察から，非排気・非排水条件下の繰返
し載荷によって生じる体積ひずみと同様に，排気・排水条件下での単調載荷での体積ひず
みを適切に表現するためには，さらなる構成式の改良が必要となるものと考えられる。
ただし，本研究の目的は比較的少ないパラメータ数での構成式により，不飽和状態にあ
る盛土の繰返し載荷に対する挙動を適切に再現することを最優先としており，静的な荷重
変化への適用は次のステップにあると考えている。そこで，この構成式を更に改良するよ
うなことは現状では行わずに，降雨散水を受けることで盛土に破壊が生じる事例を用いて，
境界値問題への適用性を次節以降で検証することとする。
4.6 まとめ
本章では，細粒分を含む砂を対象として，非排気・非排水条件下での不飽和繰返し三軸
試験を実施するともに，前章で提案した構成式を用いて繰返し三軸試験のシミュレーショ
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図–4.15 実験結果
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図–4.16 解析結果
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ンを行い，実験結果との比較から提案した構成式の妥当性の検証を行った。
4.2節では，海野ら（2013）が展開したひずみ制御条件下での不飽和繰返し三軸試験の支
配方程式を示した。
4.3節では，稲城砂の不飽和繰返し三軸試験を行うとともに，前章で構築した構成式を用
いてそのシミュレーションを行った。改良を行う前の構成式では，間隙水圧や間隙空気圧
の上昇量を過大に評価し，サクションの大きさに関わらず骨格応力がゼロとなり，実験結
果と整合しない結果となった。一方，提案した構成式はサクションの大きさに応じて，間
隙水圧や間隙空気圧の上昇量，骨格応力の減少量を適切に再現することが可能となった。
4.4節では，2004年新潟県中越地震で被災した盛土と同一材料である地山材料を使って，
4.3節と同様の実験を実施しそのシミュレーションを行った。この材料を対象とした実験
のシミュレーションでは，構成式内でサクションの大きさに応じて変化するダイレイタン
シー係数を考慮しなくても，実験の挙動を再現することができた。4.3節の解析結果も踏ま
えると，土骨格の動的挙動に与えるサクションの大きさの効果は，材料によって異なるこ
とが示唆されるが，本モデルではこれを適切に考慮できることが確認された。しかし，4.3
節および 4.4節での解析結果は実験と比較すると，繰返し載荷前のサクションの大きさに
対して繰返し載荷中に発揮される軸差応力の大きさがあまり変わらないこと，また体積ひ
ずみが小さいことなどの課題も明らかとなった。
4.5節では，本研究で構築する解析手法を，浸透水によって崩壊する盛土へ適用するこ
とを見据えて，静的な載荷である単調載荷のシミュレーションへの適用性の検討を行った。
稲城砂を用いて排気・排水条件下での単調載荷試験を行い，そのシミュレーションを行っ
たところ，実験で得られた軸ひずみと軸差応力の関係を定性的には再現することができた。
ただし，サクションの大きさが小さな領域での軸差応力の違いや，生じる体積ひずみの違
いを記述することは現状ではできていない。
次章以降では，提案した構成式を組み込んだ解析手法により，模型振動台実験や実被害
事例のシミュレーションを行い，提案する解析手法の妥当性の検証と，降雨や浸透水の影
響を受けることで，盛土に地震被害が生じるメカニズムの解明を行う。
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5.1 概要
本章では，3.2節で提案した簡易な不飽和土の繰返し弾塑性構成式を組み込んだ，三相系
多孔質体理論に基づく動的解析手法（3.3節・3.4節）を用いて，降雨散水や浸透水の影響を
与えた水平地盤上の盛土の振動台実験の解析を行い，解析手法の妥当性を検証するととも
に，盛土が被害に至るメカニズムの解明を試みた。また，二相解析などのより簡易な解析
手法との比較解析を行うことで，解析手法の有用性を検討した。さらに，降雨散水によっ
て崩壊に至る盛土の変形予測に対する解析手法の適用性についても検討を行った。
5.2節では，水平地盤上の片盛土に対して背面からの浸透水もしくは降雨散水を与えた
模型盛土の振動台実験（松丸ら，2014；礒野ら，2008）を対象に，その解析を行った。実
験は，浸透水や降雨散水を盛土に与えた後に，小さな加速度から徐々に加速度振幅を大き
くしていく段階加振を行っている。解析では，盛土に変形が生じた加振加速度だけでなく，
変形が生じなかった加振加速度も対象としており，解析手法の盛土の変形予測に対する妥
当性の検証を行う。また，実験では盛土の変形以外の項目についても精緻な計測を行って
おり，解析で得られた加振前の水位線位置や飽和度分布，加振中の加速度応答や間隙水圧
の上昇について実験との対比を行った。その上で，盛土内の主要な要素位置での応力～ひ
ずみ関係や応力経路に基づいて，盛土の破壊メカニズムについて考察を行った。
5.3節では，構築した三相系多孔質体理論に基づく動的解析手法の有用性を検証するため
に，従来から液状化解析等で用いられている二相混合体理論に基づく動的有効応力解析手
法や，同じ三相解析ではあるが各要素で間隙水と間隙空気の混在を許容しない（すなわち，
各要素では土骨格の空隙は間隙水もしくは間隙空気のどちらかの相のみで満たされている
とする）疑似二相解析との比較を行った。対象とする例題は 5.2節の中で浸透水を与えた
盛土の振動台実験とした。
5.4節では，降雨散水のみで盛土に崩壊を生じさせる模型実験を対象とした解析を行い，
降雨によって崩壊に至る盛土の変形予測に対する解析手法の適用性を検証する。1.1節で述
べたように，新設盛土の設計ならびに既設盛土の補強のいずれに対しても，地震時のみで
なく降雨時も検討対象となることが多く，提案手法によって降雨に伴う盛土の変形を評価
できるのであればその意義は大きい。検討対象とする例題は，同じ稲城砂を用いた川尻ら
（2014）の散水実験とした。
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5.2 浸透水ならびに降雨散水を与えた水平地盤上の盛土の振動
台実験の解析
5.2.1 試験に用いた散水装置・振動台の概要
実験には，鉄道総合技術研究所で所有する，降雨散水機能付きの振動台を使用した。装
置の外観を図–5.1に示す。実験には振動台土槽は，幅 2:0m，高さ 1:4m，奥行き 0:6mの大
きさである。例えば，のり面勾配が 1 : 1:5の盛土であれば，片断面の形状として高さ 60～
90cmの大きさの模型を構築することができる。加振は，長手方向一方向のみであるが，入
力加速度には正弦波だけでなく不規則波を用いることも可能である。加振の振幅は，例え
ば 5Hzの正弦波であれば最小で 100gal，最大で 1200gal程度とすることができる。これら
の大きさは入力動の周波数と変位振幅の関係から決められる。
一方，降雨散水装置は振動台上空の建屋天井に散水ノズルが設けられており，ノズルか
ら雨滴が降り注ぐ構成となっている。散水ノズルと振動台土槽底面の距離は約 10mである。
降雨強度の大きさに関わらず，土構造物模型の高さまで落下してきた雨滴は霧状となって
いるため，模型を侵食するようなことはない。散水ノズルは建屋天井に 3か所設けられて
おり，振動台土槽内では空間的に均一な降雨強度となることを事前の検定で確認している。
与えることのできる降雨強度は，時間雨量で 20～120mmである。
5.2.2 実験の概要
振動台実験に用いた模型盛土の概略図を図–5.2に示す。模型は実盛土の 10分の 1スケー
ル程度を想定しており，盛土の高さは 60cm，勾配は 1 : 1:5とした。盛土は片断面により
構築している。盛土は前述の含水比・乾燥密度を目標とし，層厚で 5cmごとに締固め管理
図–5.1 振動台と降雨散水装置の概要
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を行いながら構築した。一方，支持地盤については同じ稲城砂を用いるが，揺すり込み沈
下や液状化が生じないよう，締固め密度比 D = 90%（d = 1:37g=cm3）程度として，十分
な締固めを行った。
計測器の配置の一例は図–5.2に示す通りである。ただし，実験ケースによって配置は変
えている。盛土内には加速度計・間隙水圧計ならびに土壌水分計を設置し，加振前に盛土
背面から水の浸透を与える際の飽和度や加振中の盛土の加速度応答，過剰間隙水圧を計測
した。なお，間隙水圧計はセラミックフィルターを取り付けており，不飽和土の領域にお
いても間隙水圧の変動のみを計測できるようにしている。この方法は，他の降雨散水を与
える土構造物の実験において使われている（例えば，玉手ら，2007）。盛土の変形について
は，天端やのり面に設置した変位計によって鉛直・水平変位を計測した。また，振動台正面
は透明なガラスとなっており，振動台実験中に構造物の崩壊状況を確認することができる。
そこで，模型盛土とガラスの間には標点を設置し，振動台実験において土槽正面から高速
度カメラによる撮影を行った。標点の挙動を画像解析することにより，加振中に盛土内で
生じるひずみ分布を求め，盛土の破壊過程を解明することとした（渡辺，2004；Watanabe
ら，2005）。画像解析の標点は変位計がレンジオーバーとなった際の変位量の補完にも活用
した。標点は 50mm間隔で格子状に配置し，グリスを塗布することでガラス面と標点の間
に摩擦が生じないようにした。また，振動台底面の 3箇所の位置においてマノメータを設
け，背面から浸透水を与えた際に形成される盛土内の水位の上昇についても測定した。
実験は，浸透水・降雨散水の与え方と加振波形・加速度の大きさを変えて複数ケース実施
している。解析対象とした実験ケースと浸透・降雨散水の条件，加振波形と加速度の一覧
を表–5.1に示す。ここでは解析対象として，浸透水・降雨散水の与え方の違いと，加振加
速度の大きさに伴う盛土の変形の大小に着目して解析対象とするケースを定めた。Case1・
2では盛土背面に浸透槽を設け,水位を 20cmに保つこどで盛土内への浸透を行った。浸透
槽から盛土への水の供給は，表面を不織布で覆った剛な金網を介して行われる構造となっ
ており，加振時に振動するようなことはなく，変位境界条件（固定境界）を確保すること
ができる。その後，盛土のり先の間隙水圧計で計測される間隙水圧や，のり先のマノメー
図–5.2 振動台実験の概要
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タの水位が上昇を始めた後に加振を行った。Case1では 5Hz20波の正弦波を，Case2では
1995年兵庫県南部地震において神戸海洋気象台で観測された波形のNS成分を，卓越振動
数が 5Hzとなるように時間軸を調整した波を用いた。それぞれの加振波形の例を図–5.3に
示す。いずれのケースにおいても，最初の加振では，最大加速度振幅（ここでは解放のり
面側に慣性力が作用する方向の加速度成分を示すこととする）を 200gal程度とし，その後
盛土が破壊に至るまで，最大加速度振幅を 200galごとに上昇させていく段階加振を行った。
ただし，解析では盛土に変形が生じるケースとそうでないケースの両者に対して手法の妥
当性を検証する目的から，実験結果をもとに表–5.1に記載の加速度を解析ケースに定めて
いる。一方，Case3では振動台上空の散水装置から 30mm=h程度の降雨を連続で 4時間の
散水を行った後に，神戸波による加振を行った。なおいずれのケースにおいても，実験で
は盛土内で過剰間隙水圧が上昇した際にその水圧が消散するための時間を確保することを
目的として，加振と次の加振の間に 3分間のインターバルを設けている。また，実験では
浸透水のみの影響で盛土が加振開始前に変形することを防ぐ目的で，盛土のり先にはふと
んかごを想定した直径 2cm程度の大きさの豆砂利を設置している。
一例として，Case1の振動台実験終了時の盛土の状況を図–5.4に示す。背面からの浸透
水の影響で盛土の多くの領域が湿潤状態となっている。また，加振に伴って盛土はのり面
や天端にクラックを伴いながら変形し，標点の挙動や，画像解析に基づくひずみ分布から
盛土が円弧すべり状の破壊形態を示していることが確認されている。
表–5.1 解析ケース
ケース 浸透・散水の条件 加振波形・加速度
Case1
背面浸透－水位 20cm，4時間
正弦波－ 200gal・400gal
Case2 神戸波－ 400gal・600gal
Case3 降雨散水－時間雨量 30mm，4時間 神戸波－ 600gal・800gal・1000gal
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図–5.3 入力地震波形の例
図–5.4 振動台実験終了時の状況（Case1)
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5.2.3 解析条件
解析に用いた有限要素モデルを図–5.5に示す。モデルは盛土体のみをモデル化し，支持
地盤は考慮していない。節点数は 633であり，そのうちアイソパラメトリック 8節点要素
の 4角形の 4頂点に位置する節点の数は 221である。要素数は 192である。変位境界条件と
して，下端は全節点固定，右端については水平方向のみ固定，鉛直ローラとしている。水
理境界条件としては，モデルの下端および右端は非排水境界とし，盛土の天端およびのり
面では間隙水圧が負の値からゼロとなると排水が始まる流出境界を設定した。間隙空気に
関する境界条件は，モデルの下端および右端を非排気境界，盛土の天端およびのり面につ
いては空気圧がゼロとなる条件を与えた。
解析に用いたモデルパラメータについては，稲城砂の物性値および土骨格の構成式に関
するパラメータは表–4.2に，水分特性曲線に関するパラメータは表–4.3に示す値とした。
また，それ以外の値として，表–5.2に示す物理特性・水分特性曲線のパラメータを設定し
た。なお，のり先の 1要素（図–5.5中のハッチング箇所）については，実験において散水
のみでの盛土の崩壊を防ぐために豆砂利を配置していたことから，解析では盛土材料より
も透水性が高いことを表現する目的として，飽和透水係数を kws = 1:0 10 3m=s，乾燥透気
係数を kas = 1:0  10 4m=sとした。
解析は，初期応力解析の後に，盛土背面から浸透水を与える，もしくは上空から降雨散
水を与える浸透流解析を実験に合わせた時間行い，その後地震応答解析を行った。初期応
力解析では，図–4.6に示す水分特性曲線において盛土構築時の飽和度 24%に相当するサク
ションが 8kPaであることから，間隙水圧を 8kPa，間隙空気圧をゼロとした。模型構築時
の段階的な盛立ては解析では考慮しておらず，一度に全要素に自重を与えている。なお，初
期応力解析では，最初にDrucker-Pragerモデル（Drucker and Prager，1952）を用いて初期
応力状態を求めた後に，構築した構成式で応力状態を引継ぐ解析を行っている。浸透流解析
では，計算時間増分をCase1・2の背面浸透では 60秒，Case3の降雨散水では 10秒とした。
地震応答解析では，高周波振動に対する減衰を確保するため，初期剛性比例型の Rayleigh
減衰を導入しその値を 0:002とした。計算時間増分は 0:001秒とし，Newmarkの時間積分
に用いる ，はそれぞれ 0:3025，0:6を設定した。また，いずれの計算においても各計算
時間ステップにおいて，Newton-Rapson法によって線形化された方程式を，残差ベクトル
のノルムが 1:0  10 8以下になるまで繰返し計算を行った。
5.2.4 解析結果および考察
■加振直前の飽和度・間隙水圧分布
加振前の実験と解析の飽和度分布・間隙水圧分布の比較を図–5.6，図–5.7に示す。これ
らの図は，背面浸透のCase1・Case2，降雨散水のCase3について，(a)が実験で得られた加
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図–5.5 解析に用いた有限要素モデル
表–5.2 解析に用いたパラメータ
土粒子の実質密度 sR(t=m3) 2:723
間隙水の実質密度 wR 1:0
初期間隙比 n0 0:596
飽和透水係数 kws (m=s) 1:86  10 5
乾燥透気係数 kas(m=s) 1:86  10 6
LGモデルパラメータ k, k 3:0, 0:33
振前の飽和度分布と想定される水位線位置，(b)が解析での飽和度分布，(c)が解析での水
位線位置と間隙水圧分布，を示している。
飽和度分布に着目すると，背面浸透のCase1・Case2では大半の領域で飽和度が 100%近
くに達しており，それ以外の領域でも実験同様 50%以上の飽和度となっており，実験結果
を再現できている。一方，降雨散水を与えた Case3では，解析では盛土の下半分が 100%
近くの飽和度となっているがそれより上方の飽和度は小さく，最小の飽和度は 50%程度で
あり，実験ほどの高い飽和度とはなっていない。
次に，間隙水圧分布と水位線位置に着目する。解析では前述の初期応力解析の条件で示
したように初期間隙水圧は  8kPaであったが，いずれのケースにおいても背面からの浸透
水ならびに降雨散水の影響を受け，間隙水圧は 5kPa以上の値となっている。水位線は，実
験のマノメータ水位と比べると若干異なる結果を示す箇所があるものの，両ケースともに
解析は実験の水位を再現できている。なお，両ケースともに解析では盛土ののり先手前で
水位線の高さがゼロとなっている。これは，実験でのり先に設置された豆砂利を考慮して，
解析では透水係数を大きくしていることに起因している。
以上から，若干異なる部分はあるものの解析は実験の加振直前の飽和度や間隙水圧の分
布を表現できていると考えられる。
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(a)実験での水位線・飽和度分布
(b)解析での飽和度分布
(c)解析での水位線位置・間隙水圧分布
図–5.6 加振前の飽和度・間隙水圧分布（Case1・2）
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(a)実験での水位線・飽和度分布
(b)解析での飽和度分布
(c)解析での水位線位置・間隙水圧分布
図–5.7 加振前の飽和度・間隙水圧分布（Case3)
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■盛土のり肩の変位
各ケース・加振加速度ごとの盛土のり肩における鉛直変位の経時変化の比較図を図–5.8
に示す。いずれのケース，加振加速度においても解析は実験の盛土の変位量を再現できて
おり，変位が生じるケース・そうでないケースの違いを明確に表現できている。ただし，小
さな加振加速度では，実験ではほとんど変位が生じていないが，解析では若干の変位が生
じている。これは，構成式で設定している弾性域が極めて小さく（本解析で設定したパラ
メータでは，相当応力比で 0.05の領域），小さな加振加速度であっても応力状態が塑性域
に入ることで塑性変形が生じているためと考えられる。
■盛土の加速度応答
次に，加振加速度に応じた盛土の応答の違いについて,その挙動を確認しやすい正弦波加
振の Case1の結果を示す。図–5.5 中の加速度計 A06および A04の位置での実験と解析の
加速度応答の比較を図–5.9に示す。図は，プラス側が盛土背面側への加速度を示しており，
盛土の解放のり面側に慣性力が作用する方向である。実験では，200gal加振時には入力加
速度と比較して盛土のり肩での加速度応答が増加しており，400gal加振時には増加から減
少に変化していた。200gal加振時の解析では，両加速度計位置で実験とほぼ一致する加速
度応答が得られている。一方，400gal加振時には，解析においても加速度応答が増加から
減少に転じているものの，その程度は実験と比べると顕著ではなく，特に盛土のり肩A04
では加振後半の加速度振幅の低下は表現できていない。また実験では，A04において入力
加速度に対して応答の位相ずれが生じるが，解析では実験よりも周波数は大きく，この挙
動は十分には再現できていない。
この要因として，解析では初期剛性に比例したRayleigh減衰を用いており，これが適切
でない可能性が考えられる。そこで，試行的に逐次剛性比例型のRayleigh減衰を用いた解
析を行った。400gal加振時の加速度応答を図–5.10に示す。のり肩A04での加速度応答は，
減少をより顕著に表現できるようになり，応答の位相ずれも幾分か表現できることを確認
した。ただしこの場合は，盛土下部の A06の加速度応答が実験と乖離する結果となった。
また，盛土のり肩の変位量が初期剛性比例の減衰を用いた場合と比べ 10mm程度大きくな
り，実験結果からの乖離が大きくなった。液状化地盤中の盛土の有効応力解析等でも減衰
に関する議論はなされている（渦岡，2000）が，初期剛性比例型のRayleigh減衰を用いる
ことは変形予測の観点で概ね妥当とされている。
これらを踏まえると，減衰の設定による盛土の変位の違いをケース・加振加速度ごとに
十分には検討できていないが，前述の各ケースの変位比較から判断する限りでは，この
Rayleigh減衰の設定は妥当であると判断できる。
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図–5.8 盛土のり肩の鉛直変位の時刻歴
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図–5.9 加速度の時刻歴
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図–5.10 加速度の時刻歴 (逐次剛性比例型減衰)
■盛土内の間隙水圧の上昇
Case1の 200galおよび 400gal加振時において，盛土のり先のPW14，盛土内部での水位線
以下に位置する PW06，および水位線より上方の PW05での間隙水圧の時刻歴を図–5.11に
示す。PW14，PW05の位置で間隙水圧の初期値が実験と解析で一致していないが，これは
浸透流解析で得られた間隙水圧が実験での加振直前の間隙水圧と一致していないことによ
る。しかしながら，解析では実験での水圧変動の傾向を定性的には再現できており，200gal
加振時には PW14で若干の間隙水圧上昇があるものの PW06・05両位置で間隙水圧の上昇
はない。
一方，400gal加振の際にはいずれの間隙水圧計位置においても加振中に間隙水圧が上昇
する結果となった。ただし，400gal加振時の飽和領域の PW06での間隙水圧の上昇量は実
験よりも大きい。これは，解析が過剰に間隙水圧の上昇量を評価しているか，もしくは実
験での間隙水圧応答が時間の経過に対して階段状となっていることから判断して，間隙水
圧の計測に不具合があった可能性が考えられる。一方，盛土のり先の PW14や盛土内部の
不飽和領域 PW05では，実験と比較すると間隙水圧が上昇するタイミングが異なるものの，
間隙水圧の上昇量は実験結果と整合する結果となっている。
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図–5.11 間隙水圧の時刻歴
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5.2.5 盛土の破壊メカニズムの考察
Case1の 400gal加振時の盛土内での相当ひずみの発達過程を図–5.12に示す。図には加振
開始後 1.40秒後および加振終了時の結果を示した。加振開始後 1.40秒後の (a)に示すよう
にのり先を中心に大きな相当ひずみが生じ，加振終了時には (b)のようにのり先から盛土
天端につながったひずみが卓越する領域が形成されている。実験においても，振動台ガラ
ス面に設置された標点の画像解析によって盛土のり先から天端に向かって円弧状のすべり
面が形成されることが確認されている（松丸ら，2014）ことから，本解析手法によっても
実験で見られた盛土の変形挙動を表現できているものと考えられる。以下では，このよう
な挙動に至った経緯を,解析によって得られた応力やひずみの関係などをもとに考察する。
(a)1.40秒
(b)加振終了時
図–5.12 相当ひずみのコンター
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■せん断ひずみの増加と平均骨格応力減少比との関係
図–5.11で経時変化を示した間隙水圧計 PW14，06および 05の近傍に位置する盛土のり
先の要素 e170，盛土内部の e38および e55における平均骨格応力減少比（SSRR=Skeleton
Stress Reduction Ratio），相当ひずみの経時変化を図–5.13に示す。なお，要素 e55ではサ
クションの経時変化も併せて示している。平均骨格応力減少比は，次式により定義される。
SSRR = 1   p
0
p00
(5.1)
ここに， p00は初期の平均骨格応力 p0の値である。
まず，相当ひずみに着目すると，それぞれの要素で大きさは異なるものの，加振開始約
0.5～1.0秒以降で増加を開始しており，若干ではあるがのり先の e170での増加が早くなっ
ている。一方，平均骨格応力減少比の経時変化については，盛土のり先の e170や盛土内で
水位線以下に位置する e38ではこの時間帯に上昇しており，特に e38では約 1.6秒付近でそ
の値が 1となっていることから，要素が液状化状態に至ったものと考えられる。このため，
この位置では平均骨格応力の減少に起因して相当ひずみが増加したものと考えられる。し
かしながら，のり先の e170での平均骨格応力減少比は加振開始 0.8秒付近で最大となって
以降は増加することはなく，また盛土内部の不飽和領域に位置する e55では加振後 4秒付
近までは SSRRの上昇量が小さく，サクションも減少しておらず，相当ひずみの増加量と
は連動していない。
次に，それぞれの要素での応力経路（平均骨格応力と相当応力関係）を図–5.14に示す。
この図から，e38では平均骨格応力減少比の経時変化が示すように加振に伴って平均骨格
応力が減少し，やがては応力経路が原点に到達し，要素が液状化に至っている。一方，盛
土のり先の e170や盛土内部の不飽和領域の e55では，加振中には破壊線の近傍で増減を繰
り返しており，特に e170では初期応力状態が極めて破壊線近傍に位置しており，この傾向
が強い。これらの要素では，破壊線近傍で応力状態が変動することによって，相当ひずみ
が増加したものと考えられる。
図–5.15にそれぞれの要素での応力～ひずみ関係（せん断ひずみとせん断応力関係，なら
びに軸差ひずみとせん断応力関係）を示す。なお，軸差ひずみは鉛直ひずみ yと水平ひず
み xとの差（y   x）であり，要素が水平方向に伸び鉛直方向に圧縮されるひずみを正の
値としている。盛土のり先の e170では，繰返し載荷に伴って，せん断応力振幅が小さくな
りつつも増減を繰返しながら，せん断ひずみ・軸差ひずみ共に増加している。ひずみの増
加は軸差ひずみよりもせん断ひずみの方が卓越しており，要素が水平左方向へせん断され
る方向にせん断ひずみが増加している。また，軸差ひずみは負の値となっており，要素が
水平方向に圧縮され鉛直方向に伸びる挙動をしていることがわかる。これらは，初期から
存在するせん断応力・軸差応力の影響を強く受けているものと考えられる。一方，e38と
e55ではのり先の e170とは異なり，せん断ひずみよりも軸差ひずみが卓越しており，要素
が鉛直方向に圧縮され，水平方向に伸びる方向に増加している。この軸差ひずみの増加は，
初期から存在する軸差応力の影響に加えて，応力境界条件となるのり先のひずみの発達方
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図–5.13 サクション・平均骨格応力減少比・相当ひずみの時刻歴
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図–5.14 応力経路（平均骨格応力～相当応力関係）
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向の影響を強く受けているものと考えられる。このような盛土内の各要素のせん断ひずみ，
軸差ひずみの増加が盛土の沈下量には大きく影響しているといえる。なお，水位線以下の
e38では加振途中で液状化に至ることから，ひずみが増加する過程ではせん断応力がほと
んど作用していない。
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せん断ひずみとせん断応力の関係　 　軸差ひずみとせん断応力の関係
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図–5.15 応力～ひずみ関係
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■体積ひずみの増加
第 4章の繰返し三軸試験とそのシミュレーションで示したように，不飽和土では非排気・
非排水条件であっても，繰返し載荷に伴って空気の圧縮による体積ひずみが生じる。この
ため，実際の盛土の沈下には，体積ひずみの増加量に起因する部分もあると考えられる。
そこで，応力経路や応力～ひずみ関係を示した各要素での体積ひずみの時刻歴を図–5.16
に示す。相当ひずみの増加と同様に，加振の初期にはのり先付近の e170から体積ひずみの
増加が始まり，盛土内部の e38や e55は少し遅れてからの増加となっている。盛土内の水
位線以下の e38での挙動に着目すると，加振の途中 1.7秒付近で体積ひずみの増加が頭打
ちとなっていることがわかる。この時刻は，図–5.13で示した時刻歴で SSRRが 1となる時
刻と一致していることから，要素が液状化に至ったことでこれ以上の体積ひずみの増加は
なくなったといえる。一方，この時刻まで e38とほぼ同一の増加を示していた不飽和領域
の e55ではその後も加振終了まで体積ひずみが増加している。図–5.11での解析における間
隙水圧の初期値が示すように，これら 3要素の中では e55が最も初期のサクションが大き
く，飽和度が低いことから体積ひずみが増加できる状態にあったと考えられる。
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図–5.16 体積ひずみの時刻歴
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5.3 三相系多孔質体理論に基づく解析手法の有用性の検討
5.3.1 概要
5.2の解析で，提案した構成式を組み込んだ三相系多孔質体理論に基づく解析手法が，浸
透水や降雨散水の影響を受ける盛土の地震時挙動を表現できることがわかった。しかしな
がら，浸透水や降雨散水の影響を受ける盛土の挙動を解析するには，必ずしも三相解析が
必要となるわけではなく，より簡便な手法でも計算できる可能性が考えられる。
そこで，以下では従来から液状化解析等で用いられる間隙空気を取り扱わない二相混合
体理論に基づく解析手法（二相解析）や，間隙空気を考慮するものの，同一要素内で間隙
空気と間隙水の混在を許容しない解析を行うことで，盛土がどのような挙動を示すか検討
を行い，三相解析手法の有用性について検討を行った。
5.3.2 解析条件
解析は，盛土背面から浸透水を与え，正弦波加振を行った Case1を題材に，以下の 3種
類の解析を行った。
Case1-a 5.2節で述べた解析（ここでは，Case1-aと呼ぶ）。
Case1-b Casa1-aと同様に，三相系多孔質体理論に基づく解析手法を用いるが，それぞれ
の要素内では間隙水と間隙空気が混在しない状態での解析。この意味で，疑似二相解
析と呼ぶこととする。ここでは，水分特性曲線の形状を設定することで，盛土のほと
んどの領域で水位線以下では間隙が間隙水で満たされた状態とし，一方で上方では間
隙空気で満たされた状態となるようにする。
Case1-c 液状化解析等で用いられる従来からの土骨格と間隙水からなる二相混合体理論に
基づいた二相解析。水位線以下は土骨格の変位と間隙水圧を未知数とし，水位線より
上方は全応力での取扱いとして土骨格の変位のみを未知数とする。
疑似二相解析であるCase1-bの解析で使用する水分特性曲線を図–5.17に示す。このグラ
フの縦軸は対数軸で整理した。図からわかるように，Case1-aで使用する水分特性曲線と比
べ，Case1-bで設定した水分特性曲線は室内試験結果とは大きくかけ離れており，サクショ
ンがゼロとなる付近で急激に飽和度残留飽和度から最大飽和度へと変化する形状となって
いる。
解析の手順は，Case1-bでは前章の解析と同様に浸透流解析を行った後に，地震応答解析
を行う。Case1-cでは浸透流計算は行わず，他のケースの浸透流解析の結果を参考にしなが
ら，有限要素モデル上で水位線を事前に設定した上で初期応力解析と地震応答解析を行っ
た。Case1-cの解析で用いた水位線位置を有限要素モデルに記述したものを図–5.18に示す。
またこのケースでは，構成式におけるダイレイタンシー係数を水位線以下の要素では常に
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図–5.17 Case1-bで使用する水分特性曲線
図–5.18 Case1-cの解析で設定した水位線位置
初期値である D0とし，水位線より上方の不飽和土の部分では，下限値の D1を用いること
とした。
5.3.3 解析結果および考察
■加振直前の飽和度・間隙水圧および平均骨格応力分布
疑似二相解析の解析結果である Case1-bについて，加振直前の飽和度および間隙水圧分
布を図–5.19に示す。図中には前節で取り扱っていた三相解析のCase1-aの解析結果も再掲
している。両ケースの水位線の位置および間隙水圧の分布は，図中の (c)・(d)に示すよう
にほとんど一致している。一方，図中 (a)・(b)の飽和度分布は両ケースで大きく異なって
いる。疑似二相解析の Case1-bでは，図–5.17に示したように盛土材料の水分特性曲線が，
サクションが正の値となればほとんどの領域で残留飽和度の swr = 17:0%となる形状である
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ことから，飽和度分布図においても水位線より上方ではほとんどの領域で swr = 17:0%の領
域が広がっている。Case1-aの水分特性曲線の設定であれば，浸透水の影響を受けることで
飽和度は 50%以上の値となっている。
次に，各ケースの加振直前の平均骨格応力の分布図を図–5.20に示す。各ケースで加振前
の平均骨格応力の分布は異なっており，疑似二相解析のCase1-bや二相解析のCase1-cでは，
三相解析のCase1-aと比べると小さな平均骨格応力分布となっている。(b)疑似二相解析や
(c)二相解析では，盛土のり面から盛土天端にかけての大気と接する部分で，平均骨格応力
が 1を下回る領域が帯状に分布しているが，(a)に示す三相解析のCase1-aでは，盛土のり
尻からのり面の中腹部分までしかこのゾーンは見られない。式（3.38）に示すように，平
均骨格応力は基底応力以外に，間隙空気と間隙水圧の差であるサクションと飽和度を使っ
て記述するように定義している。特にCase1-aとCase1-bの違いに着目すると，図–5.19に
示した飽和度分布が異なっており，Case1-bではCase1-aと比較すると不飽和土の領域での
飽和度が小さくなっている。このため，算定される平均骨格応力が小さくなり，大気と接
する部分ではほぼ残留飽和度 swr = 17:0%となっていることから，平均骨格応力が小さく評
価されたものと考えられる。また，二相解析の Case1-cでは，間隙空気圧を考慮していな
いためサクションの効果を平均骨格応力に取り込むことができないことに起因して，平均
骨格応力が最も小さくなったものと考えられる。
■盛土のり肩の変位
図–5.21に 200gal・400gal加振時の盛土天端の鉛直変位の時刻歴を示す。三相解析である
Case1-aの解析と比べると疑似二相解析のCase1-bや二相解析のCase1-cでは変位量が大き
くなっており，実験結果（図–5.21に記載）とは乖離する結果となっている。特に，二相解
析である Case1-cの解析では 200gal加振時においても変位が生じており，実験で変位が生
じていないこととは整合していない。
■盛土内の間隙水圧の上昇
次に，400gal加振時を対象に，図–5.18の間隙水圧計 PW06 および PW05の位置におけ
る間隙水圧の経時変化を図–5.22に示す。なお，二相解析である Case1-cの解析では不飽
和土の領域の間隙水圧は求めないことから，PW05では三相解析の Case1-aと二相解析の
Case1-bのみの結果を示している。飽和領域の PW06の挙動に着目すると，Case1-aと比べ
Case1-b・cでは間隙水圧が上昇を開始するタイミングが早い。また，いずれのケースも加振
途中で間隙水圧の上昇は頭打ちとなるが，その上昇量はケースによって異なっている。い
ずれのケースにおいても，加振中に上昇する間隙水圧が初期鉛直応力と等しくなることで
液状化至ったものと考えられるが，この初期鉛直応力がケースによって異なることで間隙
水圧の上昇量が異なったものと考えられる。
5.3 三相系多孔質体理論に基づく解析手法の有用性の検討 101
(a)飽和度分布（Case1-a，図–5.6再掲）
(b)飽和度分布（Case1-b）
(c)水位線位置と間隙水圧分布（Case1-a，図–5.6再掲）
(d)水位線位置と間隙水圧分布（Case1-b）
図–5.19 加振前の飽和度・間隙水圧分布（Case1-aおよびCase1-b）
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(a)Case1-a
(b)Case1-b
(c)Case1-c
図–5.20 加振前の平均骨格応力の分布図
一方，PW05での間隙水圧の上昇量は Case1-a・bで大きく異なっている。三相解析の
Case1-aでは加振中に 2～3kPa程度の間隙水圧の上昇があり，加振前は負の値を示していた
間隙水圧が加振中に正の値へと転じているが，疑似二相解析の Case1-bではほとんど上昇
がなく加振後も負の値を示したままである。この近傍要素の飽和度を確認したところ，三
相解析の Case1-aでは 85:7%と飽和に近い状態であり，間隙水圧が上昇しやすい状況であ
るのに対して，Case1-bでは残留飽和度の 17:0%のままであり，間隙水はほとんど含まれ
ない状態であることから，加振による間隙水圧上昇がなかったものと考えられる。
400gal加振時を対象に，間隙水圧計 PW06・05の近傍に位置する要素 e38・e55の応力経
路（平均骨格応力と相当応力の関係）を図–5.23に示す。図中には，地震応答解析前の初期
応力状態の位置を示している。初期応力の大きさはケース間で異なっており，三相解析の
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図–5.21 盛土のり肩の鉛直変位の時刻歴
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図–5.22 間隙水圧の時刻歴
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(a)Case1-a（図–5.14再掲）
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図–5.23 各要素での応力経路
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Case1-aと比べると疑似二相解析のCase1-bや二相解析のCase1-cの方が小さな初期応力と
なっている。飽和領域の e38では応力経路が加振によって原点へ向かい，図–5.22の間隙水
圧の経時変化にも示したように，タイミングの違いはあるもののいずれのケースでも液状
化に至ったものと考えられる。
一方，不飽和土の領域の e55では，Case1-aでは加振中に応力経路が振動を繰返しながら
原点へと向かうが，Case1-b・cでは Case1-aと比べると初期応力状態が原点に近いにも関
わらず，加振中に応力経路が原点へ到達することはなかった。前述の間隙水圧計 PW05で
の挙動の考察でも述べたが，三相解析のCase1-aとは異なり，疑似二相解析のCase1-bでは
飽和度が低いために，また二相解析の Case1-cでは不飽和土の領域で間隙水圧・間隙空気
圧を考慮しない全応力状態として扱っていることに起因して，平均骨格応力の低下量は小
さくなったものと思われる。これらの解析結果は，盛土の地震時挙動を精緻に評価するた
めには，飽和度やサクションの大きさ考慮して，初期応力状態を適切に評価する必要があ
ることを示唆している。
また，400gal加振時において，不飽和土の領域に位置する要素 e55の体積ひずみの経時
変化を図–5.24に示す。加振直後では二相解析のCase1-cで最も早く体積ひずみが増加を開
始し，三相解析の Case1-aや疑似二相解析の Case1-bではこれよりも少し遅く加振開始後
0:5秒付近で増加を開始するが，その増分は Case1-cよりも Case1-a・bで大きくなってい
る。Case1-aとCase1-bでは前述のように加振開始前の間隙水圧の分布はほとんど同一であ
るが，飽和度分布が大きく異なっており，Case1-bの方が間隙に占める空気の割合が大き
い。三相解析では空気相を考慮しているため，二相解析と比較して不飽和領域でのひずみ
が生じやすく，さらに飽和度が小さいほど間隙空気の圧縮性に起因して，体積ひずみが生
じやすいもの考えられる。このように考えると，地震時の盛土の変形量の評価においては，
不飽和土の領域の土の挙動の評価も重要となるといえる。
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図–5.24 体積ひずみの時刻歴
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5.4 降雨散水による模型盛土の浸透崩壊実験の解析
本節では，降雨散水による盛土の崩壊を模擬した模型実験を対象として，構築した解析
手法を用いた解析を行う。盛土内の水位線の形成状況と発生する相当ひずみの発達過程な
どに基づいて，降雨散水の影響で静的に崩壊する盛土の変形挙動に対する解析手法の適用
性の検証を行うとともに，崩壊要素での平均骨格応力減少比や相当応力比などの経時変化，
および応力経路などから盛土が崩壊に至るメカニズムの解明を行う。
5.4.1 実験の概要
解析対象とした実験は，川尻ら（2014）が行った模型盛土の降雨散水実験を対象とした。
この実験では，地震動を受けた盛土の降雨耐力の低下量を評価することを目的として，加
振を行った模型盛土に対して降雨散水を行い，崩壊に至る降雨量についての検討を行って
いる。実験の中では比較として，加振を行わずに降雨散水のみを与えるケースも行ってお
り，本解析ではこの実験ケースを解析対象とした。
実験で用いた材料，盛土の諸元は 5.2節で示した浸透水や降雨散水を与えた後に加振を
行った模型実験と同一である。模型盛土の構築には稲城砂を用いた。ただし，この実験で
使用した稲城砂の粒度分布は若干異なっており，例えば細粒分含有率は Fc = 10:8%と小さ
な値である。また，模型盛土の密度は 1:150g=cm3であり，降雨や浸透水を与えた後に加振
を行う実験での密度（1:108g=cm3）と比較すると，幾分か大きな密度となっている。盛土
の形状は同一であり，高さは 60cm，のり面勾配は 1 : 1:5となっている。
本実験においても 5.2節で示した散水装置を用いている。実験では，時間雨量 30mm=h
の降雨を与えるが，十分な時間が経過すると盛土内の水位がほとんど変化しない定常状態
となったことが確認されたため，散水開始後 450分が経過した後に時間雨量を 40mm=hに
引き上げ，盛土が崩壊に至るまで散水を継続した。計測は，土壌水分計やセラミックフィ
ルターを取り付けた間隙水圧計を用いて体積含水率や間隙水圧の変化を計測し，盛土のり
肩には鉛直方向に防滴型の変位計を取り付け，盛土の鉛直変位を計測している。また，盛
土底面に設けたマノメータの水位を 10分間隔で記録するとともに，盛土に変状が生じ始め
た後に崩壊が進展していく様子を土槽正面のガラス面越しにスケッチを行っている。
5.4.2 解析条件
図–5.25に解析に用いた有限要素モデルを示す。このモデルは，5.2節の解析で用いた図–
5.5の解析モデルと同一であり，境界条件の設定も同一である。図中には，解析結果として
示すマノメータ位置に該当する節点と，応力やひずみ等の諸量を出力する要素の位置を示
している。なお，解析モデルの都合上，実験でのマノメータ設置位置に最も近い節点での
値を出力することとしており，実験と解析でマノメータの位置が若干異なっている。
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解析に用いたモデルパラメータも，表–4.2，表–4.3および表–5.2に示す 5.2節の値と同一
のものを用いた。ただし，飽和透水係数については用いた稲城砂の粒度と盛土密度の違い
を考慮して，実験により評価された kws = 3:3  10 6m=sを用いることとし，これに合わせ
て乾燥透気係数を kas = 3:3  10 7m=sとした。
解析では初期応力解析の後に，上空から降雨散水を与える浸透流解析を行った。与える
降雨強度は実験に合わせ，解析開始から 450分間は時間雨量 30mm=hを，それ以降は 40mm
とした。浸透流解析での計算時間増分は 20秒とした。
図–5.25 解析に用いた有限要素モデル
5.4.3 解析結果および考察
■盛土内の水位と変位の経時変化
図–5.26に実験および解析で与えた降雨強度の経時変化と，得られた各マノメータ位置
（図–5.25参照）での水位および盛土のり肩での変位の経時変化を示す。
実験では，降雨散水を開始してから 100分後に盛土ののり先に近いマノメータMa01で
水位が幾分か上昇を開始し，200分以降に上昇速度が速くなっている。同様の挙動が盛土内
部のマノメータMa02およびMa03でも見られ，Ma02では 170分後に上昇を開始し，280
分で上昇速度が大きくなり，Ma03では 230分で上昇を開始し，320分で上昇速度が大きく
なっている。同一時刻で 3ヶ所のマノメータの水位に着目すると，散水開始 320分まではの
り先での水位が最も高いが，これ以降は盛土内部のMa2およびMa3の水位の方が大きく
なり，最終的にはMa3の水位が最も大きくなっている。これは，実験では盛土を半断面で
扱っており，のり先から浸透した水が端部境界へ到達した後は，そのまま端部境界に沿っ
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て水位が上昇することに起因して，盛土内部からのり先に向かった水の流れに変わること
によるものと思われる。
実験開始後 450分で降雨強度を時間雨量 30mm=hから 40mm=hから切り替えた後は，一
端低下していた水位の上昇速度が再度増加を開始し，550分で盛土ののり先付近から盛土は
崩壊を開始し，その後崩壊領域が盛土の内部へと進行していった。550分以降で各マノメー
タでの水位の上昇速度が幾分か早くなっているのは，盛土の崩壊があったことで降雨浸透
の境界条件が部分的に変わったことに起因しているものと考えられる。また，のり肩位置
では土塊の崩壊に伴い，約 640分の時点で鉛直変位が急増し，変位計の測定範囲（20mm）
を超過する変位が発生している。
解析で得られた水位に着目すると，実験とは異なりいずれのマノメータ位置においても
水位が一度上昇すると，その速度を変えることなく急激に増加している。しかしながら，
解析で水位が上昇を開始する時刻を，実験での水位上昇速度が大きくなる時刻と比べると，
いずれのマノメータ位置においても両時刻が一致している。また，時間雨量 30mm=hでの
降雨散水を終える 450分の時点での各マノメータの水位を実験と解析で比較すると，のり
先のMa1では実験と比べて解析では 5cmほど小さな水位となっているが，盛土内部のMa2
およびMa3では実験と解析でほぼ等しい水位となっている。
降雨強度を時間雨量30mm=hから40mm=hに切り替えた後は，いずれのマノメータ位置に
おいても実験に比べると解析の方が水位の上昇が早くなっている。解析で時間雨量 30mm=h
のときの挙動を適切に評価できていることを考慮すると，実験で時間雨量 40mm=hを与え
ている際の土槽内へ降り注ぐ降雨強度に空間的なばらつきがあり，40mm=hよりも幾分か
小さな降雨強度となっていた可能性が考えらえる。また，このことに起因して，解析で盛土
が崩壊を開始する時刻（解析では相当ひずみが急激に増加を開始する時刻）が 520分，鉛
直変位が急増する時刻が 530分となっており，実験と比べると早くなっている。なお，解
析ではのり先付近の要素でのせん断ひずみが極端に大きくなり，解析開始 560分で解析の
続行が不可能となった。
■盛土内の崩壊領域の進展
次に，実験での盛土の崩壊状況の進展のスケッチを図–5.27に，解析で得られた相当ひず
みの進展状況を図–5.28に，また変位ベクトルの増加の状況を図–5.29に示す。前述のよう
に実験と解析では盛土の崩壊が始まる時刻が異なっているため，ここでは崩壊開始からの
経過時間として実験と解析の結果を整理した。
実験では，のり先で盛土に崩壊が生じるとともに，徐々に盛土の深部へ変状が進展して
いき，崩壊開始から 60分経過後は盛土のり面の上部まで崩壊領域が進展していた。なお，
のり肩の鉛直変位の急増は，盛土に変状が生じてから 90分の時間が経過してからである。
解析では，のり先で大きな相当ひずみが発生すると，その領域が盛土の深部に進展して
いく様子が表現されており，変位ベクトルは時間の経過とともに増加していることがわか
る。このことから，実験で崩壊領域が盛土深部に進展していく挙動を再現できているとい
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(a)実験結果（川尻ら，2014）
(b)解析結果
図–5.26 降雨強度・盛土のり肩鉛直変位・マノメータ水位の経時変化
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える。ただし，実験と比べると解析では相当ひずみや変位ベクトルの増加速度がかなり早
くなっている。これは，前述のように実験に比べて解析では降雨強度が大きくなっている
可能性があり，このことが一因としては考えられるものの，別の要因として構成式におけ
る相当ひずみの増加速度が実際の土と比べると早いことが考えられる。
図–5.27 実験での盛土の変状のスケッチ（川尻ら，2014）
■のり先付近での要素の各諸量の経時変化
図–5.28で示した解析での相当ひずみの発達過程の中で，変状開始時点（520分）におい
て相当ひずみが増加していた箇所と，その後 550分の時点で増加していた箇所の代表例と
して，図–5.25に示す要素 e184および e148での各諸量の経時変化図を図–5.30に示す。こ
の図での縦軸は，上から順に間隙水圧，平均骨格応力減少比，相当応力比および相当ひず
みとなっている。
間隙水圧の動きに着目すると，盛土のり面の位置に近い要素 e184では，散水開始ととも
に間隙水圧が上昇を開始するが，少し離れた要素 e148では散水開始 30分付近から上昇を
開始している。次に，間隙水圧が 4～ 2kPaとなる頃から平均骨格応力減少比がいずれの
要素においても上昇を始めている。しかしながら，両要素ともに相当応力比や相当ひずみ
は，散水開始 400～450分あたりまでほとんど変動をしていない。
図–5.31には，この時刻歴を降雨強度を時間雨量 40mm=h に切り替えた 450分以降から
550分の間で拡大したものを示す。450分時点では両要素ともに間隙水圧はほとんど 0kPaに
近い状態にあり，やがて両要素ともに間隙水圧が正の値を示すようになり，水位線が到達し
たことがわかる。この間では，平均骨格応力減少比や相当応力比が増加を続けているが，平
均骨格応力減少比が 1に到達するようなことはない。その後，のり先に近い要素 e184では
500分を過ぎたあたりから，相当応力比が解析で用いている限界状態の応力比Mm = 1:187
に到達するとともに，この時刻から相当ひずみが急激に増加を始めている。盛土のり面か
ら離れた要素 e148でも約 520分に相当応力比が Mm = 1:187に到達するとともに，相当ひ
ずみが増加を始めている。のり先に近い要素で相当応力比が限界状態の応力比に到達する
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(a)変状開始時（解析開始 520分）
(b)変状開始 10分（解析開始 530分）
(c)変状開始 30分（解析開始 550分）
図–5.28 解析での相当ひずみの進展
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(a)変状開始時（解析開始 520分）
(b)変状開始 10分（解析開始 530分）
(c)変状開始 30分（解析開始 550分）
図–5.29 解析での変形の進展（変位ベクトル）
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図–5.30 要素の各諸量の時刻歴
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図–5.31 要素の各諸量の時刻歴（450-550分を拡大）
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ことで，相当ひずみが増加を開始し，やがてはこの領域が内部に進展していくことで盛土
の崩壊が進展していくものと考えられる。
図–5.32に両要素での応力経路図を示す。上記の両要素での諸量の経時変化を踏まえる
と，盛土が降雨散水によって崩壊に至る要因は以下のように説明できる。両要素では，盛
土の形状の影響により初期の時点でせん断応力が作用しており，降雨散水に伴う間隙水圧
の上昇の影響を受けることで，平均骨格応力が減少し応力経路が破壊線へと近づく。やが
て，のり先に近い要素から応力状態が破壊線に到達するとともに，盛土の変状につながる
ような相当ひずみの増加を開始する。他の要素でも，盛土ののり先に近い箇所では時間的
な遅れはあるものの同様の挙動を示し，盛土の変状が拡大する。このような挙動は，例え
ば堀（2004）が実施した霞ヶ浦砂を用いた模型盛土の散水実験の考察においても示されて
いる。本解析手法によって，盛土が降雨散水や浸透水のみの影響で崩壊に至る挙動を再現
できることを示唆している。
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図–5.32 要素の応力経路（平均骨格応力と相当応力の関係）
5.5 まとめ
本章では，提案した不飽和土の繰返し弾塑性構成式を組み込んだ三相系多孔質体理論に
基づく解析手法の適用性を，降雨散水や浸透水の影響を与えた水平地盤上の盛土の振動台
実験の解析を通じて検証するとともに，盛土が被害に至るメカニズムの解明を試みた。ま
た，二相解析などのより簡易な解析手法との比較解析を行うことで，解析手法の有用性を
検討した。さらに，降雨散水によって崩壊に至る盛土の変形予測に対する解析手法の適用
性についても検討を行った。
5.2節では，水平地盤上の片盛土に対して背面からの浸透水もしくは降雨散水を与えた後
に加振を行う模型実験を対象とした解析を行った。実験は降雨や浸透水の与え方，加振波
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形や加速度の大きさを変えて複数ケース実施しており，解析でもこれらの複数のケースを
対象とした。得られた盛土の変位や加速度応答，間隙水圧を実験と解析で比較することで
手法の妥当性を検証するとともに，盛土の破壊メカニズムの考察を行った。その結果，以
下の知見が得られた。
1. 解析手法により，複数の加振ケース・加振加速度に対して，実験で観察された盛土の
変位，加速度応答および間隙水圧の挙動を再現することができ，解析手法が妥当なも
のであることを示した。
2. 盛土内の各要素の挙動から，盛土が破壊に至る過程を解明した。応力状態が破壊線近
傍で繰返し増減することや，水位線以下では液状化に至ることで軸差ひずみ・せん断
ひずみが生じること，ならびに間隙空気の圧縮性による体積ひずみの増加に伴って盛
土に変形が生じることを示した。
5.3節では，5.2節で示した同じ振動台実験を解析対象として，本解析手法と，間隙空気
圧を考慮しない二相解析や，同じ三相解析ではあるが各要素で間隙水と間隙空気の混在を
許容しない疑似二相解析との比較検討を行い，手法の有用性を検証した。その結果，以下
の知見が得られた。
1. 三相解析手法と比べると，疑似二相解析や二相解析では盛土の変位量を過大に評価す
ることを示した。
2. 上記の三種類の解析法では，地震前の盛土の初期平均骨格応力が異なり，三相解析手
法と比べると疑似二相解析や二相解析では盛土の初期平均骨格応力が小さなものと
なった。このことにより，地震中に盛土内の要素の応力経路が原点や破壊線に到達し
やすくなることを示した。
5.4節では，降雨散水のみで盛土に崩壊を生じさせる模型実験を対象とした解析を行い，
降雨によって盛土が崩壊に至る変形予測への解析手法の適用性を検証した。その結果，以
下の知見が得られた。
1. 降雨散水の影響を受ける盛土が崩壊に至る過程を，解析手法ではのり先付近からの相
当ひずみの発達により再現できることを示した。
2. 降雨散水の影響で盛土が崩壊に至る要因は，水位が上昇することでのり先付近の要素
での応力経路が平均骨格応力の減少によって破壊線に到達し，このためせん断ひずみ
が増加することによることを示した。
以上限られた解析ではあるが，構築した手法により降雨や浸透水の影響を受ける盛土の
地震時挙動を適切に評価できることが示されるとともに，盛土が地震被害を受けるメカニ
ズムを明らかにすることができた。また，他の解析手法との比較から，三相解析手法の有
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用性が示され，さらには解析手法が降雨散水で崩壊する盛土の変形予測に対しても適用可
能であることがわかった。
第 6章では，2004年新潟県中越地震で見られたような，傾斜地盤上の盛土が降雨の影響
を受けることで地震被害に至る要因を解明することを目的として，模型振動台実験および
実際の被害事例を対象とした解析を行う。
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6.1 概要
本章では，三相系多孔質体理論に基づく動的解析手法を用いて，過去の地震被害で多く
見られた傾斜地盤上の盛土が降雨を受けることで地震被害が生じる事象を対象に，模型振
動台実験や実被害事例の解析を行う。解析手法の妥当性の検証と盛土が崩壊に至るメカニ
ズムの考察を行うとともに，盛土内での水位の有無や，含水状態の違いが地震時挙動に与
える影響について比較検討を行った。
6.2節では，傾斜地盤上に構築した盛土に降雨散水を与え，加振を行う実験（Matsumaru
ら，2012）を対象とした解析を行う。盛土と傾斜地盤の間の水理境界条件が透水性を有す
る場合と不透水の場合の 2ケースの実験を行い，盛土内での水位線の有無の違いによる地
震応答挙動の違いについて検討した。また，5.2節の水平地盤上の盛土に降雨散水や浸透
水を与えた後に加振を行った実験と同様に，実験は加速度振幅を増加させ，盛土が崩壊に
至るまで加振を行った。解析では両ケースに対して，加振前の飽和度上昇や水位線の形成
の有無，加振による盛土の変形モードの違いや加速度振幅の大きさに応じた変位量につい
て定量的な評価を行い，盛土内の水位の有無によって地震時挙動がどのように変わるかを，
盛土内の加速度応答，間隙水圧，要素での応力経路や応力～ひずみ関係に基づいた考察を
行った。
6.3節では，2004年新潟県中越地震で被害を受けた鉄道盛土（森島ら，2005）を対象と
した地震被害の再現解析を行う。この地震では，山間部の傾斜地盤上の谷渡り盛土に大規
模な崩壊が多数生じているが，地震直前の台風による降雨によって盛土内の飽和度が上昇
し，この状態で地震動を受けたことで被害の拡大につながったことが指摘されている。そ
こで，構築した解析手法を用いて降雨の影響を考慮した解析を行い，実際の被害状況の再
現を試みるとともに，盛土の地震被害に及ぼす直前の降雨の影響について考察を行った。
6.2 降雨散水を与えた傾斜地盤上の盛土の振動台実験の解析
本節では，傾斜地盤上に模型盛土を構築し，降雨散水を与えた後に加振を行う模型実験
とその解析を行う。実験では，盛土内での飽和度分布は同一であるが，水位線の形成状況
が異なる場合の盛土の地震時の挙動を把握することを目的として，盛土と傾斜地盤の間の
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透水条件を変えた実験を行った。そして，解析手法により実験の再現解析を行うことによ
り，傾斜地盤上の盛土の地震時挙動の評価に対する解析手法の適用性の検討を行うととも
に，盛土が崩壊に至るメカニズムについて解明を行った。
6.2.1 実験の概要
実験に用いた模型盛土の概略図を図–6.1に示す。模型は実盛土の 10分の 1スケール程度
を想定しており，盛土の高さは 55cm，勾配は 1 : 1:5とし，傾斜地盤の勾配は 20度とした。
盛土には 5.2節での実験と同様に稲城砂を用いており，盛土構築時の乾燥密度や含水比も
同様のものとしている。傾斜地盤には粒度調整砕石を用いており，最適含水比付近の含水
比で十分な締固めを行って構築した。
実験は 2ケース行っている。Case1では傾斜地盤上に直接盛土を構築するケースである。
一方，Case2では盛土と傾斜地盤の境界に十分な摩擦性を有する鉄板を設置し，盛土から
支持地盤への浸透を遮水する構造とした。すなわち，Case1では盛土と傾斜地盤の境界部
が透水境界であるのに対して，Case2では不透水境界となっている。ただし，飽和度の低
い状態の礫は透水性が低いため，Case1の実験でも速やかに盛土から傾斜地盤へへの浸透
がなされるわけではない。
実験での計測は 5.2節で述べた水平地盤上の盛土を扱った実験と同様に，盛土内には加
速度計，土壌水分計及び間隙水圧計等を設置し，加振前の降雨散水中の飽和度や加振中の
加速度応答，間隙水圧を計測した。盛土の変位については，のり肩付近に鉛直変位計を設
置したが，主としては，模型盛土に多数設置した標点を高速度カメラにより撮影し，画像
解析を行うことで確認した。実験は，降雨散水を与えた後に，盛土内での飽和度の上昇や，
Case2の場合にはのり先付近での水位線の形成を確認した後に加振を行う手順で行った。両
ケースでの降雨散水の与え方と加振条件の一覧を表–6.1に示す。降雨散水は両ケースとも
に，時間雨量約 20mm=hの降雨強度を与えた。降雨散水を行った時間は，Case1では 240
分，Case2では 150分である。加振には 5Hz20波の正弦波を用い，表中に示すように加速
図–6.1 模型盛土の概要
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度振幅を増加させる段階加振を行っている。
両ケースにおいて，入力加速度 400galの加振終了時の盛土の変形状況を図–6.2に示す。
Case1では盛土ののり面や天端にクラックが生じるとともに深い円弧すべりが生じた。一
方，Case2では加振の途中に盛土がのり先から流動的な崩壊が生じ，盛土が原形を留めな
いような大変形に至っている。
表–6.1 各ケースでの降雨条件と加振条件
ケース 降雨散水の条件 加振波形・加速度
Case1 時間雨量 20mm=h，240分 正弦波－ 100gal・400gal
Case2 時間雨量 20mm=h，150分 正弦波－ 200gal・400gal
(a)Case1
(b)Case2
図–6.2 加振終了時の盛土の状況
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6.2.2 解析条件
解析に用いた有限要素モデルを図–6.3に示す。節点数は 1429であり，そのうちアイソパ
ラメトリック 8節点要素の 4角形の 4頂点に位置する節点の数は 489である。要素数は 452
である。変位境界条件として，下端は全節点固定，右端については水平方向のみ固定，鉛
直ローラとしている。水理境界条件としては，モデルの下端および右端は非排水境界とし，
盛土および傾斜地盤の天端およびのり面では間隙水圧が負の値からゼロとなると排水が始
まる流出境界を設定した。間隙空気に関する境界条件は，モデルの下端および右端を非排
気境界，盛土および傾斜地盤の天端およびのり面については空気圧がゼロとなる条件を与
えた。
解析に用いたモデルパラメータは，稲城砂については 5.2節の解析と同様に，表–4.2，表–
4.3および表–5.2に示す値と同一のものを用いた。一方，粒度調整砕石で構築された傾斜地盤
は弾性体でモデル化するものとした。設定したモデルパラメータを表–6.2に示す。また，設
定したパラメータを使って描かれる水分特性曲線を図–6.4に示す。水分特性曲線のパラメー
タは，例えば貴堂ら（2009）の礫材を対象とした保水性試験の結果を参考に定めた。また，
盛土と傾斜地盤に不透水境界を設けた Case2では，盛土と接する粒度調整砕石（図–6.3の
ハッチング箇所）の飽和透水係数を kws = 1:010 15m=s，乾燥透気係数を kas = 1:010 15m=s
と十分小さな値に定め，盛土と傾斜地盤の間の不透水条件を模擬した。
解析は，初期応力解析の後に，上空から降雨散水を与える浸透流解析を実験に合わせた時
間行い，その後地震応答解析を行った。浸透流解析では，計算時間増分を10秒とした。また，
地震応答解析では，高周波振動に対する減衰を確保するため，初期剛性比例型の Rayleigh
減衰を導入しその値を 0:001とした。計算時間増分は 0:001秒とし，Newmarkの時間積分
に用いる ，はそれぞれ 0:3025，0:6を設定した。
図–6.3 解析に用いた有限要素モデル
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表–6.2 解析に用いた粒度調整砕石のパラメータ
土粒子の実質密度 sR(t=m3) 2:710
間隙水の実質密度 wR 1:0
初期間隙比 n0 0:180
飽和透水係数 kws (m=s) 1:00  10 3
乾燥透気係数 kas(m=s) 1:00  10 4
Lame´の定数 ， 90; 000,　 60; 000
最大飽和度 sws 0:99
残留飽和度 swr 0:01
LGモデルパラメータ alg，blg，clg 100:0， 6:0，1:0
LGモデルパラメータ k, k 0:5，2:0
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図–6.4 設定した粒度調整砕石の水分特性曲線
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6.2.3 解析結果および考察
■加振直前の飽和度・間隙水圧分布とのり面の変状
加振前の実験と解析の飽和度分布・間隙水圧分布の比較を図–6.5，図–6.6に示す。これ
らの図は，盛土と傾斜地盤の間が透水境界となっているCase1，および不透水境界となって
いるCase2の両ケースについて，(a)が実験で得られた加振前の飽和度分布と想定される水
位線位置，(b)が解析での飽和度分布，(c)が解析での水位線位置と間隙水圧分布，を示し
ている。以下では，盛土内での飽和度や間隙水圧・水位線位置について実験と解析の比較，
ならびにケース間の比較を行う。
飽和度分布に着目すると，実験では両ケースともに盛土と傾斜地盤の境界部に近いほど，
またのり先に近いほど飽和度が高くなっているが，ケース間での違いは少ない。解析では，
実験と同様に盛土と傾斜地盤の境界部やのり先を中心に飽和度が高い値を示しており，両
ケースでほぼ同一の飽和度分布となっている。ただし，実験での最小飽和度が 40～50%の
値を示している箇所があるのに対して，解析での最小飽和度は 60%程度の値となっており，
実験と比べると解析での飽和度は全体的にやや高い値となっている。
次に，間隙水圧と水位線の状況について着目すると，飽和度分布と同様に解析で得られ
た間隙水圧の分布は両ケースで違いはない。しかしながら，盛土と傾斜地盤の境界が透水
性境界となっている Case1では水位線が形成されることはなかったが，実験では盛土と傾
斜地盤の間を不透水境界とした Case2においてのみ，盛土ののり先で水位線が形成されて
いるが，解析においてもこの状況を再現できている。
なお，盛土と傾斜地盤の境界部を不透水境界とした Case2の実験では，加振直前に盛土
ののり先で変状が生じていた。その状況を図–6.7に写真で示す。一方，解析での加振直前
の盛土の変位ベクトルならびに相当ひずみ分布を図–6.8に示す。なお，変位ベクトル図で
は，左上の矢印の大きさが 50mmの変位量の等しい。これらの図から，実験と同様に解析
においても降雨散水の影響で盛土のり先を中心に変状が生じている状況を評価できている
ことがわかる。また，Case1の実験ではこのような状況にはなっていなかったが，解析に
おいても降雨散水のみの影響で盛土に変形が生じるようなことはなく，実験に則した結果
となっている。
■盛土の変形
両ケース・加振加速度ごとの盛土のり肩における鉛直変位の経時変化の比較図を図–6.9
に示す。実験結果は全て振動台正面に設置されたのり肩近傍の標点の挙動に基づいている。
両ケースともに加振加速度が小さな 100galや 200galでの加振では，盛土に変位が生じな
かったが，400galの加振では盛土のり肩に変位が生じている。その大きさはのり先に水位
線が形成されていない Case1と比べ，水位線が形成された Case2でははるかに大きな変位
となっている。なお，Case2ではその変形の規模が大きく，加振開始 4秒付近で変位の追跡
が不可能となった。
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(a)実験での水位線・飽和度分布
(b)解析での飽和度分布
(c)解析での水位線位置・間隙水圧分布
図–6.5 加振前の飽和度・間隙水圧分布（Case1）
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(a)実験での水位線・飽和度分布
(b)解析での飽和度分布
(c)解析での水位線位置・間隙水圧分布
図–6.6 加振前の飽和度・間隙水圧分布（Case2)
図–6.7 Case2の実験での盛土のり先での変状
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(a)変位ベクトル
(b)相当ひずみ分布
図–6.8 Case2の解析での加振直前の変位ベクトルと相当ひずみ分布
この状況を解析では，加振加速度の大きさ・実験ケースによる変位量の違いを明確に表
現できている。ただし，Case1の 400gal加振時には，実験では加振の進行とともに変位の
増加速度が低下するのに対して，解析では加振開始 2～3秒付近で変位の増加速度が大きく
なるという違いが見られる。
次に，400gal加振時を対象として，両ケースの標点の軌跡図を図–6.10に示す。写真の
盛土の形状はいずれも加振終了時のものであり，各標点で加振前の位置から写真の位置へ
の移動を軌跡として表している。また，軌跡は実際の変位量を等倍スケールで表しており，
写真右下には振動台ガラス面の格子が写りこんでいるが，この一辺が 10mmの大きさを表
している。この図からも，Case1に比べて Case2では盛土全体で変位量が大きくなってい
ることがわかる。なお，Case2では加振の途中に標点が崩壊する土塊によって識別できな
くなったものや，追跡ができなくなったものが多数あった。
この軌跡図に対応する形で，解析では両ケースの 400gal加振終了時の変位ベクトル図を
図–6.11に示す。解析においても両ケースでの変形量の違いを適切に表現できている。
また，両ケース 400gal加振終了時の相当ひずみの分布を図–6.12に示す。Case1ではのり
先付近の盛土と傾斜地盤の境界部付近を中心にやや大きな相当ひずみが生じているが，盛
土天端まで到達はしていない。これに対して，Case2ではのり先から盛土天端にかけての
広範な領域で非常に大きな相当ひずみが生じており，のり先付近の相当ひずみの大きさは
Case1と比べると大きな値となっている。
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図–6.9 盛土のり肩の鉛直変位の時刻歴
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(a)Case1
(b)Case2
図–6.10 実験での加振による標点の軌跡（400gal加振時）
(a)Case1
(b)Case2
図–6.11 解析での加振による変位ベクトル（400gal加振時）
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Case1と Case2の違いは盛土と傾斜地盤の境界部の浸透に関する条件を変えたことであ
るが，加振直前の盛土のり先での水位線の形成の有無が異なっていた。盛土の地震時の変
形挙動に対しては，この水位線の形成の有無が大きく影響していることが伺える。
(a)Case1
(b)Case2
図–6.12 解析での加振終了時の相当ひずみ分布（400gal加振時）
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■盛土の加速度応答
400galでの加振時を対象に，両ケースでの盛土のり肩における加速度応答を図–6.13に示
す。図は，+側が盛土背面側への加速度を示しており，盛土の解放のり面側に慣性力が作
用する方向である。実験では，盛土内に水位線が形成されていない Case1では加振ととも
に+側への加速度応答が増加し，最大で 800gal程度の応答加速度となっている。一方，盛
土のり先に水位線が形成されていた Case2では，加振の初期には Case1と同様に +側への
加速度応答の増幅が見られたが，加振の途中から徐々にその大きさは低下していく挙動を
示している。ただし，Case2では盛土の変形量が極めて大きく，すべり土塊とともに加速
度計も移動しており，加振後半での加速度応答を適切に記録できていない可能性も考えら
れる。
解析では，Case1では加振中ほとんど応答が変化しない状況となっており，Case2では若
干の加速度応答の低下が見られるが，両ケースの違いはあまり明確なものとはなっていな
い。実験結果との比較では，特に上述した +側への加速度応答を適切には再現できていな
い。また，実験では盛土内の他の箇所での加速度応答は両ケースともに空間的な変動を示
していた（Matsumaruら，2012）が，解析ではほぼ一様な応答であった。
しかしながら， 側である解放のり面側への加速度応答には実験と解析で極端な違いが
なく，5.2節の水平地盤上の盛土の振動台実験の解析では，加速度応答についてもある程度
解析が実験を再現することができていた。このことを踏まえると，+側への加速度応答は
盛土と傾斜地盤の間での相互作用を強く受けるが，現状の解析ではこの相互作用を十分に
は評価できておらず，実験と解析の違いの一因となっているものと考えられる。
■盛土内の間隙水圧の上昇
両ケース 400gal加振時を対象に，図–6.3に示した間隙水圧計 PW07，04，02における間
隙水圧の時刻歴を図–6.14に示す。これらの図には，比較としてCase1の実験での間隙水圧
の時刻歴も併せて示してる。なお，Case2の実験では盛土の変形量が大きく，崩壊土の影
響を受けることで間隙水圧の計測が十分な精度でない可能性があること，また Case1の実
験での水圧計 PW07は正確な動作をしていなかったことを受けて，これらの図中には結果
を表示していない。
まず，Case1の実験と解析の比較を間隙水圧計 PW04と PW02の位置で行う。実験では
加振ととも PW04，PW02の両間隙水圧計で間隙水圧が上昇をしているが，解析では PW04
では間隙水圧の上昇が見られるものの，大きな上昇は加振開始から約 3秒と実験に比べる
と遅く，PW02では間隙水圧の上昇が全く見られない。両水圧計位置ともに，実験では加
振前の間隙水圧が解析に比べると大きくほとんどゼロに近い値であり，間隙水圧が上昇し
やすい状態にあった可能性が考えられる。一方，解析における盛土と傾斜地盤の境界部で
の加振前の飽和度分布は図–6.5に示したようにのり先に近いほど高く，盛土天端に近い位
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図–6.13 加速度の時刻歴（400gal加振時）
置ほど低い値となっている。このことを受け，解析では PW04では間隙水圧が上昇したも
のの，PW02ではほとんど変動がなかったものと考えられる。
次に，Case1とCase2の解析での間隙水圧の比較を行い，のり先での水位線の形成の有無
の影響について考察する。初期の間隙水圧は，PW07を除くと両ケースでほとんど同一の
値となっている。PW07では，両ケースともに間隙水圧の上昇量が他の水圧計と比べると極
めて小さい。ただし，Case2では加振開始約 0.4秒の時刻で，Case1では約 3.0秒の時刻で
間隙水圧が最大値となった後はゆっくりと低下している。5.2節の解析でも示したように，
のり先付近では要素の応力状態が極めて破壊線に近く，加振によって破壊線に到達した可
能性が考えられる。このことについては，後で示す要素の応力経路図に基づき考察する。
一方，PW04や PW02では加振前の間隙水圧の値は両ケースでほぼ同等であるものの，
PW04ではCase1に比べてCase2での間隙水圧の上昇が早く，PW02ではCase1では間隙水
圧の変動がほとんどなかったのに対して，Case2では加振の後半で間隙水圧が上昇してい
ることなどが確認できる。Case1に比べると Case2では水位線が形成されていることによ
り，間隙水圧が上昇しやすい状態にあったものと考えられる。
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図–6.14 間隙水圧の時刻歴
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6.2.4 盛土の破壊メカニズムの考察
盛土内の各要素の応力経路や応力～ひずみ関係に基づき，両ケースで盛土の変形の規模
が異なった要因について考察を行う。
Case1・2の 400gal加振時を対象として，図–6.14で時刻歴を示した間隙水圧計位置近傍
の要素 e37，e186，および e275の応力経路図（平均骨格応力と相当応力の関係）を図–6.15
に示す。まず，両ケースそれぞれの要素で初期応力の大きさの比較を行うと，いずれの要
素においても平均骨格応力，相当応力ともにケース間での違いは小さい。これは，両ケー
スで加振前の飽和度や間隙水圧の大きさに大きな違いがないことに起因しているものと思
われる。ただし，のり先付近の e37では，水位線が形成されている Case2では加振前から
ほぼ破壊線に近い位置に応力状態があることがわかる。このことに起因して，加振前から
のり先での相当ひずみが発達し変状が生じたものと考えられるが，この事象は，5.4節で示
した降雨散水によって崩壊に至る盛土ののり先付近の要素と同一の挙動であると思われる。
また，加振前から応力状態が破壊線近傍に位置することが，その後の加振に伴う盛土の変
形量が Case1と比べるとかなり大きなものとなった要因であると考えられる。
次に，加振中の要素の挙動について着目する。のり先の e37においては，Case2では前述
のように加振前から要素が破壊線近傍に位置するため，加振中も破壊線に沿った応力経路
を描いている。一方，Case1では加振前は破壊線から離れた位置に初期応力があるものの，
加振中に平均骨格応力が減少しながら破壊線に極めて接近した位置で応力が変動をしてい
る。なお，破壊線への接近は加振開始 3秒付近であり，図–6.14で示した間隙水圧計 PW07
の位置での間隙水圧の上昇が頭打ちとなる時刻とほぼ同一であった。
要素 e186と e275では，Case1では応力が増減を繰返していはいたものの，応力経路が破
壊線や原点に到達するようなことはなかった。一方，Case2では，加振中に応力経路が原点
に到達をしている。両要素では，加振前には水位線よりも上方に位置しており不飽和状態
にあるものの，Case2の加振ではのり先の要素を中心に要素が加振後直ちに破壊状態に至
る影響を受けることで，液状化に至ったものと考えられる。そして，傾斜地盤との境界部
での液状化の発生により，盛土が流動的な崩壊に至ったものと思われる。一方，Case1では
水位線が存在せず，のり先付近で応力経路が破壊線に接近するものの，その程度は Case2
と比べると小さく，要素 e186や e275では液状化に至ることはなかったものと考えられる。
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図–6.15 応力経路（平均骨格応力と相当応力の関係）
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図–6.16にそれぞれの要素での応力～ひずみ関係（せん断ひずみとせん断応力の関係，な
らびに軸差ひずみとせん断応力の関係）を示す。なお，軸差ひずみは鉛直ひずみ yと水平
ひずみ xとの差（y   x）であり，要素が水平方向に伸び鉛直方向に圧縮されるひずみを
正の値としている。
のり先の e37では，加振とともに要素が水平左方向へせん断される方向のせん断ひずみ
と，水平方向への伸張と鉛直方向への圧縮の軸差ひずみが生じている。なお，5.2節の水平
地盤上の盛土の振動台実験の解析ではのり先での軸差ひずみがほとんど生じていなかった
が，この実験では傾斜地盤上に盛土が構築されているため，解析ではのり先付近でも初期
の軸差応力が大きく評価され，軸差ひずみも増加したものと考えられる。Case1と Case2
で比較すると，Case2の方が生じるせん断ひずみ，軸差ひずみ共に大きな値となっている。
加振前の段階で図–6.15の応力経路図に示したように，Case2では初期応力状態が既に破壊
線に極めて近い状態にあるため，加振前からせん断ひずみと軸差ひずみが生じていること
や，この応力～ひずみ関係図では加振中に作用するせん断力が Case1と比べて小さいにも
関わらず増加するひずみ量が大きいことから，加振中の平均骨格応力の減少と破壊線への
到達の両者の影響を受けひずみが増加したものと考えられる。
盛土天端下に位置する e186では，Case2の解析で軸差ひずみが増加している。この応力
～ひずみ関係は，5.2節で示した水平地盤上の盛土の振動台実験を対象とした解析での水位
線以下の要素での応力～ひずみ関係と同様であり，軸差ひずみが増加する過程では作用す
るせん断力の大きさが極めて小さいことから，加振による液状化の発生に起因した軸差ひ
ずみの増加であると判断できる。一方で，Case1ではせん断応力振幅が維持されたままで
あり，せん断ひずみ・軸差ひずみ共にほとんど増加してない。
このように考察すると，盛土ののり先での水位線の形成が，のり先での応力やひずみの
挙動のみならず，それ以外の部分での挙動に対しても大きく影響を及ぼしていることがわ
かる。のり先部分での水位線の形成が盛土の耐震性の低下を引き起こすことが要素レベル
の挙動から示唆されるが，このことは例えば肥後ら（2012），土井ら（2012）の簡易三相
解析手法を用いた不飽和盛土の解析においても示されている。盛土の耐震性を確保するた
めには，盛土内の水位を上昇させないことが重要であることを解析により説明することが
できた。
6.2 降雨散水を与えた傾斜地盤上の盛土の振動台実験の解析 135
Case1 Case2
-2
-1
0
1
2
-2 -1 0 1 2
Shear strain
 
Sh
ea
r s
tre
ss
 [k
Pa
]
-2
-1
0
1
2
-2 -1 0 1 2
Shear strain
 
Sh
ea
r s
tre
ss
 [k
Pa
]
(a)e37（せん断ひずみとせん断応力の関係）
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(b)e37（軸差ひずみとせん断応力の関係）
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(d)e186（軸差ひずみとせん断応力の関係）
図–6.16 応力～ひずみ関係
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6.3 新潟県中越地震における鉄道盛土の被災事例の解析
本節では，2004年新潟県中越地震で被害を受けた，上越線 220k300mの盛土を対象とし
た地震被害の再現解析を行う。この地震では，山間部の谷渡り盛土に大規模な崩壊が多数
生じているが，地震直前の台風に伴った降雨によって盛土内の水位や飽和度が上昇し，この
状態で地震動を受けたことで被害の拡大につながったことが指摘されている。そこで，構
築した解析手法に基づき，この降雨の影響を加味した解析を行った。解析により，実際の
被害状況の再現を試みるとともに，盛土の地震被害に及ぼす地震直前の降雨の影響につい
て，複数ケースの解析を実施し考察を行った。
6.3.1 被災盛土の概要
2004年 10月 23日に発生した新潟県中越地震では，鉄道在来線の土構造物に甚大な被害
が生じており，上越線や信越線ははじめとして，4線区 86箇所で盛土崩壊，路盤沈下，切
土斜面崩壊などが発生した（森島ら，2005）。中でも大規模な盛土等の崩壊は，信越線で 2
箇所，上越線で 5箇所発生している。特に，上越線の崩壊は，震源地に近い越後川口・小
千谷間の，線路延長で約 2kmの区間に集中している。この区間の盛土は，信濃川の河岸段
丘崖を東山丘陵から流下する小河川が侵食した谷部分を埋め立てて建設され，その後の線
路増設工事で複線化したものである。
対象とする盛土は，この中の上越線 220k300m付近の下り線盛土である。盛土の崩壊略
図を図–6.17に，また実際の崩壊状況を図–6.18に示す。崩壊箇所は，信濃川本流に面して
いる攻撃斜面急崖部の上部に当たる。基盤は，川口層上部に当たる泥岩で信濃川へ向かっ
て層傾斜している流れ盤構造となっている。その上部に不整合で第四紀更新世の浅海，河
川堆積層である魚沼層が覆っている。下り線が開業当初からの線であり，急崖斜面上の川
口層，魚沼層および崖錘堆積層を切土した構造となっている。上り線は複線電化時に建設
され，下り線に平行して山岳トンネル在来工法によるトンネル（天王トンネル）とコンク
リートボックスのスノーシェルターが連続している。その斜面上部を国道が通っている。
図–6.17 盛土の被災断面の略図（松丸ら，2006）
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図–6.18 盛土の被災状況（森島ら，2005）
崩壊最上部は国道部の亀裂であり，崩壊幅は下り線部で延長約 55m，上り線ではスノー
シェルターとトンネルの接続部分を中心に崩土が崩落し，一部コンクリート覆工が露出し
た。崩壊斜面長は推定で 90mに及び，崩壊土はのり尻にあたる信濃川まで達していたこと
が確認されている。斜面上部には 1999年に発生した降雨災害時に施工した現場打ちコンク
リート格子枠工が，また斜面下部にはコンクリート重力式の土留め擁壁がそれぞれ施工さ
れていたが，崩壊土砂とともに流下した。盛土の崩壊高さ約 2～7m，崩壊土量は約 9; 900m3
である。
この盛土の復旧に当たっては，斜面のすべり対策とトンネルの安定対策のために，グラ
ウンドアンカーを施工し，盛土部は復旧盛土量を最小にすること，恒久構造で耐震性能の
向上が図れることなどの条件を考慮し，盛土補強材を使用した剛壁面補強土壁工法が採用
されている。盛土の復旧標準断面の略図を図–6.19に示す。
盛土の基礎は，基盤が泥岩で崩壊土も良質な砂岩及び泥岩であったことから，崩壊土を
セメント安定処理（h = 1:0m，150kg=m3のセメント添加）して使用することとした。施工
手順としては，セメント安定処理を行った後，のり面にモルタル吹付け，グラウンドアン
カーの打設を行った。グラウンドアンカーの設計緊張力は 588kN=本とした。また当該箇所
が集水地形であると判断したことから，盛土支持地盤の排水処理として排水フィルタおよ
び  = 65mmの暗渠排水管を盛土と支持地盤の境界に敷設した後，１層 30cmごとに所定
の高さまで順次面状補強材を敷きこみながら堤体最大高さ 6:9mの盛土の構築が行われた。
盛土材料には粒度調整砕石が用いられている。その後，型枠支保工を設置後，壁面コンク
リートが打設された。本工事における数量は盛土が 1; 800m3，壁面工が 80m3である。盛土
の復旧状況を図–6.20に示す。
6.3.2 解析条件
盛土の崩壊略図の図–6.17や現地の状況をもとに，解析モデルを図–6.21のように構築し
た。モデルは比較的簡便な形状でモデル化しており，泥岩と盛土の 2層で構成されている。
モデルの境界条件は，以下のように定めた。変位境界条件として，下端は全節点固定，右
端については水平方向のみ固定，鉛直ローラとしている。水理境界条件としては，モデル
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図–6.19 盛土の復旧断面の略図（松丸ら，2006）
図–6.20 盛土の復旧状況（森島ら，2005）
図–6.21 解析に用いた有限要素モデル
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の下端および右端は非排水境界とし，盛土・泥岩の天端およびのり面では間隙水圧が負の
値からゼロとなると排水が始まる流出境界を設定した。また，モデルの左側の地表面は信
濃川の水位位置を想定しており，間隙水圧がゼロとなる間隙水圧境界を設定している。間
隙空気に関する境界条件は，モデルの下端および右側・左側の両端を非排気境界，盛土や
地山の天端およびのり面については空気圧がゼロとなる条件を与えた。
盛土材料には 3.2節で構築した構成式を用い，モデルパラメータについては 4.4節で設定
した表–4.5および表–4.6のパラメータを用いた。また，それ以外の値として，表–6.3に示
す物理特性・水分特性曲線のパラメータを設定した。
地山となる泥岩は弾性体でモデル化するものとした。設定したモデルパラメータを表–6.4
に示す。このうち，間隙率と飽和透水係数は水収支研究グループ（1993）による既往の研
究成果を参考に一般的な値を設定した。Lame´の定数は，野崎（1994a，1994b）による新潟
県下の地すべり母岩に関する変形係数と弾性係数の取り纏め結果をもとに設定した。水分
特性曲線に関するパラメータは，杉井・木村（2002）の泥岩を対象とした保水性試験結果
へのフィッティングを考慮して定めた。設定したLGモデルのパラメータを使って描かれる
水分特性曲線を図–6.22に示す。泥岩を対象とした保水性試験は難しく，杉井・木村の実験
においても飽和度の高い領域での飽和度とサクションの関係しか得られていないが，設定
したパラメータにより実験結果をフィッティングできていることがわかる。
表–6.3 解析に用いた盛土材料のパラメータ
土粒子の実質密度 sR(t=m3) 2:710
間隙水の実質密度 wR 1:0
初期間隙比 n0 0:510
飽和透水係数 kws (m=s) 7:51  10 7
乾燥透気係数 kas(m=s) 7:51  10 8
LGモデルパラメータ k, k 3:0, 0:33
表–6.4 解析に用いた泥岩のパラメータ
土粒子の実質密度 sR(t=m3) 2:629
間隙水の実質密度 wR 1:0
初期間隙比 n0 0:10
飽和透水係数 kws (m=s) 5:00  10 8
乾燥透気係数 kas(m=s) 5:00  10 9
Lame´の定数 ， 703; 033,　 247; 000
最大飽和度 sws 0:99
残留飽和度 swr 0:13
LGモデルパラメータ alg，blg，clg 0:005，1:0，0:01
LGモデルパラメータ k, k 0:01, 10:0
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図–6.22 設定した泥岩の水分特性曲線（杉井・木村（2002）を加筆修正）
解析は，初期応力解析，浸透流解析，地震応答解析の順に行った。浸透流解析では，年平
均降水量相当の降雨を長時間与えて盛土内の浸透が定常状態となることを確認し，その後
地震発生直前の降雨を与えた。解析に用いた降雨データを図–6.23に示す。これらは，国土
交通省水管理・国土保全局が所轄する小千谷での観測データに基づいている。(a)は定常状
態を求めるために用いる降雨であり，2002年および 2003年の年間降水量の平均値相当の
値を，3日に 1度の降雨（0mm=day，0mm=day，19mm=day）を繰返し 3年間与えた。(b)は
地震直前の盛土内での含水状態を求めるために用いた降雨であり，ここでは 2004年 7月 1
日 0時から 10月 23日 17時までの時間雨量を与えた。この間の積算雨量は 1050mmであり，
日降雨量に換算すると 9:1mm程度となる。(a)での定常状態の降雨では日降雨量で 6:3mm
程度となるため，平均よりも大きな降雨強度が盛土に作用することとなる。
定常状態を求めるための浸透流解析では，計算時間増分を 1日とし，地震直前の盛土内
での含水状態を求める浸透流解析では計算時間増分を 1時間とした。なお，この浸透流解
析過程では全節点の変位を全て固定とし，間隙水圧と間隙空気圧のみを未知数とする解析
を行った。地震応答解析では，図–6.24に示す。入力加速度の時刻歴を用いた。この入力加
速度は，小千谷気象台の観測波を基盤位置（Vs = 700m=s）に等価線形化法により引き戻し，
震源からの距離補正を施した波を当該箇所の基盤波とし，時刻歴非線形動的解析によって
地盤面の入力加速度とした（石塚ら，2006）。観測波の継続時間は 60秒ほどの長さであっ
たが，そのうちの 30秒間の波形を解析に用いることとした。30秒後の加速度振幅は，主
要動と比べると振幅が小さく，これ以降の加速度振幅が盛土の地震応答に与える影響は小
さいと考えられた。地震応答解析では，計算時間増分は 0:002秒とし，Newmarkの時間積
分に用いる ，はそれぞれ 0:3025，0:6を設定した。また，高周波振動に対する減衰を確
保するため，初期剛性比例型の Rayleigh減衰を導入しその値を 0:002とした。
解析は降雨の与え方を変えて，以下の 3ケース行った。
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(a)定常状態を求めるための降雨データ
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(b)地震直前の状態を求めるための降雨データ
図–6.23 解析に用いた降雨データ
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図–6.24 解析に用いた入力地震動（石塚ら（2006）を修正）
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Case1 定常状態を求める浸透流解析を行った後に，地震応答解析を行う解析。
Case2 定常状態を求める浸透流解析を行い，次に地震直前の状態を求める浸透流解析を行っ
た後に，地震応答解析を行う解析。
Case3 定常状態を求める浸透流解析を行った後に，地震直前の状態を求める浸透流解析に
おいて，盛土部よりも上方の地山斜面部分へ降り注ぐ降雨が盛土内に全て浸透すると
仮定した浸透流解析を行い，その上で地震応答解析を行う解析。
図–6.17に示すように，解析対象とする盛土では上り線がトンネルやスノーシェルターな
ど，盛土の上方に遮水性を有するコンクリート構造物が存在している。また，地山と盛土
の接続部に位置するため 3次元的な水の集水が生じる可能性が考えられる。さらに，実際
に地震直前の降雨を与える Case2での浸透流解析を行ってみると，時間雨量の大きな降雨
強度が作用するときには盛土より上方の斜面で表層の間隙水圧がゼロとなり，流出境界と
なることを確認している。これらを踏まえ，Case3では地震直前の状態を求める浸透流解
析において，図–6.21に示すように盛土より上方の斜面に降り注ぐ降雨が斜面には浸透せ
ず流下し，盛土と斜面が交差する領域で浸透するという条件を仮定した浸透流解析を行っ
た。具体的には，盛土天端と地山が交差する約 5:5mの領域において，斜面の幅約 30mへ
降り注ぐ降雨が全て集められると仮定して，この幅の比率で与える降雨量を割り増すこと
とした。
また，Case1の解析は，比較のために定常状態の降雨浸透の条件下で地震動が作用した
場合の盛土の挙動を把握することを目的として実施した。
6.3.3 解析結果および考察
■加振直前の飽和度分布
地震発生前の各ケースの飽和度分布のコンター図を図–6.25に示す。解析結果は，盛土内
の飽和度のみを示している。定常状態を求める浸透流解析の Case1においても，盛土のの
り先付近で飽和度が高い領域が形成されている。この後，地震直前の降雨を与えた Case2
では，Case1と比べると飽和度の大きな領域がより広い範囲に拡大している。2004年新潟
県中越地震の前の降雨について，2.2.2で示したように二瓶（2005）はデータ解析を行い，
年間で 6:5%～10:5%の確率で生じる降雨であるとしているが，この解析結果は降雨作用自
体が大きなものであるだけでなく，盛土への浸透の観点でも影響が大きいものであったこ
とが示唆される。
次に，斜面上方への降雨が地山には浸透せずに集水されて盛土へ浸透すると仮定した
Case3の解析では，盛土のり先付近の飽和度分布はCase1と同様ではあるが，のり先から盛
土天端直下の地山と盛土の境界部まで連続して高い飽和度の領域が形成されている。Case2
の解析とは異なり，盛土より上方の地山には降雨はほとんど浸透しないため，地山に降り
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注いだ降雨が境界部から盛土側へ浸透しようとする流量が少なくなることで盛土のり先の
飽和度分布形状は Case1と同程度のものとなったが，集水された降雨が境界部から盛土天
端付近で浸透することで，盛土と地山の境界部での高い飽和度領域が盛土天端直下付近ま
で連続して形成されたものと考えられる。
なお，いずれのケースにおいても，盛土内の飽和度は 40%以上の値となっており，設定
した盛土の残留飽和度の 26:5%よりも大きな値となっている。これは，盛土へ浸透する降
雨の影響に加えて，図–6.22の泥岩の水分特性曲線に示すように，サクションが 103kPaオー
ダー以下の大きさで泥岩の飽和度はほとんど飽和状態にあるため，境界部で地山から盛土
への浸透が恒常的になされていることにも起因するものと考えられる。
■盛土の変形
図–6.21に示す盛土のり面の中腹位置の節点 n174，ならびに盛土のり肩での節点 n485で
の水平および鉛直変位の時刻歴を図–6.26に示す。ここで，水平変位はのり面側への変位
を，鉛直変位は沈下が生じる方向の変位を正の値として表している。
いずれの節点位置においても，大きな加速度振幅が入力される 5秒付近から変位が増加
している。盛土のり面中腹位置の節点 n174では，水平方向・鉛直方向共に Case2の解析
での変位が最も大きく，続いてCase3，Case1の順序となっている。Case2の変位が最も大
きくなった要因としては，図–6.25で示した飽和度の分布の中で，Case2の解析結果が他の
ケースと比べてのり先付近で飽和度の高い領域がのり面表層付近まで帯状に厚く分布して
いることに起因するものと考えらえる。
一方，盛土天端の節点 n485の変位は，水平方向・鉛直方向ともにCase1とCase2の解析
結果にはほとんど違いがない。両ケースで盛土ののり先付近での飽和度分布は異なってい
たが，盛土の天端に近い領域では共通して飽和度が 40～60%程度の状態にあるため，盛土
ののり肩での変位量が大きくは変わらなかったものと思われる。Case3の解析では，この
Case1・2の変位と比べるとのり肩で大きな変位量となっており，盛土中段の節点 n174と
は異なり，Case2の変位との大小関係が逆転している。Case3では，盛土天端下方の盛土と
地山の境界部でも飽和度が高い値を示していることから，この影響を受けることで盛土の
り肩の変位が増大したものと考えらえる。
各ケースの加振終了時の盛土の変位ベクトル図を図–6.27に示す。これらの図は，全ての
ケースで同一のスケールで変位ベクトルを表示している。
いずれのケースにおいても，盛土が斜面に沿って崩壊するような変形となっていること
がわかる。しかしながら，ケース間で細部に違いが見られ，例えば盛土ののり面中腹付近
では，図–6.26の時刻歴でも示したように，Case2での変位が大きくなっている。そして，
盛土天端の変位ベクトルに着目すると，Case1・2の解析では両ケースに違いが見られず，
のり肩付近のみが斜面の方向に向かって変形し，盛土と地山の境界付近ではほとんど変形
が生じていない。一方で，Case3ではのり肩のみならず，盛土と地山の境界付近において
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(a)Case1
(b)Case2
(c)Case3
図–6.25 地震発生前の飽和度分布
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(d)節点 485鉛直変位
図–6.26 盛土の水平・鉛直変位の時刻歴
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も変位が生じている。この違いは，Case1・2とは異なりCase3では盛土天端下方にも飽和
度の高い領域が存在することに起因するものと考えられる。
実際の盛土の被害では，特に下り線の軌道が位置する盛土天端付近に着目すると，図–6.17
に示した被災概略図において天端付近で盛土が地山との境界に沿って崩壊していることや，
最大の盛土の崩壊深さが 7m近くあった（森島ら，2005）ことを考えると，Case3の解析結
果が実際に盛土の被災に近いことが想定される。地震直前の盛土の水位の状況等に関する
情報は得られてはいないが，解析結果が示す盛土の変形モードとなるためには，地震直前
の降雨の影響によって，盛土天端付近の地山と盛土の境界部でも飽和度の上昇があった可
能性があることを示唆している。
■平均骨格応力減少比
各ケースでの平均骨格応力減少比のコンター図を図–6.28～図–6.30に示す。ここで，コ
ンター図はそれぞれのケースで加振開始から 6秒，9秒，18秒および 30秒（加振終了時）
のものを示している。
図–6.24の入力加速度波形が示すように，盛土には加振開始約 4～9秒付近で大きな加速
度振幅が入力される。いずれのケースにおいても，(a)6秒の時点でのり先を中心とした地
山と盛土の境界部で平均骨格応力減少比が 1に近い値を示し，(b)9秒ではその範囲が拡大
するとともに，加振前には飽和度の低かった領域でもある程度の平均骨格応力減少比の増
加が見られる。(c)18秒では (b)9秒の時点と比べると平均骨格応力減少比の値が大きな領
域は少なくなり，(d)30秒の加振終了時には更に全体で平均骨格応力減少比が小さな値とな
り，盛土の平均骨格応力が回復したものと想定される。
ケース間での比較を行うと，Case1では加振中に平均骨格応力減少比がほぼ 1となる領
域は，盛土ののり先からのり面中腹あたりまでの地山と盛土の境界部の薄い領域に限られ
ているが，Case2ではその領域がのり面の表層付近にまで拡大し，厚い帯状に分布してい
る。また，Case3では平均骨格応力が 1となる領域が盛土ののり先から盛土天端下の盛土
と地山の境界部まで連続している。このケース間の平均骨格応力が 1に近づく領域の違い
は，加振前の飽和度分布と大きく関連しており，飽和度が 80%以上の領域と概ね対応して
いるものと思われる。
また，(d)の加振終了時の平均骨格応力減少比の分布に着目すると，Case1および Case2
では平均骨格応力減少比がほぼ全域で 0:6以下の値にまで低下しているが，Case3ではのり
先付近の地山と盛土の境界部分を中心に，薄い帯状に平均骨格応力減少比が 0:6を越える
領域が残存している。これは，Case1・Case2では平均骨格応力減少比が増加する領域はの
り先付近の領域に限られており，地震動の振幅が小さくなる加振後半で間隙水圧が消散す
ることで平均骨格応力が回復したものと考えられるが，Case3の場合は間隙水圧の消散が
のり先方向への水の移動を伴うことで，平均骨格応力が低下したままの領域が残存したも
のと思われる。
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(a)Case1
(b)Case2
(c)Case3
図–6.27 加振終了時の盛土の変位ベクトル
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(a)6秒 (b)9秒
(c)18秒 (d)30秒
図–6.28 平均骨格応力減少比のコンター（Case1）
(a)6秒 (b)9秒
(c)18秒 (d)30秒
図–6.29 平均骨格応力減少比のコンター（Case2）
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(a)6秒 (b)9秒
(c)18秒 (d)30秒
図–6.30 平均骨格応力減少比のコンター（Case3）
■相当ひずみの発達と盛土の崩壊メカニズムの考察
各ケースでの相当ひずみのコンター図を図–6.31～図–6.33に示す。コンター図は，平均
骨格応力減少比のコンター図と同様に，それぞれのケースで加振開始から 6秒，9秒，18
秒および 30秒（加振終了時）のものを示している。
全てのケースに共通して，(a)6秒では最初の大きな加速度振幅が入力された直後であり
相当ひずみは増加していないが，(b)～(d)の各時点では加振の進行とともに，盛土と地山の
境界部を中心に大きな相当ひずみが発達していく様子が伺える。6.2 節の降雨散水を与え
た傾斜基盤上の盛土の振動台実験の case2（のり先で水位が形成されたケース）と同様の相
当ひずみの分布となっていることからも，盛土が流動的な崩壊に至る変形モードを解析に
よって表現できていると考えられる。
定常状態の降雨を与えた後に地震応答解析を行った Case1との比較をすると，Case2で
は相当ひずみが発達する領域は同様であるが，大きな相当ひずみとなる部分はよりのり面
表層に近い部分まで拡大している。また，Case3では盛土の天端下近くの地山と盛土の境
界部にまで大きな相当ひずみの領域が広がっており，Case1・2とは異なり盛土の天端直下
付近でも実ひずみで 0:5程度の相当ひずみが生じている。これらの相当ひずみが増加した
領域は，図–6.28～図–6.30で示した平均骨格応力減少比の増加した領域と一致している。
次に，このようなひずみ分布の違いが生じた要因を，地山と盛土の境界付近に位置する
要素の挙動に着目して考察する。図–6.21に示したのり面の中腹に位置する要素 e79と，盛
土天端下に位置する要素 e184の応力～ひずみ関係（せん断ひずみとせん断応力の関係，お
よび軸差ひずみと相当ひずみの関係）を図–6.34に示す。
まず，のり面中腹に位置する要素 e79の挙動に着目すると，いずれのケースにおいてもせ
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(a)6秒 (b)9秒
(c)18秒 (d)30秒
図–6.31 相当ひずみのコンター（Case1）
(a)6秒 (b)9秒
(c)18秒 (d)30秒
図–6.32 相当ひずみのコンター（Case2）
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(a)6秒 (b)9秒
(c)18秒 (d)30秒
図–6.33 相当ひずみのコンター（Case3）
ん断ひずみは加振によって  方向に，軸差ひずみは +方向にそれぞれ増加をしている。こ
れは，せん断ひずみについては要素がのり先の方向へ，また軸差ひずみは鉛直方向に圧縮
され水平方向に伸張する方向へ，それぞれひずみが増加していることを表している。Case1
ではCase2・3と比較するとせん断応力は維持されたままであり，生じるひずみ量が小さく，
一方でCase2・3ではせん断応力がほとんどゼロとなった状態でせん断ひずみ・軸差ひずみ
が増加している。このことから，Case2・3では加振中にほとんど液状化に近い状態に至る
ことで要素のひずみが増加したのに対して，Case1では応力振幅が完全にはゼロとはなら
ず，また増加するひずみ量も小さいことから液状化には至っていないものと考えられる。
一方，要素 e148では，せん断ひずみはほとんど発達せずに軸差ひずみが増加する傾向を
示している。この要素は盛土ののり肩部の直下に位置するため，初期せん断応力が小さく，
軸差応力成分が大きく作用しているものと考えられる。そして，地震動による繰返しせん
断応力が作用することで軸差ひずみが増加したものと考えられる。生じる軸差ひずみの大
きさは，Case1・2と比べてCase3で 2倍近い値となっている。Case3は地山への降雨が盛土
との境界部に集水されて盛土へ浸透することを仮定した解析であり，図–6.25に示すように
盛土天端直下の地山と盛土の境界部で飽和度が高まっていた。このことに起因して図–6.30
に示すように平均骨格応力減少比が他のケースと異なり増加していた。作用する繰返しせ
ん断応力の大きさが完全にはゼロとはなっていないため完全な液状化状態には至ってはい
ないと考えられるが，3ケースの中で作用するせん断応力の大きさが最も小さいことから
も判断して，平均骨格応力がある程度減少した状態となることで軸差ひずみが増加したも
のと考えられる。そして，他のケースとは異なり，盛土天端直下全体で相当ひずみが増加
したものと考えられる。
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(a)e79（せん断ひずみとせん断応力の関係）
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(b)e79（軸差ひずみとせん断応力の関係）
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(c)e148（せん断ひずみとせん断応力の関係）
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(d)e148（軸差ひずみとせん断応力の関係）
図–6.34 応力～ひずみ関係
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Case1の定常状態においても盛土内での平均骨格応力の減少やせん断ひずみ・軸差ひず
みの増加に伴って盛土に変形が生じたことから，地震直前の盛土への降雨浸透が定常状態
の平均的なものであったとしても，盛土には何らかの地震被害が生じたものと考えられる。
しかし，Case2やCase3の解析結果とこれまでの考察を踏まえると，地震直前の降雨によっ
て盛土内の飽和度は部分的に上昇し，このことに起因して盛土の地震被害は拡大すること
が解析的に示唆された。また，解析によって得られた盛土の変形量と実被害の盛土の崩壊
深度の大きさの比較や，盛土天端付近で地山との境界部から盛土が崩壊に至ったことを考
慮すると，地山への降雨が盛土に集水されることなどに起因して，地震直前には盛土の天
端直下においても飽和度が高まっていた可能性があるものと考えられる。
6.4 まとめ
本章では，提案した不飽和土の繰返し弾塑性構成式を組み込んだ三相系多孔質体理論に
基づく動的解析手法を用いて，傾斜地盤上の盛土に降雨散水を与えた後に加振を行う実験
の解析を行い，解析手法の妥当性の検証や盛土の崩壊メカニズムの考察を行うとともに，盛
土内の水位の有無が地震時挙動に与える影響について比較検討を行った。また，2004年新
潟県中越地震で被災した盛土を対象とした地震被害の解析を行い，実際の被害状況の再現
を試みるとともに，盛土の被災に及ぼす地震直前の降雨の影響について考察を行った。
6.2節では，傾斜地盤上に構築した盛土に降雨散水を与え，加振を行う実験を行い，その
再現解析を行った。実験では，盛土と傾斜基盤の間の水理境界条件を変えて複数ケース実
施しており，解析手法により盛土内の水位線の形成の有無が地震応答に与える影響につい
て検討を行った。得られた盛土の変位や加速度応答，間隙水圧を実験と解析で比較するこ
とで手法の妥当性を検証するとともに，盛土の破壊メカニズムならびに地震時挙動に与え
る盛土内での水位形成の影響について考察を行った。その結果，以下の知見が得られた。
1. 解析手法により，のり先での水位線の形成の有無が異なるケースに対して，実験で観
察された盛土の変位を再現することができ，解析手法が妥当なものであることを示し
た。ただし，加速度応答や間隙水圧の挙動については，十分な再現には至らなかった。
2. 盛土内の各要素の挙動から，両ケースで盛土が破壊に至る過程について考察を行っ
た。水位がない場合は，加振中に骨格応力が減少するものの応力経路が破壊線に到達
することや液状化に至るようなことはなく，このことにより盛土内でのひずみの増加
は大きくはならなかった。一方，のり先に水位が形成されたケースでは，加振開始と
ともに盛土ののり先では応力経路が破壊線に到達し，のり先以外でも傾斜地盤と盛土
の境界部付近で平均骨格応力がゼロとなることで，ひずみが増加することが確認され
た。盛土のり先以外の部分においても加振中の挙動が大きく変わることが確認され，
水位の形成が盛土の変形量増大につながる要因となることが明らかとなった。
154 第 6章 降雨の影響を受ける傾斜地盤上の盛土の地震応答解析
6.3節では，2004年新潟県中越地震で崩壊に至った鉄道盛土を対象として，地震被害の
再現解析を行った。解析では，年平均降水量相当の降雨強度を与え盛土の定常状態を求め
る浸透流解析を行い，さらに地震直前の降雨を与える浸透流解析を行った後に，地震応答
解析を行った比較検討として，定常状態を求める浸透流解析の直後に地震応答解析を行う
ケースと，地山への降雨が集水され盛土に浸透すると仮定した浸透流解析の後に地震応答
解析を行うケースの解析を行い，相互に比較を行った。得られた盛土の変位や平均骨格応
力減少比，相当ひずみの発達過程などから，盛土の崩壊メカニズムについて考察するとと
もに，直前の降雨が盛土の地震時挙動に与える影響について考察を行った。その結果，以
下の知見が得られた。
1. 解析手法によって，地震に伴って盛土が地山との境界部で大きな相当ひずみ発達を伴
いながら，盛土が流動的に崩壊に至る状況を再現することができた。
2. 一連の解析結果から，定常状態の降雨浸透であっても盛土は地震被害を受けていた可
能性が高いと想定される。しかし，定常状態の降雨浸透と比較すると，地震直前の降
雨により盛土内で飽和度の高い領域が拡大することが確認された。このことに起因し
て，地震時には盛土内の骨格応力が減少する領域が大きくなり，盛土の変形量が変わ
ることが確認された。
3. 降雨が地山斜面から集水され盛土に浸透することを仮定した解析では，他のケースと
異なり盛土天端付近でも地山との境界部分において飽和度が高まることで，地震時の
盛土の変形量が大きくなることがわかった。実被害での盛土の崩壊深度や盛土の変形
モードとの整合性を踏まえると，地震前の降雨によって地山斜面から盛土に集水がな
されていた可能性があることが明らかとなった。
以上限られた解析ではあるが，傾斜地盤上の盛土が降雨の影響を受けることで地震被害
に至る状況を解析的に解明することができた。また，降雨浸透に伴う盛土内の飽和度や水
位線の上昇が，地震時の盛土の変形量に与える影響を明らかにすることができた。
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7.1 本研究のまとめ
2004年に発生した新潟県中越地震では，山岳部の鉄道や道路などの盛土に多くの地震被
害が生じたが，この地震では直前の台風による降雨の影響によって，盛土内の飽和度や水
位が上昇した状態で地震を受けたことが地震被害の拡大につながったと指摘されている。
そこで，本研究では降雨や浸透水の影響を受ける盛土の地震時挙動を評価できる解析手法
を構築し，模型実験や被災事例の解析を通じて手法の妥当性の検証と，盛土が破壊に至る
メカニズムの解明を行った。
降雨や浸透水の影響を受ける盛土は，盛土内に水位線が存在するだけでなく，水位線よ
り上方の不飽和土の領域では，飽和度やサクションの大きさが変化しており，これらの分
布が盛土の地震時挙動に大きく影響するものと考えられた。そこで，本研究では不飽和土
の挙動を解析できる三相系多孔質体理論に基づく動的解析手法を用いるとともに，不飽和
土の繰返し載荷に対する挙動を記述できる比較的簡便な繰返し弾塑性構成式を構築し，解
析手法への導入を行った。
第 3章では，解析に用いる簡易な不飽和土の繰返し弾塑性構成式を構築するとともに，三
相系多孔質体理論に基づく動的解析手法を示した。3.2節では，繰返し載荷に対する不飽和
土の構成式を提案した。構成式は，モデルパラメータが少ない比較的簡便な弾塑性構成式
に基づき構築を行っており，10 2オーダーのひずみ量を表現することができるように，繰
返し載荷の過程で発生する塑性せん断ひずみ量に応じてせん断剛性を低減する手法を導入
した。また，不飽和土の液状化抵抗の増大を土質に応じて調整できるように，塑性体積ひ
ずみの増加がサクションの大きさに応じて緩慢化する発展則を提案した。
3.3節および 3.4節では，解析に用いる支配方程式を示した。本研究では，土骨格・間隙
水・間隙空気から成る不飽和土の三相系多孔質体を対象とした，混合体のつりあい式と 2つ
の間隙流体の質量・運動量保存式を支配方程式とし，土骨格の変位 us，間隙水圧 pw，間隙
空気圧 paを未知数として扱うこととした。支配方程式の離散化では，空間離散化には混合
型の有限要素法を用い，時間離散化には地震応答解析のような動的問題にはNewmarkの時
間積分法を，浸透流計算を行う際には差分法を用いることとした。また，離散化された弱
形式は非線形・連立方程式となっているため，本研究では線形化を行って，Newton-Rapson
法を用いて各ステップごとに繰返し計算を行うこととした。
第 4章では，非排気・非排水条件で不飽和土の繰返し三軸試験を行うとともに，提案し
た構成式を用いて挙動の検証を行った。繰返し三軸試験とその解析は，稲城砂と，2004年
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新潟県中越地震の際に被災した鉄道盛土での材料を用いて行った。4.3節での稲城砂を用い
た試験の解析では，改良を行う前の構成式では初期のサクションが大きい場合に間隙水圧
や間隙空気圧の上昇量を過大に評価し，サクションの大きさに関わらず骨格応力がゼロと
なり，実験結果と整合しない結果となったが，提案した構成式を用いることでサクション
の大きさに応じて，間隙水圧や間隙空気圧の上昇量，骨格応力の減少量を適切に再現する
ことが可能となった。
一方，4.4節での被災した鉄道盛土の材料を使った試験では，構成式でサクションの大き
さに応じて変化するダイレイタンシー係数を考慮しなくても，実験の挙動を再現すること
ができた。4.3節の稲城砂を用いた試験の解析結果も踏まえると，土骨格の動的挙動に与え
るサクションの大きさの効果は材料によって異なることが示唆されるが，本モデルではこ
れを適切に考慮できることが確認された。
また，4.5節では，稲城砂を使って排気・排水条件下での不飽和三軸圧縮試験を行うとと
もに，提案した構成式を用いた解析を行い，三軸圧縮試験への構成式の適用性を検証した。
その結果，実験で得られた軸ひずみと軸差応力の関係を定性的には再現することができた。
第 5章では，構築した解析手法を用いて，降雨や浸透水の影響を受ける水平地盤上の盛土
の地震応答解析を行い，解析手法の妥当性の検証と，盛土の破壊メカニズムの考察を行った。
5.2節では，水平地盤上の片盛土に対して背面からの浸透水もしくは降雨散水を与えた模
型盛土の振動台実験を行い，その再現解析を行った。実験は降雨や浸透水の与え方，加振波
形や加速度の大きさを変えて複数ケース実施し，解析でもこれらの複数のケースを対象と
した。得られた盛土の変位や加速度応答，間隙水圧を実験と解析で比較することで手法の
妥当性を検証するとともに，盛土の破壊メカニズムの考察を行った。また，5.3節では，こ
の振動台実験を解析対象として，本解析手法と，間隙空気圧を考慮しない二相解析や，同
じ三相解析ではあるが各要素で間隙水と間隙空気の混在を許容しない疑似二相解析との比
較検討を行い，手法の有用性を検証した。その結果，以下の知見が得られた。
1. 解析手法により，複数の加振ケース・加振加速度に対して，実験で観察された盛土の
変位，加速度応答および間隙水圧の挙動を再現することができ，解析手法が妥当なも
のであることを示した。
2. 盛土内の各要素の挙動から，盛土が破壊に至る過程を解明した。応力状態が破壊線近
傍で繰返し増減することや，水位線以下では液状化に至ることで軸差ひずみ・せん断
ひずみが生じること，ならびに間隙空気の圧縮性による体積ひずみの増加に伴って盛
土に変形が生じることを示した。
3. 三相解析手法と比べると，疑似二相解析や二相解析では盛土の変位量を過大に評価す
る結果となった。これは三相解析手法と比べると疑似二相解析や二相解析では盛土の
初期平均骨格応力が小さなものとなり，地震中に盛土内の要素の応力経路が原点や破
壊線に到達しやすくなることに起因することを示した。
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5.4節では，降雨散水のみで盛土に崩壊を生じさせる模型実験を対象とした解析を行い，
降雨による盛土の変形予測への解析手法の適用性を検証した。その結果，降雨散水の影響
を受ける盛土が崩壊に至る過程を，解析手法ではのり先付近からの相当ひずみの発達によ
り再現できることを示した。
第 6章では，傾斜地盤上の盛土が降雨を受けることで地震被害に至る要因を解明するこ
とを目的として，模型振動台実験や実被害事例を対象とした解析を行う。解析手法の妥当
性の検証と盛土が崩壊に至るメカニズムの考察を行うとともに，盛土内での水位の有無や，
降雨強度の違いが地震時挙動に与える影響について比較検討を行った。
6.2節では，傾斜地盤上に構築した盛土に降雨散水を与え，加振を行う実験を行い，その
再現解析を行った。実験では，盛土と傾斜地盤の水理境界条件を変えて 2ケース実施して
おり，解析手法により盛土内の水位線の有無が地震応答に与える影響について検討を行っ
た。その結果，以下の知見が得られた。
1. 解析手法により，のり先での水位線の形成の有無が異なるケースに対して，実験で観
察された盛土の変位を再現することができ，解析手法が妥当なものであることを示
した。
2. 盛土内の各要素の挙動から，両ケースで盛土が破壊に至る過程を解明した。のり先で
水位線が形成されたケースでは，のり先以外でも盛土と傾斜基盤の境界部付近を中心
に平均骨格応力が減少し液状化に至るが，水位線がないケースでは液状化に至るよう
なことはなかった。水位線の形成によりのり先での要素の挙動だけでなく周辺の要素
の挙動にも違いが生じ，盛土の地震時挙動に大きく影響することを示した。
6.3節では，2004年新潟県中越地震で崩壊に至った鉄道盛土を対象として，地震被害の
再現解析を行った。この地震では，山間部の傾斜地盤上の谷渡り盛土に大規模な崩壊が多
数生じているが，地震直前の台風による降雨によって盛土内の飽和度が上昇し，この状態
で地震動を受けたことで被害の拡大につながったことが指摘されている。そこで，構築し
た解析手法を用いて降雨の影響を考慮した解析を行い，実際の被害状況の再現を試みると
ともに，盛土の地震被害に及ぼす直前の降雨の影響について考察を行った。その結果，以
下の知見が得られた。
1. 解析手法によって，地震に伴って盛土が地山との境界部で大きな相当ひずみの発達を
伴いながら，盛土が流動的に崩壊に至る状況を再現することができた。一連の解析結
果から，定常状態の降雨浸透であっても盛土は地震被害を受けていた可能性が高いと
想定されるが，地震直前の降雨により盛土内で飽和度の高い領域が拡大することが確
認された。このため，地震時には盛土内の骨格応力が減少する領域が拡大し，このこ
とに起因して盛土の変形量が増加することが確認された。
2. 降雨が地山斜面から集水され盛土に浸透することを仮定した解析を行ったところ，他
のケースと異なり盛土天端付近でも地山との境界部分において飽和度が高まること
158 第 7章 結論
で，地震による盛土の変形量が大きくなることがわかった。実被害での盛土の崩壊深
度や盛土の変形モードとの整合性を踏まえると，地震前の降雨によって地山斜面から
盛土に集水がなされていた可能性があることが明らかとなった。
以上限られた解析ではあるが，構築した手法により降雨や浸透水の影響を受ける盛土の
地震時挙動を適切に評価できることが示されるとともに，盛土が崩壊に至るメカニズムや，
地震直前の盛土内での水位や飽和度分布が盛土の地震応答に与える影響を明らかにするこ
とができた。
7.2 今後の課題と展望
本研究では，降雨や浸透水の影響を受ける盛土の地震時挙動を評価できる手法を構築し，
模型実験や被災事例などの解析を通じて手法の検証を行った。手法においては，比較的簡便
な不飽和土の繰返し弾塑性構成式を構築し，これを三相系多孔質体理論に基づく解析手法
に導入した。提案手法は解析事例を通じて盛土の地震時挙動を良く再現できているが，予
測精度を向上させ，さらには設計実務への展開を図るには以下のような課題がある。
1. 構築した構成式により，不飽和土のサクションの大きさに応じて，繰返し載荷に対す
る間隙水圧や間隙空気圧の上昇量，平均骨格応力の減少量を適切に表現することがで
きたが，検証は 2種類の地盤材料を対象にしか実施できていない。今後，様々な地盤
材料に対して提案した構成式の検証を行う必要がある。また、サクションの大きさで
変わる軸差応力の大きさや，体積ひずみの量をより精度よく予測できるよう構成式を
改良する必要がある。さらに，構成式のモデルパラメータは不飽和繰返し三軸試験を
はじめとした各種室内土質試験を行うことで設定できるが，設計実務においては室
内土質試験を行う場面は多くはない。このため，例えば鉄道構造物等設計標準・同解
説　土構造物（鉄道総合技術研究所，2007）に示す土質区分 1～4のように土質をグ
ループに分類した上で，ある程度安全側の解を与えるような標準パラメータを設定す
る必要がある。
2. 本研究では不飽和浸透特性にロジスティック関数モデルを用いており，脱水過程と湿
潤過程で同一の曲線を使用している。しかし，実際の水分特性曲線は保水性試験のレ
ベルにおいてもヒステリシスを示し，脱水過程，浸潤過程で異なる経路を動く。また，
間隙比の変化などに応じて曲線形状が変わることが想定され，本研究で用いた三相
解析においては応力状態の変化とともに水分特性曲線も変化するものと考えられる。
このような，水分特性曲線の履歴や間隙比の変化は，地震を受ける際の盛土の挙動は
もとより，地震の影響を受ける前の降雨や浸透水の流入・流出に対しても大きく影響
すると考えられる。このため，さらに精度の高い解析結果を得るためには，水分履歴
や間隙比の変化を考慮できるような水分特性曲線のモデルを導入する必要がある。
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3. 5.2節や 6.2節の降雨や浸透水を与えた模型盛土の振動台実験の解析では，盛土に変
形が生じる場合だけでなく盛土に変形が生じなかったケースも良好の再現すること
ができたが，6.3節の被災事例を対象とした解析では，被災が生じたケースの解析の
みしか実施していない。地震被害が発生する以前の小規模な地震動によって盛土に変
形が生じなかったことを，解析によって説明できることを確認する必要がある。同様
に，過去に豪雨に見舞われた際も盛土に変形が生じなかったことに対する解析手法の
再現性を検討を行う必要がある。
4. 6.2節の傾斜基盤上の盛土の振動台実験の解析や，6.3節の被災事例を対象とした解析
を通じて，盛土の地震時挙動に与える含水状態の影響，特に水位線の影響が大きいこ
とが解明された。実際の盛土は延長方向に高さや勾配が変化していることや，3次元
的な集水などの影響を受け，盛土内の含水状態は複雑に変化しているものと想定され
る。さらに精度の高い解析結果を得るためには，簡易な調査を併用しながらこの含水
状態や地下水位の状況を解析においても適切に考慮する必要がある。
5. 本解析手法の設計実務への適用を考えた場合に，特に既設盛土を対象とする場合に
は，現状有している盛土の耐震性の評価だけでなく，耐力が不足する場合には対策工
の設計を行うこととなる。具体的な補強の設計としては，盛土堤体をグランドアン
カーや地山補強材によって補強する場合や，支持地盤が軟弱な場合には，鋼矢板によ
る締切り工や，地盤改良工法などが選択される。本解析手法によってこれらの対策工
の効果を評価できるか検証を行う必要がある。また，降雨や浸透水に対するのり面工
による遮水や排水工の効果が地震時の盛土の変形量低減に資する影響度を，解析手法
によって検証する必要がある。
6. 本解析手法により，降雨散水や浸透水の影響を受ける盛土の振動台実験や地震被害
を精度良く再現できているが，いずれも 10 1オーダーを超えるひずみが生じており，
本研究で用いた微小変形理論の適用範囲を超えた変形となっている。このため，盛土
の変形量の予測精度を向上させるためには，有限変形理論に基づく解析手法の導入
や，有限変形理論に基づく解析手法で課題となる有限要素の歪みを回避できるような
要素細分割の方法や，メッシュフリー法・粒子法などの解析手法の導入が望まれる。
また，解析手法では線形化された支配方程式や応力積分の過程で収束計算を行うが，
解析対象とする事例によっては収束性が十分ではなく，が計算に時間を要することも
あった。今後，アルゴリズムの高速化などの検討を行う必要がある。
現在，鉄道盛土の設計や既設盛土の補強に対しては，地震および降雨の影響を個々の作
用として扱っている。また，地震に対してはNewmark法による変形量を照査指標としてい
るが，降雨に対しては円弧すべり危険度を照査指標としており，両者に対しては同一指標
での性能評価とはなっていない。本解析手法では，降雨が作用する場合と，地震が作用す
る場合の両者に対して，盛土の変形量という同一指標での性能の評価が可能である。本解
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析手法を活用することで，地震と降雨の両作用を統一的に扱い，同一指標での評価を行う
ことで，合理的な盛土の設計や既設盛土の診断・対策工の設計を行うことが期待される。
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付録A 陰的応力積分のマトリックスの各
成分
ここでは，陰的応力積分の式 (3.25)内のマトリックス [R]の各成分を示す。
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ここに， p¯0は増分間での p0であり，次式のように表される。
p¯ =   1
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また，式 (A.1)～式 (A.9)における諸量は以下のように得られる。
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付録B 整合接線係数の具体形
ここでは，試行弾性ひずみに対する整合接線係数 cep，サクションの変化に対する整合接
線係数 cepcの具体形を以下に示す。
B.1 試行弾性ひずみに対する整合接線係数
整合接線係数は式 (3.25)の第一式である応力の残差をゼロとして，試行ひずみ e(tr)で微
分することで次式のように得られる。
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以下では右辺の諸量を求め，最終的に式 (B.1)にそれらを代入することで整合接線係数を得
る。式 (3.25)の第二式である背応力の残差をゼロとして，試行ひずみ e(tr)で微分すると次
式が得られる。
@
@e(tr)
=
@
@0
:
@0
@e(tr)
+
@
@
:
@
@e(tr)
+
@
@

 @
@e(tr)
=
 
I   @
@
! 1
:
 
@
@0
:
@0
@e(tr)
+
@
@

 @
@e(tr)
!
= A 1 :
 
@
@0
:
@0
@e(tr)
+
@
@

 @
@e(tr)
!
(B.2)
176 付録 B 整合接線係数の具体形
式 (B.1)に式 (3.26)および式 (B.2)を代入すると次式が得られる。
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式 (3.25)の第三式である降伏関数の残差をゼロとして，試行ひずみ e(tr)で微分し，式 (B.2)
および式 (B.3)を代入すると次式が得られる。
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最後に式 (B.3)に式 (B.4)を代入すると次式の整合接線係数が得られる。
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ここで，各係数の具体形は以下のように得られる。
A =I   @
@
= R22
B =I + cˆe : e(tr) 
 13 I
+ 

c¯e :
@2g
@@
+ c¯e :
@2g
@@
: A 1 : @
@
+ cˆe :
@g
@

 13 I

=R11   R12 : A 1 : R21
b =c¯e : @g
@
+ c¯e :
@2g
@@
: A 1 : @
@
=R13   R12 : A 1 : R23
c =
@ f
@
+
@ f
@
: A 1 : @
@
=R31   R32 : A 1 : R21
c =c : B 1 : b   @ f
@
: A 1 : @
@
=c : B 1 : b + R32 : A 1 : R23 (B.6)
B.2 サクションの変化に対する整合接線係数
次にサクションの変化に対する整合接線係数を算定する。整合接線係数は応力をサクショ
ン pcで微分することにより次式のように得られる。
cepc =
@0
@pc
=
@0(tr)
@pc
   c¯e :
 
@2g
@0@0
:
@0
@pc
+
@2g
@0@
:
@
@pc
!
+
@2g
@0@pc
   cˆe : @g
@0
@ p¯0
@pc
  c¯e : @g
@0a
@
@pc
(B.7)
式 (3.25)の第二式である背応力の残差をゼロとして，サクション pcで微分すると次式が得
られる。
@
@pc
=
@
@0
:
@0
@pc
+
@
@
:
@
@pc
+
@
@
@
@pc
+
=
 
I   @
@
! 1
:
 
@
@0
:
@0
@pc
+
@
@
@
@pc
!
= A 1 :
 
@
@0
:
@0
@pc
+
@
@
@
@pc
!
(B.8)
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式 (B.7)に式 (3.26)および式 (B.8)を代入すると次式が得られる。
@0
@pc
= cˆe : e(tr)
@ p¯
@pc
   c¯e : @
2g
@0@0
:
@0
@pc
   c¯e : @
2g
@0@
: A 1 :
 
@
@0
:
@0
@pc
+
@
@
@
@pc
!
   cˆe : @g
@0
@ p¯0
@pc
  c¯e : @g
@0
@
@pc
   c¯e : @
2g
@0@pc
I + cˆe : e(tr) 
 13 I + 

c¯e :
@2g
@0@0
+ c¯e :
@2g
@0@
: A 1 : @
@0
+ cˆe :
@g
@0
1
3 I

:
@
@pc
=  
 
c¯e :
@g
@0
+  c¯e :
@2g
@0@
: A 1 : @
@
!
@
@pc
   c¯e : @
2g
@0@pc
B :
@0
@pc
=  b@
@pc
  d
@0
@pc
=  B 1 :
 
b@
@pc
+ d
!
(B.9)
式 (3.25)の第三式である降伏関数の残差をゼロとして，サクション pcで微分し，式 (B.8)
および式 (B.9)を代入すると次式が得られる。
@ f
@0
:
@0
@pc
+
@ f
@
:
@
@pc
= 0
@ f
@0
:
@0
@pc
+
@ f
@
: A 1 :
 
@
@0
:
@0
@pc
+
@
@
@
@pc
!
= 0 
@ f
@0
+
@ f
@
: A 1 : @
@0
!
:
@0
@pc
+
 
@ f
@
: A 1 : @
@
!
@
@pc
= 0
c :
@0
@pc
+
 
@ f
@
: A 1 : @
@
!
@
@pc
= 0
c : B 1 :
 
 b@
@pc
  d
!
+
 
@ f
@
: A 1 : @
@
!
@
@pc
= 0 
c : B 1 : b   @ f
@
: A 1 : @
@
!
@
@pc
=  c : B 1 : d
c
@
@pc
=  c : B 1 : d
@
@pc
=  c 1c : B 1 : d (B.10)
最後に式 (B.9)に式 (B.10)を代入すると次式の整合接線係数が得られる。
@0
@pc
= B 1 :
n
c 1b :

c : B 1 : d

  d
o
(B.11)
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ここで，各係数の具体形は以下のように得られる。
A =I   @
@
= R22
B =I + cˆe : e(tr) 
 13 I
+ 

c¯e :
@2g
@0@0
+ c¯e :
@2g
@0@
: A 1 : @
@0
+ cˆe :
@g
@0

 13 I

=R11   R12 : A 1 : R21
b =c¯e : @g
@0
+ c¯e :
@2g
@0@
: A 1 : @
@
=R13   R12 : A 1 : R23
c =
@ f
@0
+
@ f
@
: A 1 : @
@0
=R31   R32 : A 1 : R21
d =    c¯e : @
2g
@0@pc
c =c : B 1 : b   @ f
@
: A 1 : @
@
=c : B 1 : b + R32 : A 1 : R23 (B.12)
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ここでは，線形化された弱形式（式 (3.111)）の具体形を示す。なお，以下の式の中で，c¯，
¯kwsp および ¯kasp はそれぞれ比水分容量 c，透水係数 kwsおよび透気係数 kasのサクション pcで
の微分を表す。
C.1 混合体のつりあい式
つりあい式を次式のように整理する。
ws =ws(1) + w
s
(2) + w
s
(3) + w
s
(4) + w
s
(5) (C.1)
ws(1) =
Z
Bs
vs  asdv = ws(1)(as;us; pw; pa) (C.1a)
ws(2) =
Z
Bs
grad vs : 0dv (C.1b)
ws(3) =  
Z
Bs
p f div vsdv = ws(3)(us; pw; pa) (C.1c)
ws(4) =  
Z
Bs
vs  bdv = ws(4)(us; pw; pa) (C.1d)
ws(5) =  
Z
@Bst
vs  ¯tda = ws(5)(t) (C.1e)
C.1.1 Dws[as]
Dws[as]の各項について以下に示す。
Dws(1)[as] =t2
Z
Bs
(swwR + saaR)vs  as divasdv +
Z
Bs
vs  asdv (C.2)
Dws(2)[as] =t2
Z
Bs

f(gradas)Tgrad vsg : 0
+ sym (grad vs) : c : sym (gradas)

dv (C.3)
Dws(3)[as] =   t2
Z
Bs
p f
n
divas div vs   (grad vs)T : gradas
o
dv (C.4)
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Dws(4)[as] =  t2
Z
Bs
(swwR + saaR)vs  b divasdv (C.5)
Dws(5)[as] = 0 (C.6)
C.1.2 Dws[ p¨w]
Dws[p¨w]の各項について以下に示す。
Dws(1)[p¨w] =t2
Z
Bs
n
(
swwR
Kw
+ c(aR   wR)
)
vs  as p¨wdv (C.7)
Dws(2)[p¨w] = 0 (C.8)
Dws(3)[ p¨w] =  t2
Z
Bs
fsw + c(pa   pw)g div vsp¨wdv (C.9)
Dws(4)[ p¨w] =  t2
Z
Bs
n
(
swwR
Kw
+ c(aR   wR)
)
vs  bp¨wdv (C.10)
Dws(5)[p¨w] = 0 (C.11)
C.1.3 Dws[ p¨a]
Dws[p¨a]の各項について以下に示す。
Dws(1)[p¨a] =t2
Z
Bs
n
(
sa
 ¯R
  c(aR   wR)
)
vs  asp¨adv (C.12)
Dws(2)[p¨a] = 0 (C.13)
Dws(3)[p¨a] =  t2
Z
Bs
fsa   c(pa   pw)g div vs p¨adv (C.14)
Dws(4)[ p¨a] =  t2
Z
Bs
n
(
sa
 ¯R
  c(aR   wR)
)
vs  b p¨adv (C.15)
Dws(5)[p¨a] = 0 (C.16)
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C.2 間隙水の質量・運動量保存式
間隙水の質量・運動量保存式を次式のように整理する。
ww =ww(1) + w
w
(2) + w
w
(3) + w
w
(4) + w
w
(5) + w
w
(6) + w
w
(7) (C.17)
ww(1) =
Z
Bs
pwn
 
swwR
Kw
  wRc
!
p˙wdv = ww(1)(us; pw; pa) (C.17a)
ww(2) =
Z
Bs
pwnwRcp˙adv = ww(2)(us; pw; pa) (C.17b)
ww(3) =
Z
Bs
pwswwRdiv vsdv = ww(3)(us; pw; pa) (C.17c)
ww(4) =
Z
Bs
grad pw  k
ws
g
grad pwdv = ww(4)(us; pw; pa) (C.17d)
ww(5) =  
Z
Bs
grad pw  k
ws
g
wRbdv = ww(5)(us; pw; pa) (C.17e)
ww(6) =
Z
Bs
grad pw  k
ws
g
wRasdv = ww(6)(us; as; pw; pa) (C.17f)
ww(7) =
Z
@Bswq
pwq¯wda = ww(7)(t) (C.17g)
C.2.1 Dww[as]
Dww[as]の各項について以下に示す。
Dww(1)[as] = t2
Z
Bs
pwwR
 
sw
Kw
  c
!
p˙wdivasdv (C.18)
Dww(2)[as] = t2
Z
Bs
pwwRcp˙adivasdv (C.19)
Dww(3)[as] =t
Z
Bs
pwswwRdivasdv
+ t2
Z
Bs
pwswwR

div vsdivas   (grad vs)T : gradas

dv (C.20)
Dww(4)[as] =
1
g
t2
Z
Bs
kws

  2grad pw  sym  gradas grad pw	
+ grad pw  grad pw divas

dv (C.21)
Dww(5)[as] =  
1
g
t2
Z
Bs
kwswR

  grad pw  (gradas b) + grad pw  b divas

dv (C.22)
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Dww(6)[as] =
1
g
Z
Bs
kwswRgrad pw  asdv
+
1
g
t2
Z
Bs
kwswR

  grad pw  (gradas as)
+ grad pw  as divas

dv (C.23)
Dww(7)[as] = 0 (C.24)
C.2.2 Dww[ p¨w]
Dww[p˙w]の各項について以下に示す。
Dww(1)[p¨w] =t2
Z
Bs
pwnwR
 
sw
(Kw)2   2
c
Kw
+ c¯
!
p˙w p¨wdv
+ t
Z
Bs
pwnwR
 
sw
Kw
  c
!
p¨wdv (C.25)
Dww(2)[p¨w] = t2
Z
Bs
pwnwR

c
Kw
  c¯

p˙a p¨wdv (C.26)
Dww(3)[ p¨w] = t2
Z
Bs
pw
 
 cwR + s
wwR
Kw
!
div vsp¨wdv (C.27)
Dww(4)[p¨w] =
1
g
t2
Z
Bs
grad pw 

  grad pw ¯kwsp  p¨w + gradp¨wkws

dv (C.28)
Dww(5)[p¨w] =  
1
g
t2
Z
Bs
grad pw 
 
 ¯kwsp wR + kws
wR
Kw
!
b p¨wdv (C.29)
Dww(6)[ p¨w] =
1
g
t2
Z
Bs
grad pw 
 
 ¯kwsp wR + kws
wR
Kw
!
asp¨wdv (C.30)
Dww(7)[p¨w] = 0 (C.31)
C.2.3 Dww[ p¨a]
Dww[p˙a]の各項について以下に示す。
Dww(1)[p¨a] = t2
Z
Bs
pwnwR

c
Kw
  c¯

p˙wp¨adv (C.32)
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Dww(2)[p¨a] =t2
Z
Bs
pwnwRc¯ p˙a p¨adv + t
Z
Bs
pwnwRc p¨adv (C.33)
Dww(3)[p¨a] = t2
Z
Bs
pwwRc div vs p¨adv (C.34)
Dww(4)[p¨a] =
1
g
t2
Z
Bs
grad pw  grad pw ¯kwsp p¨adv (C.35)
Dww(5)[ p¨a] =  
1
g
t2
Z
Bs
grad pw  b¯kwsp wR p¨adv (C.36)
Dww(6)[p¨a] =
1
g
t2
Z
Bs
grad pw  as ¯kwsp wR p¨adv (C.37)
Dww(7)[p¨a] = 0 (C.38)
C.3 間隙空気の質量・運動量保存式
間隙空気の質量・運動量保存式を次式のように整理する。
wa =wa(1) + w
a
(2) + w
a
(3) + w
a
(4) + w
a
(5) + w
a
(6) + w
a
(7) (C.39)
wa(1) =
Z
pan
 
sa
 ¯R
  aRc
!
p˙adv = wa(1)(us; pw; pa) (C.39a)
wa(2) =
Z
Bs
panaRcp˙wdv = wa(2)(us; pw; pa) (C.39b)
wa(3) =
Z
Bs
pasaaRdiv vsdv = wa(3)(us; pw; pa) (C.39c)
wa(4) =
Z
Bs
kas
g
grad pa  grad padv = wa(4)(us; pw; pa) (C.39d)
wa(5) =  
Z
Bs
kas
g
grad pa  aRbdv = wa(5)(us; pw; pa) (C.39e)
wa(6) =
Z
Bs
kas
g
grad pa  aRasdv = wa(6)(us; as; pw; pa) (C.39f)
wa(7) =
Z
@Bsaq
paq¯ada = wa(7)(t) (C.39g)
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C.3.1 Dwa[as]
Dwa[as]の各項について以下に示す。
Dwa(1)[as] = t2
Z
Bs
pa
 
sa
 ¯R
  aRc
!
p˙adivasdv (C.40)
Dwa(2)[as] = t2
Z
Bs
paaRcp˙wdivasdv (C.41)
Dwa(3)[as] =t
Z
Bs
pasaaRdivasdv
+ t2
Z
Bs
pasaaR

div vs divas   (grad vs)T : gradas

dv (C.42)
Dwa(4)[as] =
1
g
t2
Z
Bs
kas

  2grad pa  sym  gradas grad pa	
+ grad pa  grad pa divas

dv (C.43)
Dwa(5)[as] =  
1
g
t2
Z
Bs
kasaR

  grad pa  (gradas b) + grad pa  b divas

dv (C.44)
Dwa(6)[as] =
1
g
Z
Bs
kasaR grad pa  asdv
+
1
g
t2
Z
Bs
kasaR

  grad pa  (gradas as) + grad pa  asdivas

dv (C.45)
Dwa(7)[as] = 0 (C.46)
C.3.2 Dwa[ p¨w]
Dwa[p˙w]の各項について以下に示す。
Dwa(1)[p¨w] = t2
Z
Bs
pan
 
1
 ¯R
c + aRc¯
!
p˙a p¨wdv (C.47)
Dwa(2)[p¨w] =   t2
Z
Bs
panaRc¯ p˙w p¨wdv + t
Z
Bs
panaRc p¨wdv (C.48)
Dwa(3)[p¨w] = t2
Z
Bs
paaRc div vsp¨wdv (C.49)
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wa(4)[ p¨w] =  
1
g
t2
Z
Bs
grad pa  grad pa ¯kasp p¨wdv (C.50)
Dwa(5)[ p¨w] =
1
g
t2
Z
Bs
grad pa  b ¯kasp aRp¨wdv (C.51)
Dwa(6)[ p¨w] =  
1
g
t2
Z
Bs
grad pa  as ¯kasp aRp¨wdv (C.52)
wa(7)[ p¨w] = 0 (C.53)
C.3.3 Dwa[ p¨a]
Dwa[p˙a]の各項について以下に示す。
Dwa(1)[ p¨a] =t2
Z
Bs
pan
 
 2 1
 ¯R
c   aRc¯
!
p˙a p¨adv
+ t
Z
Bs
pan
 
sa
 ¯R
  aRc
!
p¨adv (C.54)
Dwa(2)[p¨a] = t2
Z
Bs
pan
 
1
 ¯R
c + aRc¯
!
p˙wp¨adv (C.55)
Dwa(3)[ p¨a] = t2
Z
Bs
pa
 
 caR + s
a
 ¯R
!
div vsp¨adv (C.56)
Dwa(4)[p¨a] =
1
g
t2
Z
Bs
grad pa 

grad pa ¯kasp p¨a + gradp¨akas

dv (C.57)
Dwa(5)[p¨a] =  
1
g
t2
Z
Bs
grad pa 
 
¯kasp aR + kas
1
 ¯R
!
b p¨adv (C.58)
Dwa(6)[ p¨a] =
1
g
t2
Z
Bs
grad pa 
 
¯kasp aR + kas
1
 ¯R
!
as p¨adv (C.59)
Dwa(7)[p¨a] = 0 (C.60)
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うな緻密な試験を行う技術がありませんでした。西村教授にご指導をいただきながら，試
験機の整備，データの蓄積を行うことで，不飽和土の単調載荷・繰返し載荷試験を適切に
実施することができ，また構成式の構築・検証にも活用することができました。誠にあり
がとうございました。
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私が 2004年 4月に鉄道総合技術研究所に入所し，同年 10月に構造物技術研究部，基礎・
土構造研究室に配属されて以来，研究室の皆様には恵まれた環境のもとで研究をさせてい
たただくとともに，多くのご指導をいただきました。当時研究室長であった舘山勝部長に
は研究テーマの進め方，取り纏め方など様々なご指導を賜りました。また，新潟県中越地
震の直後に山間部盛土の耐震に関するテーマを立ち上げていただき，私は一担当者として
取り組ませていただきました。そのときの研究が本論文を取りまとめるに至ったきっかけ
となっています。現在の研究室長である神田政幸室長には，日ごろから研究に関するご指
導をいただいただけでなく，博士後期課程への入学に際して様々な配慮をいただきました。
直属の上司である小島謙一主任研究員には，私が研究室に配属されて以来様々な研究を一
緒に取り組ませていただき，多くのご指導を賜りました。特に，5.2節で解析対象とした水
平地盤上の盛土に浸透水や降雨散水を与えた後に加振を行う実験は，私が研究所に入所し
て間もない 2年目の時期に開始しましたが，実験の計画から結果の解釈まで多くの議論を
させていただきました。渡辺健治主任研究員には，同じ土構造担当の良き先輩としてこれ
まで研究に関わる様々な議論をさせていただきました。特に，模型実験に対して全くノウ
ハウがまったくなかった私には，実験の進め方や実験結果の整理の仕方などを懇切丁寧に
ご指導いただきました。また，降雨散水を与える模型実験では盛土の変位計測が極めて難
しい状況にありますが，渡辺主任研究員が構築された画像解析システムを活用することで
精度よく盛土の変形を評価することができました。模型実験や室内土質試験の実施に関わ
る部分では礒野純治氏（現東海旅客鉄道（株）），須賀基晃氏（現四国旅客鉄道（株））や
工藤敦弘研究員（ジェイアール東日本コンサルタンツ（株）より出向中）にご協力をいた
だきました。上記の方々以外にも，基礎・土構造研究室をはじめ，鉄道総合技術研究所の
多くの方々にご指導，ご協力をいただきながら，研究を進めることができました。ありが
とうございました。
第 4章で行った，新潟県中越地震での被災盛土を対象とした不飽和三軸試験の実施には，
現地の土を用いる必要がありました。東日本旅客鉄道（株）新潟土木技術センター長岡派
出の皆川一四副所長には，試料採取のために多大なるご協力をいただきました。また，中
央開発（株）の橋本和佳部長をはじめとした皆様には実際に試料の採取を行っていただき
ました。ありがとうございました。
第 4章～第 6章で取り扱った室内土質試験，ならびに降雨散水を与えた盛土の振動台実
験は，複合技術研究所の皆様の協力なしには実施することができませんでした。室内土質
試験については木口峰夫氏，元社員の石塚真記子氏に，振動台実験については飯島正敏氏，
森腰慎一氏に大変お世話になりました。実験に際しては，私のお願いする無理難題を快く
実施いただきました。また，振動台実験と併せて使用した降雨散水装置は長らく使用不可
能な状態にありました。高砂熱学工業（株）の近藤敬市氏，（有）TOMOテスト岡田友良氏
をはじめとした皆様には装置の機能回復に際して大変お世話になりました。
本研究の根幹には，私が京都大学の耐震基礎研究室に学部・修士課程に在籍中に取り組
んだ液状化・流動現象に関する数値解析的研究があります。当時は，佐藤忠信名誉教授に
謝辞 191
ご指導を賜ることは勿論，様々なアイデアをいただきながら研究を行うことができました。
また，当時博士課程に在籍されていた文龍氏（現三星物産）には液状化解析の基礎から数
値解析の具体的な進め方まで様々の事柄をご教示いただきました。京都大学での 3年間取
り組んだ研究がなれれば本論文を取りまとめることはできなかったと思っております。あ
りがとうございました。
本研究を実施するにあたり，以上のお名前をあげた方以外にも，たくさんの方々の暖か
いご支援とご指導をいただきました。全ての方に心から感謝申し上げます。
第 6章の新潟県中越地震での被災盛土を対象とした解析では，小千谷気象台での地震観
測波形，また国土交通省水管理・国土保全局の降雨データを使用させていただきました。あ
りがとうございました。
本研究に取り組んだきっかけは，2004年 10月 23日に発生した新潟県中越地震にありま
すが，地震発生時には偶然にも鉄道総合技術研究所，基礎・土構造研究室のメンバー一同で
研究室旅行中に新潟港近くをフェリーで航行している最中でありました。フェリーが新潟
港に到着してから，車で移動していく中で被災地の被害の大きさを目の当たりにしました。
またその当時，研究室に配属されて間もない私は，研究室メンバーが，リラックスして旅
行を楽しんでいる顔から一変して研究者・技術者への顔と変わり，鉄道総研に戻った後に
は日常業務をこなすだけでなく，時間を惜しむことなく震災への対応を行っていたことを
目の当たりにし，一日でも早く上司や先輩職員に追いつかなければと痛烈に感じました。
この新潟県中越地震で多くの尊い人命が失われました。現在は十分にはできておりませ
んが，本研究をはじめとした成果を社会へ還元していく使命感を持って，今後も研究活動
に取り組まなければならないと感じております。6.3節で解析対象とした上越線の盛土は，
昼夜を徹した工事により速やかに復旧がなされ，上越線は地震発生から間もない 2004年 12
月 27日に単線はあるものの運行を再開し，翌年 2005年 3月 25日から複線での運行に戻り
ました。研究成果の還元とは，鉄道のフィールドで活用できる研究成果を創出することで，
その結果としてお客さまに安全に安心して利用していただく鉄道が実現されることである
と思っています。
私が鉄道総合技術研究所に入所し，研究者として出発して間もない時期から，妻の由紀
子にはいろいろな面で支えてもらいました。2人の息子である仁輝と遥希にはその笑顔で何
度も癒されてきました。また，遠くに住む母はいつも私の体を気遣ってもらいました。あ
りがとうございました。そして，最後に天国から暖かく見守っていてくれているであろう
父へ，論文執筆ができた報告をするとともに，筆を置きたいと思います。
